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さいたま市告示第１３９９号 

さいたま市の発注する「さいたま市多目的広場整備工事（見沼区大字丸ケ崎）」ほか８件の一般競

争入札について、次のとおり公告する。 

令和４年９月１６日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 入札参加資格 

⑴ 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格者名

簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が工事ごとに別に定める

参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする工事ごとに参加申請が必要なため、工事ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

ウ 本公告日から開札日において、さいたま市建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平成１３

年さいたま市制定）に基づく入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団

排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けてい

ないこと。 

エ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

オ 工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種に係る技術者の資格を有する者を、建設 

業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、

専任を要する主任技術者、専任の監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、

参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であること。 

カ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一工事に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

キ 本公告日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保

険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）に基づく雇用保険（以下「社会保険等」という。）に、事業主として加入しているもの

であること。ただし、当該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者はこの

限りでない。 

ク 本公告日から入札書提出期間の末日までの期間において、同一入札に参加しようとする者の

間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 本公告日から落札者決定までの期間において、国、都道府県及び埼玉県内市町村から工事成

績不良の事由による入札参加停止の措置を２回以上受けていない者であること。 
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コ 本公告日において、工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種について、有効な建

設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

サ アからコまでに掲げるもののほか、本公告日において、工事ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

⑵ 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、⑴で定める事項を満たす者をそ

の構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一工事における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一工事に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

ク 構成員は、それぞれ⑴オに定める技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、監理技

術者の資格を要する工事においては、監理技術者は代表構成員が配置すること。 

２ 入札参加資格の確認 

⑴ 開札後、工事ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格」

という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格（さいたま市建

設工事等最低制限価格取扱要綱（平成１９年さいたま市制定。以下「最低制限価格取扱要綱」と

いう。）第４条に規定する最低制限価格をいう。以下同じ。）を定めている場合は、入札書比較

価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低制限比較価格」とい

う。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者）を落札候

補者として通知し、落札を保留する。 

⑵ ⑴において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を決

定する。 

⑶ 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める条

例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当たる

場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を財政局契約管理部契約課（以下

「契約課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 工事に配置予定の技術者が、資格を有することを証する書類（技術検定等合格証明書等又は

監理技術者資格者証の表面、裏面及び監理技術者講習修了証）の写し又は実務経験を証明する

書類 

ウ 工事に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し（専任を要する主任技術者、専任の

監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、参加申請日以前に恒常的に３箇

月以上の雇用関係を証明できること。なお、イに掲げる監理技術者資格証の写しをもって確認

できる場合は、これを省略できる。） 

エ 工事ごとに別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、施工実績として規定する工

事の契約書の写し及び工事概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン
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ターが提供する「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事

概要の記載されているもの）の写し（共同企業体（乙型）としての実績の場合は、自社の施工

実績が分かる資料の写しも添付すること。） 

オ 本公告日において有効かつ最新の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」（以下

「経審結果」という。）の写し 

カ 社会保険等に全て加入している場合は、社会保険等の加入に関する誓約書又は社会保険等の

全部若しくは一部について法令で適用が除外されている場合には、社会保険等の適用除外に関

する誓約書（経審結果に記載の社会保険等の加入状況について、本公告日時点で変更が生じて

いる場合は、社会保険等の加入状況を確認できる書類を併せて添付すること。） 

キ 資本関係又は人的関係確認書 

ク 入札参加停止措置に関する誓約書 

ケ アからクまでに掲げるもののほか、工事ごとに別に定める書類 

⑷ 落札候補者が特定共同企業体である場合には、⑶に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる書

類を契約課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員の割

印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書（さいたま市建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１３

年さいたま市制定。以下「共同企業体取扱要綱」という。）様式第１号） 

イ 共同企業体協定書（共同企業体取扱要綱様式第２号。共同企業体協定書第８条に基づく協定

書（共同企業体取扱要綱様式第３号）を含む。） 

ウ 委任状（共同企業体取扱要綱様式第４号） 

３ 落札者の決定 

⑴ 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除く。

）に、２⑶及び⑷において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札候補者

が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、入札書

比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって

入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制限

比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を行っ

た者）を新たに落札候補者とする。 

⑵ ⑴において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以上あ

るときは、電子くじによりこれを決定する。 

⑶ 市長は、⑴の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれを通知する。 

⑷ 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者がさいたま市建設工事等請 

負業者入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契約 

からの暴力団排除措置に関する要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法に 

基づき更生手続開始の申立て若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合は、

その者を落札者とせず、入札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外 

の者のうち最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較 

価格の制限の範囲内で最低制限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち 

最低の価格をもって入札を行った者）を新たに落札候補者とする。 
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４ 調査基準価格を定めている場合の低入札価格調査 

⑴ 調査基準価格（さいたま市建設工事等低入札価格取扱要綱（平成１３年さいたま市制定。以下

「低入札価格取扱要綱」という。）第３条に規定する調査基準価格をいう。以下同じ。）を定め

ている場合において、開札の結果、入札書比較価格の制限の範囲内で入札を行った者の入札価格

が調査基準価格の１１０分の１００の価格を下回る価格であった場合は、落札を保留し、当該入

札を行った者（以下「低価格入札者」という。）について、低入札価格調査を行う。 

⑵ 失格基準（低入札価格取扱要綱第５条に規定する失格基準をいう。以下同じ。）を定めている 

場合において、低価格入札者について提出された入札金額見積内訳書の直接工事費、共通仮設費、

現場管理費及び一般管理費の総額である入札金額が、失格基準を下回った場合は、この者がした 

入札を失格とする。 

⑶ 低価格入札者（失格基準による低入札価格調査を行った場合は、これにより失格とならなかっ

た低価格入札者）は、落札保留の通知をした日の翌日（その日が休日に当たる場合は、その翌日

）の午後３時までに２⑶及び⑷に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる書類を契約課に提出し

なければならない。 

ア 低入札価格調査に係る書類の提出について（低入札価格取扱要綱様式第１号） 

イ 当該価格で入札した理由（低入札価格取扱要綱様式第２号） 

ウ 直接工事費に係る内訳書（低入札価格取扱要綱様式第３号） 

エ 共通仮設費に係る内訳書（低入札価格取扱要綱様式第４号） 

オ 下請予定業者等一覧表（低入札価格取扱要綱様式第５号） 

カ 配置予定技術者名簿（低入札価格取扱要綱様式第６号） 

キ 手持ち工事の状況（対象工事現場付近）（低入札価格取扱要綱様式第７号） 

ク 手持ち工事の状況（対象工事関連）（低入札価格取扱要綱様式第８号） 

ケ 契約対象工事箇所と入札者の事務所、倉庫等との関係（低入札価格取扱要綱様式第９号） 

コ 手持ち資材の状況（低入札価格取扱要綱様式第１０号） 

サ 資材購入予定先一覧（低入札価格取扱要綱様式第１１号） 

シ 手持ち機械の状況（低入札価格取扱要綱様式第１２号） 

ス 機械リース元一覧（低入札価格取扱要綱様式第１３号） 

セ 過去に施工した同種の公共工事名及び発注者（低入札価格取扱要綱様式第１４号） 

ソ 誓約書（低入札価格取扱要綱様式第１５号） 

タ 社会保険等への加入状況届（低入札価格取扱要綱様式第１６号） 

⑷ 失格基準を定めている場合における再度入札の低価格入札者は、落札保留の通知をした日の翌

日（その日が休日に当たる場合は、その翌日）の午後３時までに再度入札に係る入札金額見積内

訳書を契約課に提出しなければならない。この場合において、失格とならなかった低価格入札者

の前項に掲げる書類の提出は、再度入札に係る入札金額見積内訳書を提出した日の翌日（その日

が休日に当たる場合は、その翌日）の午後３時までとする。 

⑸ 落札者の決定は、落札保留の通知をした日の翌日から起算して２１日以内に、⑶において提出

された書類に基づく低入札価格調査及び入札参加資格の確認を経て行う。低入札価格調査におい

て、当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認められた場合は、その者がした

入札を失格とする。また、入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした
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入札を無効とする。 

５ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

⑴ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は工事ご

とに別に定める。 

⑵ 設計図書等の閲覧等を工事担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、設

計図書等貸出申請書を工事担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共同

企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

⑶ 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図書

公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

⑷ 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によっては

書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は工事ごとに別に定める。 

⑸ やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない場

合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は契約課窓口において

書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

６ 入札保証金及び契約保証金 

⑴ 入札保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さいた

ま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条第１項の規定による。 

⑵ 契約保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いにつ

いては、さいたま市契約規則第２９条の規定による。 

７ 契約金の支払方法 

⑴ 前金払及び部分払の有無については工事ごとに別に定める。 

⑵ 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の４以内（継続費等の２年以上にわたる

契約にあっては、その年度の支払限度額の１０分の４以内）とする。この場合において１万円未

満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、工事ごとに別に定める。 

⑶ 部分払をする場合には、３箇月ごとに出来形部分の１０分の９に相当する額を限度として行う

こととする。 

⑷ 契約金額が５００万円以上で、かつ、工期が２月を超える工事は、中間前金払をすることがで

きる。この場合において、部分払の適用のある工事については、中間前金払と部分払は選択制と

し、契約締結時に選択するものとする。ただし、継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、

中間前金払を選択した場合であっても、当該年度末の部分払を行うことができる。 

⑸ 中間前金払をする場合の中間前払金の額は、当該工事の材料費等に相当する額として契約金額

の１０分の２以内（継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、その年度の支払限度額の１０

分の２以内）とする。この場合において１万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

８ 入札の無効 

さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市制定）第１６条第１項

各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

９ その他 

⑴ 本公告の写しは、市のホームページに掲載し、契約課にて閲覧に供する。 
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⑵ 本公告に係る入札に用いる書類は、市のホームページからダウンロードして使用すること。 

⑶ 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

⑷ 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数制

限を行う。 

⑸ 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届出

書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を契約課に提出す

ること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号）

を提出すること。 

⑹ 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合は、

その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行わな

い。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札を行 

った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

⑺ 本市発注の建設工事を初めて請負うことになる落札候補者等（以下｢調査対象者｣という。）は、

必要に応じて行う事業所の所在地等の調査に協力すること。ただし、調査対象者が特定共同企業 

体である場合を除く。 

⑻ 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該工事に配置する

こと。 

⑼ 本公告に定めのない事項は、さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得、さいたま市建 

設工事等事後審査型一般競争入札取扱要綱（平成１９年さいたま市制定）、低入札価格取扱要綱、

最低制限価格取扱要綱、さいたま市電子入札運用基準、さいたま市競争入札参加資格業者実態調 

査実施要領（平成２４年さいたま市制定）及び特例監理技術者等の配置に係る取扱要領（令和３ 

年さいたま市制定）の定めるところによる。 

契約整理番号 ０４－１７４６－５ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 さいたま市多目的広場整備工事（見沼区大字丸ケ崎） 
工事場所 さいたま市見沼区大字丸ケ崎地内 
履行期間 契約確定の日から令和５年３月２４日まで 
概要 撤去工一式 土工一式 防球ネット設置 201.9m メッシュフェンス設置 5.1m 

車止め設置 2 基 門扉設置 （W1000）1 基 （W2000）1 基 案内板設置 2 基 

区画線設置 24m 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和４年 ９月２９日（木）午前９時から 

令和４年１０月 ３日（月）午後５時まで 
入札書提出期間 令和４年１０月４日（火）午前９時から 

令和４年１０月５日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１０月６日（木）午前１１時００分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 造園工事業 Ｂ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
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施工実績等 本市発注の造園工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和４年９月１６日（金）から 

質問受付期間 令和４年９月１６日（金）午前９時から 
令和４年９月２８日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１０月３日（月） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 
・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市スポーツ文化局スポーツ部スポーツ振興課 
電話 ０４８－８２９－１７２９ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

契約整理番号 ０４－９８５９－１２ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 芝原中央公園外１公園フェンス等設置工事 
工事場所 さいたま市緑区芝原３丁目地内外 
履行期間 契約確定の日から令和５年３月１０日まで 
概要 芝原中央公園 施設等撤去工一式 公園土工一式 管理施設整備工一式 水深西

公園 施設等撤去工一式 公園土工一式 植栽基礎工一式 植栽工一式 園路広

場整備工一式 遊戯施設整備工一式 管理施設整備工一式 

予定価格（税込） １６，３４６，０００円 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和４年 ９月２９日（木）午前９時から 

令和４年１０月 ３日（月）午後５時まで 
入札書提出期間 令和４年１０月４日（火）午前９時から 

令和４年１０月５日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１０月６日（木）午前１１時１０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 造園工事業 Ｂ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の造園工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 



さいたま市告示一覧（令和４年９月１６日から同月３０日まで） 
 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和４年９月１６日（金）から 

質問受付期間 令和４年９月１６日（金）午前９時から 
令和４年９月２８日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１０月３日（月） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 
・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 
工事担当課 さいたま市中央区下落合５丁目７番１０号 

さいたま市都市局みどり公園推進部南部公園整備課 

電話 ０４８－８４０－６１７９ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

契約整理番号 ０４－３２７１－１４ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 大門下野田特定土地区画整理事業 整地工事（Ｒ４） 
工事場所 さいたま市緑区大字大門地内外 
履行期間 契約確定の日から令和５年３月１０日まで 
概要 道路土工 掘削工 5600 ㎥ 路体盛土工 390 ㎥ 法面整形工 590 ㎡ 残土処理工

5200 ㎥ 舗装工 アスファルト舗装工 438 ㎡ カルバート工 プレキャストカ

ルバート工 4m 排水構造物工 側溝工 170m 集水桝・マンホール工 2 基 構造

物撤去工一式 仮設工一式 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和４年 ９月２９日（木）午前９時から 

令和４年１０月 ３日（月）午後５時まで 
入札書提出期間 令和４年１０月４日（火）午前９時から 

令和４年１０月５日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１０月６日（木）午前１１時２０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｂ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市南部建設事務所の所管区域内（中央区、桜区、浦和区、南区及び緑区

）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和４年９月１６日（金）から 

質問受付期間 令和４年９月１６日（金）午前９時から 
令和４年９月２８日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１０月３日（月） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 



さいたま市告示一覧（令和４年９月１６日から同月３０日まで） 
 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 
・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「ＩＣＴ活用工事（土工）（受注者希望型）」の対象案件である。 

工事担当課 さいたま市緑区大字大門２５６４番地６ 

さいたま市都市局まちづくり推進部浦和東部まちづくり事務所 

電話 ０４８－８７８－５１４０ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

契約整理番号 ０４－４４８７－２５ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 浦和第２処理分区下水道工事（南建－Ｒ４－１０１２） 
工事場所 さいたま市緑区大字中野田地内 
履行期間 契約確定の日から令和５年３月１０日まで 
概要 延長 147.4m 開削（管径 200mm、硬質塩ビ管）142.4m 低耐荷力管推進（管径

200mm、塩ビ管）52.0m マンホール工 組立 1 号マンホール 2 基 現場打ち 1 号

マンホール 1 基 立坑工一式 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和４年 ９月２９日（木）午前９時から 

令和４年１０月 ３日（月）午後５時まで 
入札書提出期間 令和４年１０月４日（火）午前９時から 

令和４年１０月５日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１０月６日（木）午後２時３０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｃ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市南部建設事務所の所管区域内（中央区、桜区、浦和区、南区及び緑区

）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 次の⑴及び⑵の要件を満たしていること。 

⑴ 本公告日において、平成２４年度以降、国、地方公共団体等が発注した、請

負代金額が５００万円以上の土木工事又は舗装工事を元請として完成させた

実績があること。 

⑵ 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工

事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を

下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日

を基準とする。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和４年９月１６日（金）から 

質問受付期間 令和４年９月１６日（金）午前９時から 
令和４年９月２８日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１０月３日（月） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（発注者指定型）」の対象案件であ

る。 



さいたま市告示一覧（令和４年９月１６日から同月３０日まで） 
 

・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 

工事担当課 さいたま市中央区下落合５丁目７番１０号 

さいたま市建設局南部建設事務所下水道建設課 

電話 ０４８－８４０－６２６３ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

契約整理番号 ０４－４４６８－１０ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 ＡＤ－１１４排水路整備工事（南河Ｒ４） 
工事場所 さいたま市桜区道場５丁目地内 
履行期間 契約確定の日から令和５年２月２８日まで 
概要 排水路整備工事 延長 164m 河川土工一式 水路工 プレキャスト柵渠（Ｂ型

）145m プレキャストボックスカルバート 17m プレキャスト集水桝 1 基 舗装

復旧工 36 ㎡ 付帯工一式 構造物撤去工一式 仮設工一式 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和４年 ９月２９日（木）午前９時から 

令和４年１０月 ３日（月）午後５時まで 
入札書提出期間 令和４年１０月４日（火）午前９時から 

令和４年１０月５日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１０月６日（木）午後２時４０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｂ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市南部建設事務所の所管区域内（中央区、桜区、浦和区、南区及び緑区

）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和４年９月１６日（金）から 

質問受付期間 令和４年９月１６日（金）午前９時から 
令和４年９月２８日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１０月３日（月） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 
・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 
工事担当課 さいたま市中央区下落合５丁目７番１０号 

さいたま市建設局南部建設事務所河川整備課 

電話 ０４８－８４０－６２３１ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 



さいたま市告示一覧（令和４年９月１６日から同月３０日まで） 
 

契約整理番号 ０４－４３６５－９４ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 スマイルロード整備工事（Ｒ４市道３０６１８号線外） 

工事場所 さいたま市北区吉野町２丁目地内 

履行期間 契約確定の日から令和５年２月２８日まで 

概要 概算数量発注方式による発注 延長 107.9m 幅員 6.0m 道路土工一式 排水構

造物工 長尺 U 形側溝（300×300）242m 舗装工 下層路盤（RC-40、t＝19cm）

73 ㎡ 上層路盤（RM-40、t＝15cm）73 ㎡ 表層（再生密粒度 As-20、t＝5cm）

587 ㎡ 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和４年 ９月２９日（木）午前９時から 

令和４年１０月 ３日（月）午後５時まで 

入札書提出期間 令和４年１０月４日（火）午前９時から 

令和４年１０月５日（水）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１０月６日（木）午後３時２０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｂ級又はＣ級。ただし、Ｃ級については、当該業種で令和２年度又

は令和３年度のさいたま市優秀建設工事業者表彰を受賞していること又は令和２

年１月１日から令和３年１２月３１日までの間に工事完成検査を受けた当該業種

の「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」の１件以

上の平均点が７５点以上であること（該当者については、本工事の入札情報公開

システムに掲載する「令和４年度建設工事の発注標準及び発注標準優秀施工者に

ついて」を参照すること。）。 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市北部建設事務所の所管区域内（西区、北区、大宮区、見沼区及び岩槻

区）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 

施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 

電子配布 

令和４年９月１６日（金）から 

質問受付期間 令和４年９月１６日（金）午前９時から 

令和４年９月２８日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１０月３日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（発注者指定型）」の対象案件であ
る。 
・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当
する。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の
対象案件である。 

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路維持課 

電話 ０４８－６４６－３２２３ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 

電話 ０４８－８２９－１１８０ 



さいたま市告示一覧（令和４年９月１６日から同月３０日まで） 
 

契約整理番号 ０４－４３５６－８５ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 ゾーン３０対策工事（大宮区三橋２丁目外地区） 

工事場所 さいたま市大宮区三橋２丁目地内外 

履行期間 契約確定の日から令和５年３月１０日まで 

概要 工事面積 46ha 区画線設置 実線（15 ㎝）2030m ゼブラ（45 ㎝）6m 破線（30

㎝）39m 矢印・記号・文字 15 ㎝換算 844m 緑色 161 ㎡ 赤色 46 ㎡ 区画線消

去 削取り式 217m ウォータージェット式一式 道路付属物工一式 仮設工一式 

予定価格（税込） １４，０５８，０００円 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和４年 ９月２９日（木）午前９時から 

令和４年１０月 ３日（月）午後５時まで 

入札書提出期間 令和４年１０月４日（火）午前９時から 

令和４年１０月５日（水）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１０月６日（木）午後３時４０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 塗装工事業 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種で登載された者であること。 

所在地区分 さいたま市北部建設事務所の所管区域内（西区、北区、大宮区、見沼区及び岩槻

区）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 

施工実績等 本市発注の塗装工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 

電子配布 

令和４年９月１６日（金）から 

質問受付期間 令和４年９月１６日（金）午前９時から 

令和４年９月２８日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１０月３日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（発注者指定型）」の対象案件であ

る。 

・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路安全対策課 

電話 ０４８－６４６－３２０７ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 

電話 ０４８－８２９－１１８０ 

契約整理番号 ０４－４３６５－９２ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 道路修繕工事（Ｒ４一般県道蒲生岩槻線） 
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工事場所 さいたま市岩槻区大字笹久保地内 

履行期間 契約確定の日から令和５年２月２８日まで 

概要 概算数量発注方式による発注 延長 164m 幅員 6.0～6.6m 舗装工【夜間】 路

面切削（平均切削深さ 5 ㎝）21 ㎡ 切削オーバーレイ（平均切削深さ 12 ㎝、再

生粗粒度 As-20、t＝7 ㎝）1020 ㎡ 表層（改質Ⅱ型密粒度 As-20、t＝5 ㎝）1040

㎡ 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和４年 ９月２９日（木）午前９時から 

令和４年１０月 ３日（月）午後５時まで 

入札書提出期間 令和４年１０月４日（火）午前９時から 

令和４年１０月５日（水）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１０月６日（木）午後３時５０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 舗装工事業 Ｂ級又はＣ級。ただし、Ｃ級については、当該業種で令和２年度又

は令和３年度のさいたま市優秀建設工事業者表彰を受賞していること又は令和２

年１月１日から令和３年１２月３１日までの間に工事完成検査を受けた当該業種

の「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」の１件以

上の平均点が７６点以上であること（該当者については、本工事の入札情報公開

システムに掲載する「令和４年度建設工事の発注標準及び発注標準優秀施工者に

ついて」を参照すること。）。 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市北部建設事務所の所管区域内（西区、北区、大宮区、見沼区及び岩槻

区）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 

施工実績等 本市発注の舗装工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 

電子配布 

令和４年９月１６日（金）から 

質問受付期間 令和４年９月１６日（金）午前９時から 

令和４年９月２８日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１０月３日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 

・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路維持課 

電話 ０４８－６４６－３２２３ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 

電話 ０４８－８２９－１１８０ 

契約整理番号 ０４－４３６５－９５ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 道路修繕工事（Ｒ４主要地方道さいたま鴻巣線） 

工事場所 さいたま市西区大字西遊馬地内外 

履行期間 契約確定の日から令和５年２月１０日まで 
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概要 概算数量発注方式による発注 延長 320.0m 幅員 3.0m 舗装工【夜間】 路面切

削（平均切削厚 t＝5 ㎝）6 ㎡ 切削オーバーレイ（平均切削厚 t＝12 ㎝、再生粗

粒度 As、t＝7 ㎝）960 ㎡ 表層（改質Ⅱ型密粒度 As、t＝5 ㎝）966 ㎡ 付帯工

【夜間】一式 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和４年 ９月２９日（木）午前９時から 

令和４年１０月 ３日（月）午後５時まで 

入札書提出期間 令和４年１０月４日（火）午前９時から 

令和４年１０月５日（水）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１０月６日（木）午後４時００分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 舗装工事業 Ｂ級又はＣ級。ただし、Ｃ級については、当該業種で令和２年度又

は令和３年度のさいたま市優秀建設工事業者表彰を受賞していること又は令和２

年１月１日から令和３年１２月３１日までの間に工事完成検査を受けた当該業種

の「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」の１件以

上の平均点が７６点以上であること（該当者については、本工事の入札情報公開

システムに掲載する「令和４年度建設工事の発注標準及び発注標準優秀施工者に

ついて」を参照すること。）。 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市北部建設事務所の所管区域内（西区、北区、大宮区、見沼区及び岩槻

区）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 

施工実績等 本市発注の舗装工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 

電子配布 

令和４年９月１６日（金）から 

質問受付期間 令和４年９月１６日（金）午前９時から 

令和４年９月２８日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１０月３日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 

・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路維持課 

電話 ０４８－６４６－３２２３ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 

電話 ０４８－８２９－１１８０ 
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さいたま市告示第１４００号 

さいたま市の発注する「スマイルロード整備工事（Ｒ４市道２１７５号線外）」ほか２件の一般競

争入札について、次のとおり公告する。 

令和４年９月１６日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 入札参加資格 

⑴ 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格者名

簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が工事ごとに別に定める

参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする工事ごとに参加申請が必要なため、工事ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

ウ 本公告日から開札日において、さいたま市建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平成１３

年さいたま市制定）に基づく入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団

排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けてい

ないこと。 

エ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

オ 工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種に係る技術者の資格を有する者を、建設 

業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、

専任を要する主任技術者、専任の監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、

参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であること。 

カ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一工事に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

キ 本公告日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保

険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）に基づく雇用保険（以下「社会保険等」という。）に、事業主として加入しているもの

であること。ただし、当該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者はこの

限りでない。 

ク 本公告日から入札書提出期間の末日までの期間において、同一入札に参加しようとする者の

間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 本公告日から落札者決定までの期間において、国、都道府県及び埼玉県内市町村から工事成

績不良の事由による入札参加停止の措置を２回以上受けていない者であること。 
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コ 本公告日において、工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種について、有効な建

設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

サ アからコまでに掲げるもののほか、本公告日において、工事ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

⑵ 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、⑴で定める事項を満たす者をそ

の構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一工事における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一工事に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

ク 構成員は、それぞれ⑴オに定める技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、監理技

術者の資格を要する工事においては、監理技術者は代表構成員が配置すること。 

２ 入札参加資格の確認 

⑴ 開札後、工事ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格」

という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格（さいたま市建

設工事等最低制限価格取扱要綱（平成１９年さいたま市制定。以下「最低制限価格取扱要綱」と

いう。）第４条に規定する最低制限価格をいう。以下同じ。）を定めている場合は、入札書比較

価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低制限比較価格」とい

う。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者）を落札候

補者として通知し、落札を保留する。 

⑵ ⑴において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を決

定する。 

⑶ 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める条

例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当たる

場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を財政局契約管理部契約課（以下

「契約課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 工事に配置予定の技術者が、資格を有することを証する書類（技術検定等合格証明書等又は

監理技術者資格者証の表面、裏面及び監理技術者講習修了証）の写し又は実務経験を証明する

書類 

ウ 工事に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し（専任を要する主任技術者、専任の

監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、参加申請日以前に恒常的に３箇

月以上の雇用関係を証明できること。なお、イに掲げる監理技術者資格証の写しをもって確認

できる場合は、これを省略できる。） 

エ 工事ごとに別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、施工実績として規定する工

事の契約書の写し及び工事概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン
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ターが提供する「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事

概要の記載されているもの）の写し（共同企業体（乙型）としての実績の場合は、自社の施工

実績が分かる資料の写しも添付すること。） 

オ 本公告日において有効かつ最新の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」（以下

「経審結果」という。）の写し 

カ 社会保険等に全て加入している場合は、社会保険等の加入に関する誓約書又は社会保険等の

全部若しくは一部について法令で適用が除外されている場合には、社会保険等の適用除外に関

する誓約書（経審結果に記載の社会保険等の加入状況について、本公告日時点で変更が生じて

いる場合は、社会保険等の加入状況を確認できる書類を併せて添付すること。） 

キ 資本関係又は人的関係確認書 

ク 入札参加停止措置に関する誓約書 

ケ アからクまでに掲げるもののほか、工事ごとに別に定める書類 

⑷ 落札候補者が特定共同企業体である場合には、⑶に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる書

類を契約課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員の割

印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書（さいたま市建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１３

年さいたま市制定。以下「共同企業体取扱要綱」という。）様式第１号） 

イ 共同企業体協定書（共同企業体取扱要綱様式第２号。共同企業体協定書第８条に基づく協定

書（共同企業体取扱要綱様式第３号）含む。） 

ウ 委任状（共同企業体取扱要綱様式第４号） 

３ 落札者の決定 

⑴ 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除く。

）に、２⑶及び⑷において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札候補者

が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、入札書

比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって

入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制限

比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を行っ

た者）を新たに落札候補者とする。 

⑵ ⑴において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以上あ

るときは、電子くじによりこれを決定する。 

⑶ 市長は、⑴の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれを通知する。 

⑷ 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者がさいたま市建設工事等請 

負業者入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契約 

からの暴力団排除措置に関する要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法に 

基づき更生手続開始の申立て若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合は、

その者を落札者とせず、入札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外 

の者のうち最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較 

価格の制限の範囲内で最低制限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち 

最低の価格をもって入札を行った者）を新たに落札候補者とする。 
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⑸ 本公告に係る入札は、一抜け方式により実施する。 

ア 一抜け方式の対象工事については別表により定める。 

イ 一つの対象工事の落札候補者（ただし、⑴後段又は⑷における新たな落札候補者を除く。）

がした当該対象工事の後に開札される他の対象工事の入札は無効とし、辞退したものとして取

扱う。 

ウ 一つの対象工事の落札候補者となった者は、⑴後段又は⑷における新たな落札候補者としな

い。 

４ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

⑴ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は工事ご

とに別に定める。 

⑵ 設計図書等の閲覧等を工事担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、設

計図書等貸出申請書を工事担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共同

企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

⑶ 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図書

公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

⑷ 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によっては

書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は工事ごとに別に定める。 

⑸ やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない場 

合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は契約課窓口において 

書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

５ 入札保証金及び契約保証金 

⑴ 入札保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さいた

ま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条第１項の規定による。 

⑵ 契約保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いにつ

いては、さいたま市契約規則第２９条の規定による。 

６ 契約金の支払方法 

⑴ 前金払及び部分払の有無については工事ごとに別に定める。 

⑵ 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の４以内（継続費等の２年以上にわたる

契約にあっては、その年度の支払限度額の１０分の４以内）とする。この場合において１万円未

満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、工事ごとに別に定める。 

⑶ 部分払をする場合には、３箇月ごとに出来形部分の１０分の９に相当する額を限度として行う

こととする。 

⑷ 契約金額が５００万円以上で、かつ、工期が２月を超える工事は、中間前金払をすることがで

きる。この場合において、部分払の適用のある工事については、中間前金払と部分払は選択制と

し、契約締結時に選択するものとする。ただし、継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、

中間前金払を選択した場合であっても、当該年度末の部分払を行うことができる。 

⑸ 中間前金払をする場合の中間前払金の額は、当該工事の材料費等に相当する額として契約金額

の１０分の２以内（継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、その年度の支払限度額の１０
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分の２以内）とする。この場合において１万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

７ 入札の無効 

さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市制定）第１６条第１項

各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

８ その他 

⑴ 本公告の写しは、市のホームページに掲載し、契約課にて閲覧に供する。 

⑵ 本公告に係る入札に用いる書類は、市のホームページからダウンロードして使用すること。 

⑶ 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

⑷ 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数制

限を行う。 

⑸ 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届出

書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を契約課に提出す

ること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号）

を提出すること。 

⑹ 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合は、

その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行わな

い。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札を行 

った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

⑺ 本市発注の建設工事を初めて請負うことになる落札候補者等（以下｢調査対象者｣という。）は、

必要に応じて行う事業所の所在地等の調査に協力すること。ただし、調査対象者が特定共同企業 

体である場合を除く。 

⑻ 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該工事に配置する

こと。 

⑼ 本公告に定めのない事項は、さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得、さいたま市建

設工事等事後審査型一般競争入札取扱要綱（平成１９年さいたま市制定）、最低制限価格取扱要

綱、さいたま市電子入札運用基準、さいたま市競争入札参加資格業者実態調査実施要領（平成２

４年さいたま市制定）及び特例監理技術者等の配置に係る取扱要領（令和３年さいたま市制定）

の定めるところによる。 

別表 
対象工事 ア スマイルロード整備工事（Ｒ４市道２１７５号線外） 

イ スマイルロード整備工事（Ｒ４市道４０７９号線） 

ウ 西区湯木地区用水路整備工事（荒１３６・荒１３７） 

概要 ・対象工事アの落札候補者が行った対象工事イ及びウの入札は無効とする。 

・対象工事イの落札候補者が行った対象工事ウの入札は無効とする。 

契約整理番号 ０４－４３６５－９６ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 スマイルロード整備工事（Ｒ４市道２１７５号線外） 

工事場所 さいたま市岩槻区大字掛地内 

履行期間 契約確定の日から令和５年３月１０日まで 

概要 概算数量発注方式による発注 延長 181.0m 幅員 6.0m 道路土工一式 排水構

造物工 長尺 U 形側溝工（300×300）343m 集水桝（□500、深 550）2 箇所 横

断暗渠（300×240）9m 舗装工 下層路盤（RC-40、t＝26cm）109 ㎡ 上層路盤
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（C-30、t＝14cm）109 ㎡ 不陸整正（C-30、平均 t＝3cm）873 ㎡ 表層工（透

水性 As（樹脂・消石灰入）、t＝5cm）873 ㎡ 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和４年 ９月２９日（木）午前９時から 

令和４年１０月 ３日（月）午後５時まで 

入札書提出期間 令和４年１０月４日（火）午前９時から 

令和４年１０月５日（水）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１０月６日（木）午後２時５０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｂ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市北部建設事務所の所管区域内（西区、北区、大宮区、見沼区及び岩槻

区）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 

施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 

電子配布 

令和４年９月１６日（金）から 

質問受付期間 令和４年９月１６日（金）午前９時から 

令和４年９月２８日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１０月３日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 

・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 

・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施する。 

・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路維持課 

電話 ０４８－６４６－３２２３ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 

電話 ０４８－８２９－１１８０ 

契約整理番号 ０４－４３６５－９３ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 スマイルロード整備工事（Ｒ４市道４０７９号線） 

工事場所 さいたま市岩槻区仲町１丁目地内 

履行期間 契約確定の日から令和５年３月１０日まで 

概要 延長 184.3m 幅員 5.4m 道路土工一式 排水構造物工 長尺 U 形側溝（300×

300）329m 角形集水桝（□500×深 550）2 基 舗装工 下層路盤（RC-40、t＝

26 ㎝）99 ㎡ 上層路盤（C-30、t＝14 ㎝）99 ㎡ 不陸整正（C-30、平均 t＝3 ㎝

）799 ㎡ 表層（透水性 As（樹脂・消石灰入り）、t＝5 ㎝）799 ㎡ 付帯工一式 
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予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和４年 ９月２９日（木）午前９時から 

令和４年１０月 ３日（月）午後５時まで 

入札書提出期間 令和４年１０月４日（火）午前９時から 

令和４年１０月５日（水）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１０月６日（木）午後３時００分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｂ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市北部建設事務所の所管区域内（西区、北区、大宮区、見沼区及び岩槻

区）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 

施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 

電子配布 

令和４年９月１６日（金）から 

質問受付期間 令和４年９月１６日（金）午前９時から 

令和４年９月２８日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１０月３日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 

・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 

・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、別表に掲げる対象工事

アの落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を延期又は中止する

場合がある。 

・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路維持課 

電話 ０４８－６４６－３２２３ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 

電話 ０４８－８２９－１１８０ 

契約整理番号 ０４－４６５６－９ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 西区湯木地区用水路整備工事（荒１３６・荒１３７） 

工事場所 さいたま市西区湯木町２丁目地内 

履行期間 契約確定の日から令和５年２月２８日まで 

概要 概算数量発注方式による発注 延長 450m 土工一式 水路工 445m 撤去工一式 

舗装工 8 ㎡ 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和４年 ９月２９日（木）午前９時から 
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令和４年１０月 ３日（月）午後５時まで 

入札書提出期間 令和４年１０月４日（火）午前９時から 

令和４年１０月５日（水）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１０月６日（木）午後３時１０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｂ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市北部建設事務所の所管区域内（西区、北区、大宮区、見沼区及び岩槻

区）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 

施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 

電子配布 

令和４年９月１６日（金）から 

質問受付期間 令和４年９月１６日（金）午前９時から 

令和４年９月２８日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１０月３日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 

・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、別表に掲げる対象工事

ア又はイの落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を延期又は中

止する場合がある。 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市経済局農業政策部農業環境整備課 

電話 ０４８－８２９－１３７９ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 

電話 ０４８－８２９－１１８０ 
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さいたま市告示第１４０１号 

さいたま市の発注する「新川第２排水区下水道工事（北建－Ｒ４－２００７）」ほか２件の一般競

争入札について、次のとおり公告する。 

令和４年９月１６日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 入札参加資格 

⑴ 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格者名

簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が工事ごとに別に定める

参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする工事ごとに参加申請が必要なため、工事ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

ウ 本公告日から開札日において、さいたま市建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平成１３

年さいたま市制定）に基づく入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団

排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けてい

ないこと。 

エ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

オ 工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種に係る技術者の資格を有する者を、建設 

業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、

専任を要する主任技術者、専任の監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、

参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であること。 

カ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一工事に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

キ 本公告日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保

険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）に基づく雇用保険（以下「社会保険等」という。）に、事業主として加入しているもの

であること。ただし、当該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者はこの

限りでない。 

ク 本公告日から入札書提出期間の末日までの期間において、同一入札に参加しようとする者の

間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 本公告日から落札者決定までの期間において、国、都道府県及び埼玉県内市町村から工事成

績不良の事由による入札参加停止の措置を２回以上受けていない者であること。 



さいたま市告示一覧（令和４年９月１６日から同月３０日まで） 
 

コ 本公告日において、工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種について、有効な建

設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

サ アからコまでに掲げるもののほか、本公告日において、工事ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

⑵ 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、⑴で定める事項を満たす者をそ

の構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一工事における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一工事に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

ク 構成員は、それぞれ⑴オに定める技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、監理技

術者の資格を要する工事においては、監理技術者は代表構成員が配置すること。 

２ 入札参加資格の確認 

⑴ 開札後、工事ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格」

という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格（さいたま市建

設工事等最低制限価格取扱要綱（平成１９年さいたま市制定。以下「最低制限価格取扱要綱」と

いう。）第４条に規定する最低制限価格をいう。以下同じ。）を定めている場合は、入札書比較

価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低制限比較価格」とい

う。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者）を落札候

補者として通知し、落札を保留する。 

⑵ ⑴において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を決

定する。 

⑶ 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める条

例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当たる

場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を財政局契約管理部契約課（以下

「契約課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 工事に配置予定の技術者が、資格を有することを証する書類（技術検定等合格証明書等又は

監理技術者資格者証の表面、裏面及び監理技術者講習修了証）の写し又は実務経験を証明する

書類 

ウ 工事に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し（専任を要する主任技術者、専任の

監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、参加申請日以前に恒常的に３箇

月以上の雇用関係を証明できること。なお、イに掲げる監理技術者資格証の写しをもって確認

できる場合は、これを省略できる。） 

エ 工事ごとに別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、施工実績として規定する工

事の契約書の写し及び工事概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン
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ターが提供する「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事

概要の記載されているもの）の写し（共同企業体（乙型）としての実績の場合は、自社の施工

実績が分かる資料の写しも添付すること。） 

オ 本公告日において有効かつ最新の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」（以下

「経審結果」という。）の写し 

カ 社会保険等に全て加入している場合は、社会保険等の加入に関する誓約書又は社会保険等の

全部若しくは一部について法令で適用が除外されている場合には、社会保険等の適用除外に関

する誓約書（経審結果に記載の社会保険等の加入状況について、本公告日時点で変更が生じて

いる場合は、社会保険等の加入状況を確認できる書類を併せて添付すること。） 

キ 資本関係又は人的関係確認書 

ク 入札参加停止措置に関する誓約書 

ケ アからクまでに掲げるもののほか、工事ごとに別に定める書類 

⑷ 落札候補者が特定共同企業体である場合には、⑶に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる書

類を契約課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員の割

印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書（さいたま市建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１３

年さいたま市制定。以下「共同企業体取扱要綱」という。）様式第１号） 

イ 共同企業体協定書（共同企業体取扱要綱様式第２号。共同企業体協定書第８条に基づく協定

書（共同企業体取扱要綱様式第３号）含む。） 

ウ 委任状（共同企業体取扱要綱様式第４号） 

３ 落札者の決定 

⑴ 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除く。

）に、２⑶及び⑷において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札候補者

が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、入札書

比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって

入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制限

比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を行っ

た者）を新たに落札候補者とする。 

⑵ ⑴において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以上あ

るときは、電子くじによりこれを決定する。 

⑶ 市長は、⑴の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれを通知する。 

⑷ 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者がさいたま市建設工事等請 

負業者入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契約 

からの暴力団排除措置に関する要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法に 

基づき更生手続開始の申立て若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合は、

その者を落札者とせず、入札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外 

の者のうち最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較 

価格の制限の範囲内で最低制限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち 

最低の価格をもって入札を行った者）を新たに落札候補者とする。 
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⑸ 本公告に係る入札は、一抜け方式により実施する。 

ア 一抜け方式の対象工事については別表により定める。 

イ 一つの対象工事の落札候補者（ただし、⑴後段又は⑷における新たな落札候補者を除く。）

がした当該対象工事の後に開札される他の対象工事の入札は無効とし、辞退したものとして取

扱う。 

ウ 一つの対象工事の落札候補者となった者は、⑴後段又は⑷における新たな落札候補者としな

い。 

４ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

⑴ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は工事ご

とに別に定める。 

⑵ 設計図書等の閲覧等を工事担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、設

計図書等貸出申請書を工事担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共同

企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

⑶ 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図書

公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

⑷ 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によっては

書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は工事ごとに別に定める。 

⑸ やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない場 

合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は契約課窓口において 

書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

５ 入札保証金及び契約保証金 

⑴ 入札保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さいた

ま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条第１項の規定による。 

⑵ 契約保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いにつ

いては、さいたま市契約規則第２９条の規定による。 

６ 契約金の支払方法 

⑴ 前金払及び部分払の有無については工事ごとに別に定める。 

⑵ 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の４以内（継続費等の２年以上にわたる

契約にあっては、その年度の支払限度額の１０分の４以内）とする。この場合において１万円未

満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、工事ごとに別に定める。 

⑶ 部分払をする場合には、３箇月ごとに出来形部分の１０分の９に相当する額を限度として行う

こととする。 

⑷ 契約金額が５００万円以上で、かつ、工期が２月を超える工事は、中間前金払をすることがで

きる。この場合において、部分払の適用のある工事については、中間前金払と部分払は選択制と

し、契約締結時に選択するものとする。ただし、継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、

中間前金払を選択した場合であっても、当該年度末の部分払を行うことができる。 

⑸ 中間前金払をする場合の中間前払金の額は、当該工事の材料費等に相当する額として契約金額

の１０分の２以内（継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、その年度の支払限度額の１０



さいたま市告示一覧（令和４年９月１６日から同月３０日まで） 
 

分の２以内）とする。この場合において１万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

７ 入札の無効 

さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市制定）第１６条第１項

各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

８ その他 

⑴ 本公告の写しは、市のホームページに掲載し、契約課にて閲覧に供する。 

⑵ 本公告に係る入札に用いる書類は、市のホームページからダウンロードして使用すること。 

⑶ 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

⑷ 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数制

限を行う。 

⑸ 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届出

書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を契約課に提出す

ること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号）

を提出すること。 

⑹ 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合は、

その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行わな

い。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札を行 

った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

⑺ 本市発注の建設工事を初めて請負うことになる落札候補者等（以下｢調査対象者｣という。）は、

必要に応じて行う事業所の所在地等の調査に協力すること。ただし、調査対象者が特定共同企業 

体である場合を除く。 

⑻ 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該工事に配置する

こと。 

⑼ 本公告に定めのない事項は、さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得、さいたま市建

設工事等事後審査型一般競争入札取扱要綱（平成１９年さいたま市制定）、最低制限価格取扱要

綱、さいたま市電子入札運用基準、さいたま市競争入札参加資格業者実態調査実施要領（平成２

４年さいたま市制定）及び特例監理技術者等の配置に係る取扱要領（令和３年さいたま市制定）

の定めるところによる。 

別表 
対象工事 ア 新川第２排水区下水道工事（北建－Ｒ４－２００７） 

イ 岩槻第４処理分区下水道工事（北建－Ｒ４－１０２１） 

ウ 黒用排水路改修工事（北河Ｒ４） 

概要 ・対象工事アの落札候補者が行った対象工事イ及びウの入札は無効とする。 

・対象工事イの落札候補者が行った対象工事ウの入札は無効とする。 

契約整理番号 ０４－４３８７－３５ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 新川第２排水区下水道工事（北建－Ｒ４－２００７） 
工事場所 さいたま市西区大字指扇地内 
履行期間 契約確定の日から令和５年３月１０日まで 
概要 延長 42.15m 管きょ工 開削（□400×400）42.15m 付帯工一式 

予定価格（税込） ２２，３１９，０００円 
最低制限価格 設定する 
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参加申請受付期間 令和４年 ９月２９日（木）午前９時から 
令和４年１０月 ３日（月）午後５時まで 

入札書提出期間 令和４年１０月４日（火）午前９時から 
令和４年１０月５日（水）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 
令和４年１０月６日（木）午前１０時３０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｃ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市北部建設事務所の所管区域内（西区、北区、大宮区、見沼区及び岩槻

区）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 次の⑴及び⑵の要件を満たしていること。 

⑴ 本公告日において、平成２４年度以降、国、地方公共団体等が発注した、請

負代金額が５００万円以上の土木工事又は舗装工事を元請として完成させた

実績があること。 

⑵ 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工

事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を

下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日

を基準とする。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和４年９月１６日（金）から 

質問受付期間 令和４年９月１６日（金）午前９時から 
令和４年９月２８日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１０月３日（月） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 
・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 
・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施する。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 
工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所下水道建設課 

電話 ０４８－６４６－３２６２ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

契約整理番号 ０４－４３８７－３３ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 岩槻第４処理分区下水道工事（北建－Ｒ４－１０２１） 
工事場所 さいたま市岩槻区大字上野地内外 
履行期間 契約確定の日から令和５年１月３１日まで 
概要 延長 99.0m 管きょ工 開削（φ200mm、硬質塩ビ管）99.0m マンホール工 組

立１号マンホール 2 箇所 組立楕円マンホール 1 箇所 小型マンホール 1 箇所 

取付管工 取付管 1 箇所 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
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参加申請受付期間 令和４年 ９月２９日（木）午前９時から 
令和４年１０月 ３日（月）午後５時まで 

入札書提出期間 令和４年１０月４日（火）午前９時から 
令和４年１０月５日（水）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 
令和４年１０月６日（木）午前１０時４０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｃ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市北部建設事務所の所管区域内（西区、北区、大宮区、見沼区及び岩槻

区）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 次の⑴及び⑵の要件を満たしていること。 

⑴ 本公告日において、平成２４年度以降、国、地方公共団体等が発注した、請

負代金額が５００万円以上の土木工事又は舗装工事を元請として完成させた

実績があること。 

⑵ 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工

事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を

下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日

を基準とする。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和４年９月１６日（金）から 

質問受付期間 令和４年９月１６日（金）午前９時から 
令和４年９月２８日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１０月３日（月） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 
・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 
・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施する。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 
工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所下水道建設課 

電話 ０４８－６４６－３２６３ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

契約整理番号 ０４－４３６８－２０ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 黒用排水路改修工事（北河Ｒ４） 
工事場所 さいたま市岩槻区大字飯塚地内 
履行期間 契約確定の日から令和５年２月１７日まで 
概要 延長 102m 土工一式 杭打込工 70 本 柵板土留工 101m 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和４年 ９月２９日（木）午前９時から 

令和４年１０月 ３日（月）午後５時まで 
入札書提出期間 令和４年１０月４日（火）午前９時から 
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令和４年１０月５日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１０月６日（木）午前１０時５０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｃ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市北部建設事務所の所管区域内（西区、北区、大宮区、見沼区及び岩槻

区）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 次の⑴及び⑵の要件を満たしていること。 

⑴ 本公告日において、平成２４年度以降、国、地方公共団体等が発注した、請

負代金額が５００万円以上の土木工事又は舗装工事を元請として完成させた

実績があること。 

⑵ 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工

事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を

下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日

を基準とする。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和４年９月１６日（金）から 

質問受付期間 令和４年９月１６日（金）午前９時から 
令和４年９月２８日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１０月３日（月） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（発注者指定型）」の対象案件であ

る。 
・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 
・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、別表に掲げる対象工事

イの落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を延期又は中止する

場合がある。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 
工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所河川整備課 

電話 ０４８－６４６－３２３０ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 
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さいたま市告示第１４０２号 
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。 
令和４年９月１６日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 開発区域に含まれる地域の名称 

さいたま市西区大字島根字前７２６番１、７２６番２、７２６番３、７２６番４ 
２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 
 春日部市豊町５－７－２８ 

伏見屋リアルエステート株式会社 代表取締役 髙橋 靖 
３ 許可番号 
 令 和 ４ 年 ７ 月 ２ ８ 日 
 第変‐Ｎ２０２２０１１号  
４ 検査済証番号 

令 和 ４ 年 ９ 月 １ ５ 日 
第完‐Ｎ２０２２０１１号  



さいたま市告示一覧（令和４年９月１６日から同月３０日まで） 
 

さいたま市告示第１４０３号 
さいたま市自転車等放置防止条例（平成１３年さいたま市条例第２０５号）第１０条第１項により

自転車を撤去し、同条第４項の規定により保管したので、第１２条第１項の規定により、次のとおり

告示する。 
令和４年９月１６日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 保管理由 

 さいたま市自転車等放置防止条例 
２ 保管開始年月日 

 令和４年 ９月 ９日 
３ 保管場所及び放置箇所 

⑴ 新開自転車保管所 
  南浦和駅、東浦和駅、西浦和駅、武蔵浦和駅及び北戸田駅周辺の自転車等放置禁止区域 
⑵ 吉野原自転車保管所 
  大宮駅、土呂駅、東大宮駅、北大宮駅、大宮公園駅、大和田駅、七里駅、日進駅、西大宮駅、 

指扇駅、宮原駅、鉄道博物館駅、加茂宮駅、東宮原駅、今羽駅、吉野原駅及びさいたま新都心 
駅（東口）周辺の自転車等放置禁止区域及び原動機付自転車 

⑶ 大戸自転車保管所 
  浦和駅、北浦和駅、中浦和駅、与野駅、北与野駅、与野本町駅、南与野駅及びさいたま新都 
 心駅（西口）周辺の自転車等放置禁止区域 
⑷ 岩槻自転車保管所 
  岩槻駅、東岩槻駅及び浦和美園駅周辺の自転車等放置禁止区域 

４ 保管自転車 
   別紙のとおり 
５ 保管台数 
    計６５台 
６ 連絡先 

⑴ 担当 さいたま市都市局都市計画部自転車まちづくり推進課車両対策事務所 
⑵ 電話 ０４８（６５２）８８１２ 

  











さいたま市告示一覧（令和４年９月１６日から同月３０日まで） 
 

さいたま市告示第１４０４号 
 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。 
令和４年９月１６日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 開発区域に含まれる地域の名称 

さいたま市緑区大字大崎字棚井前２９８１番２ 
２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 

（省略） 
３ 許可番号 

 令和４年９月１４日 
 第 変‐Ｓ２０２１０４５ 号 

４ 検査済証番号 
 令和４年９月１５日 
 第 完‐Ｓ２０２１０４５ 号 

  



さいたま市告示一覧（令和４年９月１６日から同月３０日まで） 
 

さいたま市告示第１４０５号 

屋外広告物法（昭和２４年法律第１８９号）第７条第４項の規定により広告物及び掲出物件を除却

し、同法第８条第１項の規定により保管したので、同条第２項並びにさいたま市屋外広告物条例（平 

成１４年条例第１０９号）第２１条の２及び第２１条の３の規定により、次のとおり告示する。 

令和４年９月１６日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 保管した広告物又は掲出物件の名称又は種類及び数量 

⑴ はり札                   １，３４３ 枚 

⑵ 立看板                      ２０ 個 

２ 保管した広告物又は掲出物件の放置されていた場所、除却日時及び保管開始日時 

 別紙のとおり 

３ 保管場所 

 さいたま市北区本郷町１８７２番地 

４ 連絡先 

⑴ 担当 さいたま市 都市局 北部都市計画事務所 都市計画指導課 都市管理係 

⑵ 電話 ０４８（６４６）３１７８ 

  



名称または種類 数　量
単
位

年　月　日 時　間 年　月　日 時　間

1 岩槻区、見沼区 はり札 148 枚 6月4日
9:00
から

16:00
6月4日 16時00分

2 岩槻区、見沼区 はり札 120 枚 6月11日
9:00
から

16:00
6月11日 16時00分

3 岩槻区、見沼区 はり札 66 枚 6月18日
9:00
から

16:00
6月18日 16時00分

4 岩槻区、見沼区 はり札 83 枚 6月25日
9:00
から

16:00
6月25日 16時00分

5 岩槻区、見沼区 立看板 5 個 6月25日
9:00
から

16:00
6月25日 16時00分

6 大宮区 はり札 52 枚 6月7日
8:30
から

15:30
6月7日 15時30分

7 西区 はり札 49 枚 6月14日
8:30
から

15:30
6月14日 15時30分

8 西区 立看板 1 個 6月14日
8:30
から

15:30
6月14日 15時30分

9 北区 はり札 51 枚 6月21日
8:30
から

15:30
6月21日 15時30分

10 大宮区 はり札 47 枚 6月28日
8:30
から

15:45
6月28日 15時45分

11 北区 立看板 2 個 6月10日
14:30
から

17:00
6月10日 17時00分

12 大宮区 はり札 3 枚 6月16日
9:00
から

12:00
6月16日 12時00分

13 大宮区 立看板 3 個 6月16日
9:00
から

12:00
6月16日 12時00分

14 見沼区 はり札 1 枚 6月16日
9:00
から

12:00
6月16日 12時00分

15 見沼区 立看板 3 個 6月16日
9:00
から

12:00
6月16日 12時00分

16 北区 はり札 3 枚 6月16日
9:00
から

12:00
6月16日 12時00分

17 北区 立看板 1 個 6月16日
9:00
から

12:00
6月16日 12時00分

18 岩槻区、見沼区 はり札 77 枚 7月2日
9:00
から

16:00
7月2日 16時00分

19 岩槻区、見沼区 はり札 70 枚 7月9日
9:00
から

16:00
7月9日 16時00分

20 岩槻区、見沼区 はり札 71 枚 7月16日
9:00
から

16:00
7月16日 16時00分

21 西区 はり札 38 枚 7月5日
8:30
から

15:30
7月5日 15時30分

22 北区 はり札 42 枚 7月12日
8:30
から

15:30
7月12日 15時30分

 広告物及び掲出物件告示リスト
告示年月日　令和4年9月16日

番号 放置されていた場所
保管した広告物・掲出物件 除却した日時 保管開始日時

備考
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名称または種類 数　量
単
位

年　月　日 時　間 年　月　日 時　間

 広告物及び掲出物件告示リスト
告示年月日　令和4年9月16日

番号 放置されていた場所
保管した広告物・掲出物件 除却した日時 保管開始日時

備考

23 大宮区 はり札 43 枚 7月19日
8:30
から

15:30
7月19日 15時30分

24 見沼区 はり札 20 枚 7月6日
9:30
から

12:00
7月6日 12時00分

25 見沼区 立看板 2 枚 7月6日
9:30
から

12:00
7月6日 12時00分

26 北区 はり札 6 枚 7月27日
9:30
から

12:00
7月27日 12時00分

27 北区 立看板 1 個 8月4日
9:15
から

12:45
8月4日 12時45分

28 北区 はり札 4 枚 8月10日
9:15
から

11:30
8月10日 11時30分

29 岩槻区、見沼区 はり札 100 枚 8月6日
9:00
から

16:00
8月6日 16時00分

30 岩槻区、見沼区 はり札 57 枚 8月20日
9:00
から

16:00
8月20日 16時00分

31 岩槻区、見沼区 はり札 61 枚 8月27日
9:00
から

16:00
8月27日 16時00分

32 西区 はり札 43 枚 8月2日
8:30
から

15:30
8月2日 15時30分

33 北区 はり札 40 枚 8月9日
8:30
から

15:30
8月9日 15時30分

34 北区 立看板 2 個 8月9日
8:30
から

15:30
8月9日 15時30分

35 大宮区 はり札 41 枚 8月23日
8:30
から

15:30
8月23日 15時30分

36 岩槻区 はり札 7 枚 9月7日
11:30
から

12:00
8月23日 12時00分

はり札 1,343 枚

立看板 20 個

　合　　計
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さいたま市告示一覧（令和４年９月１６日から同月３０日まで） 
 

さいたま市告示第１４０６号 
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。 
令和４年９月２０日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 開発区域に含まれる地域の名称 
 さいたま市西区三橋六丁目７７３番４、７７３番２２、７７３番２３（第 1 工区） 
２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 

越谷市南越谷一丁目２１番２ 
株式会社 中央住宅 
代表取締役 品川 典久 

３ 許可番号 
 令 和 ４ 年 ８ 月 ２ ９ 日 
 第変‐Ｎ２０２１０７３号  
４ 検査済証番号 

令 和 ４ 年 ９ 月 １ ６ 日 
 第完１Ｎ２０２１０７３号  



さいたま市告示一覧（令和４年９月１６日から同月３０日まで） 
 

さいたま市告示第１４０７号 
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。 
令和４年９月２０日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 開発区域に含まれる地域の名称 
 さいたま市見沼区大字御蔵字小松台１８８番１、１８９番１ 
２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 

（省略） 
３ 許可番号 
 令 和 ４ 年 ４ 月 ２ ６ 日 
 第開‐Ｎ２０２１１９９号  
４ 検査済証番号 

令 和 ４ 年 ９ 月 １ ６ 日 
 第完‐Ｎ２０２１１９９号  
  



さいたま市告示一覧（令和４年９月１６日から同月３０日まで） 
 

さいたま市告示第１４０８号 
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。 
令和４年９月２０日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 開発区域に含まれる地域の名称 

さいたま市西区大字宝来字上仲田４６４番７ 
２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 
 （省略） 
 （省略） 
３ 許可番号 
 令和４年 １月１８日 
 第開－Ｎ２０２１１４４号  
４ 検査済証番号 
 令和４年 ９月１６日 
 第完－Ｎ２０２１１４４号  
  



さいたま市告示一覧（令和４年９月１６日から同月３０日まで） 
 

さいたま市告示第１４０９号 
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。 
令和４年９月２０日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 開発区域に含まれる地域の名称 

さいたま市見沼区大字大谷字弁天 
１３４５番３、１３４５番５、１３４５番８、１３４５番１０、１３４５番１１、 
１３４５番１２、１３４５番１３、１３４５番１４、１３４５番１５、１３４５番１６、 
１３４５番１７、１３４５番１８ 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 
 東京都西東京市東伏見３丁目６番１９号 
 タクトホーム株式会社 代表取締役 小寺 一裕 
３ 許可番号 
 令和４年 ６月２４日 
 第開－Ｎ２０２２０２９号  
４ 検査済証番号 
 令和４年 ９月１６日 
 第完－Ｎ２０２２０２９号  
  



さいたま市告示一覧（令和４年９月１６日から同月３０日まで） 
 

さいたま市告示第１４１０号 
地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２及びさいたま市市税条例（平成１３年さいたま

市条例第６７号）第７条の規定により、次のとおり公示送達をする。 
令和４年９月２０日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 送達をする書類 

・ 市県民税（普通徴収） 督促状 
・ 固定資産税・都市計画税 督促状 
・ 国民健康保険税（普徴） 督促状 
・ 軽自動車税（種別割） 督促状 
・ 市県民税（特別徴収） 督促状 
・ 法人市民税 督促状 

２ 送達を受ける者の住所・所在地及び氏名・名称 
  別紙のとおり（別紙省略） 
３ その他 

⑴ 送達をする書類はさいたま市長が保管し、送達を受ける者が請求したときはいつでも交付する。 
⑵ 公示をした日から起算して７日を経過したとき、書類の送達があったものとみなす。 

４ 連絡先 
⑴  担当 さいたま市役所 財政局 北部市税事務所 納税課 
⑵  電話 ０４８（６４６）３０８１  

  



さいたま市告示一覧（令和４年９月１６日から同月３０日まで） 
 

さいたま市告示第１４１１号 
さいたま市介護予防・日常生活支援総合事業の実施に関する要綱（平成２９年さいたま市告示第５

１０号）第５条の規定に基づき制定した、さいたま市第１号事業に要する費用の額の算定に関する基

準を改正したので、告示する。 
令和４年９月２０日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
  



 

さいたま市第１号事業に要する費用の額の算定に関する基準の一部を改正する

告示 

さいたま市第１号事業に要する費用の額の算定に関する基準（平成２９年さいたま

市告示第１２９号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

  改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

  改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

  改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

別表２ ［略］ 別表２ ［略］ 

１ ［略］ １ ［略］ 

  ～  ［略］   ～  ［略］ 

注１・注２ ［略］ 

注３ 指定居宅サービスに要する費用の額の算 

  定に関する基準（平成１２年厚生省告示第 

  １９号）別表指定居宅サービス介護給付費 

    単位数表（以下「単位数表」という。）１

訪問介護費注１１に規定する別に厚生労働

大臣が定める地域に所在する介護予防訪問

介護サービス事業所（その一部として使用

される事務所が当該地域に所在しない場合

は、当該事務所を除く。）又はその一部と

して使用される事務所の訪問介護員等が介

護予防訪問介護サービスを行った場合は、

特別地域介護予防訪問介護サービス加算と

して、１月につき所定単位数の１００分の

１５に相当する単位数を所定単位数に加算

する。なお、当該加算は、支給限度額管理

の対象外の算定項目とする。 

  注４ 単位数表１訪問介護費注１２に規定する 

    別に厚生労働大臣が定める地域に所在し、

かつ、１月当たり実利用者数が５人以下の

介護予防訪問介護サービス事業所（その一

部として使用される事務所が当該地域に所

在しない場合は、当該事務所を除く。）又

はその一部として使用される事務所の訪問

介護員等が介護予防訪問介護サービスを

行った場合は、１月につき所定単位数の１

００分の１０に相当する単位数を所定単位

数に加算する。なお、当該加算は、支給限

度額管理の対象外の算定項目とする。 

  注５ 介護予防訪問介護サービス事業所の訪問

注１・注２ ［略］ 

注３ 指定居宅サービスに要する費用の額の算 

  定に関する基準（平成１２年厚生省告示第 

  １９号）別表指定居宅サービス介護給付費 

    単位数表（以下「単位数表」という。）１

訪問介護費注１２に規定する別に厚生労働

大臣が定める地域に所在する介護予防訪問

介護サービス事業所（その一部として使用

される事務所が当該地域に所在しない場合

は、当該事務所を除く。）又はその一部と

して使用される事務所の訪問介護員等が介

護予防訪問介護サービスを行った場合は、

特別地域介護予防訪問介護サービス加算と

して、１月につき所定単位数の１００分の

１５に相当する単位数を所定単位数に加算

する。なお、当該加算は、支給限度額管理

の対象外の算定項目とする。 

  注４ 単位数表１訪問介護費注１３に規定する 

    別に厚生労働大臣が定める地域に所在し、

かつ、１月当たり実利用者数が５人以下の

介護予防訪問介護サービス事業所（その一

部として使用される事務所が当該地域に所

在しない場合は、当該事務所を除く。）又

はその一部として使用される事務所の訪問

介護員等が介護予防訪問介護サービスを

行った場合は、１月につき所定単位数の１

００分の１０に相当する単位数を所定単位

数に加算する。なお、当該加算は、支給限

度額管理の対象外の算定項目とする。 

  注５ 介護予防訪問介護サービス事業所の訪問



 

介護員等が、単位数表１訪問介護費注１３

に規定する別に厚生労働大臣が定める地域

に居住している利用者に対して、通常の事

業の実施地域（介護予防訪問介護サービス

基準等要綱第１１条に規定する通常の事業

の実施地域をいう。）を超えて、介護予防

訪問介護サービスを行った場合は、１月に

つき所定単位数の１００分の５に相当する

単位数を所定単位数に加算する。なお、当

該加算は、支給限度額管理の対象外の算定

項目とする。 

  注６・注７ ［略］ 

  ・ ［略］ 

  ［略］ 

介護員等が、単位数表１訪問介護費注１４

に規定する別に厚生労働大臣が定める地域

に居住している利用者に対して、通常の事

業の実施地域（介護予防訪問介護サービス

基準等要綱第１１条に規定する通常の事業

の実施地域をいう。）を超えて、介護予防

訪問介護サービスを行った場合は、１月に

つき所定単位数の１００分の５に相当する

単位数を所定単位数に加算する。なお、当

該加算は、支給限度額管理の対象外の算定

項目とする。 

  注６・注７ ［略］ 

  ・ ［略］ 

  ［略］ 

  注 単位数表１訪問介護費ト介護職員処遇改善

加算注に規定する別に厚生労働大臣が定める

基準を準用し、当該基準に適合している介護

職員の賃金の改善等を実施しているものとし

て市長に届け出た介護予防訪問介護サービス

事業所が、利用者に対し、介護予防訪問介護

サービスを行った場合は、当該基準に掲げる

区分に従い、令和６年３月３１日までの間、

次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。

ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定し

ている場合においては、次に掲げるその他の

加算は算定しない。なお、当該加算は、支給

限度額管理の対象外の算定項目とする。 

 

 

ア 介護職員処遇改善加算（Ⅰ）  から  

までにより算定した単位数の１０００分の 

１３７に相当する単位数 

イ 介護職員処遇改善加算（Ⅱ）  から  

 までにより算定した単位数の１０００分の 

 １００に相当する単位数 

   ウ 介護職員処遇改善加算（Ⅲ）  から  

    までにより算定した単位数の１０００分の 

    ５５に相当する単位数 

 

  注 単位数表１訪問介護費ト介護職員処遇改善

加算注に規定する別に厚生労働大臣が定める

基準を準用し、当該基準に適合している介護

職員の賃金の改善等を実施しているものとし

て市長に届け出た介護予防訪問介護サービス

事業所が、利用者に対し、介護予防訪問介護

サービスを行った場合は、当該基準に掲げる

区分に従い、令和６年３月３１日までの間

（エ及びオについては、令和４年３月３１日

までの間）、次に掲げる単位数を所定単位数

に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの

加算を算定している場合においては、次に掲

げるその他の加算は算定しない。なお、当該

加算は、支給限度額管理の対象外の算定項目

とする。 

ア 介護職員処遇改善加算（Ⅰ）  から  

までにより算定した単位数の１０００分の 

１３７に相当する単位数 

イ 介護職員処遇改善加算（Ⅱ）  から  

 までにより算定した単位数の１０００分の 

 １００に相当する単位数 

   ウ 介護職員処遇改善加算（Ⅲ）  から  

    までにより算定した単位数の１０００分の 

    ５５に相当する単位数 

エ 介護職員処遇改善加算（Ⅳ） ウにより

算定した単位数の１００分の９０に相当す

る単位数 

オ 介護職員処遇改善加算（Ⅴ） ウにより

算定した単位数の１００分の８０に相当す

る単位数 

   ［略］    ［略］ 

注１ 単位数表１訪問介護費チ介護職員等特定

処遇改善加算注に規定する別に厚生労働大

臣が定める基準を準用し、当該基準に適合

している介護職員等の賃金の改善等を実施

しているものとして市長に届け出た介護予

防訪問介護サービス事業所が、利用者に対

し、介護予防訪問介護サービスを行った場

注１ 単位数表１訪問介護費ト介護職員等特定    

    処遇改善加算注に規定する別に厚生労働大      

    臣が定める基準を準用し、当該基準に適合

している介護職員等の賃金の改善等を実施

しているものとして市長に届け出た介護予

防訪問介護サービス事業所が、利用者に対

し、介護予防訪問介護サービスを行った場



 

合は、当該基準に掲げる区分に従い、次に

掲げる単位数を所定単位数に加算する。た

だし、次に掲げるいずれかの加算を算定し

ている場合においては、次に掲げるその他

の加算は算定しない。なお、当該加算は、

支給限度額管理の対象外の算定項目とす

る。 

合は、当該基準に掲げる区分に従い、次に

掲げる単位数を所定単位数に加算する。た

だし、次に掲げるいずれかの加算を算定し

ている場合においては、次に掲げるその他

の加算は算定しない。なお、当該加算は、

支給限度額管理の対象外の算定項目とす

る。 

      ア・イ ［略］ 

    注２ ［略］ 

ア・イ ［略］ 

注２ ［略］ 

   介護職員等ベースアップ等支援加算  

  注 単位数表１訪問介護費リ介護職員等ベース

アップ等支援加算注に規定する別に厚生労働

大臣が定める基準を準用し、当該基準に適合

している介護職員等の賃金の改善等を実施し

ているものとして市長に届け出た介護予防訪

問介護サービス事業所が、利用者に対し、介

護予防訪問介護サービスを行った場合は、 

から までにより算定した単位数の１０００

分の２４に相当する単位数を所定単位数に加

算する。なお、当該加算は、支給限度額管理

の対象外の算定項目とする。 

 

２ ［略］ ２ ［略］ 

 ・  ［略］  ・  ［略］ 

   ［略］    ［略］ 

  注 単位数表１訪問介護費ト介護職員処遇改善

加算注に規定する別に厚生労働大臣が定める

基準を準用し、当該基準に適合している介護

職員の賃金の改善等を実施しているものとし

て市長に届け出た家事支援型訪問サービス事

業所が、利用者に対し、家事支援型訪問サー

ビスを行った場合は、当該基準に掲げる区分

に従い、令和６年３月３１日までの間、次に

掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただ

し、次に掲げるいずれかの加算を算定してい

る場合においては、次に掲げるその他の加算

は算定しない。なお、当該加算は、支給限度

額管理の対象外の算定項目とする。 

 

 

ア 介護職員処遇改善加算（Ⅰ）  の単位    

 数に利用回数を乗じて得た単位数の１００ 

 ０分の１３７に相当する単位数 

イ 介護職員処遇改善加算（Ⅱ）  の単位 

数に利用回数を乗じて得た単位数の１００ 

０分の１００に相当する単位数 

   ウ 介護職員処遇改善加算（Ⅲ）  の単位 

    数に利用回数を乗じて得た単位数の１００ 

    ０分の５５に相当する単位数 

  注 単位数表１訪問介護費ト介護職員処遇改善

加算注に規定する別に厚生労働大臣が定める

基準を準用し、当該基準に適合している介護

職員の賃金の改善等を実施しているものとし

て市長に届け出た家事支援型訪問サービス事

業所が、利用者に対し、家事支援型訪問サー

ビスを行った場合は、当該基準に掲げる区分

に従い、令和６年３月３１日までの間（エ及

びオについては、令和４年３月３１日までの

間）、次に掲げる単位数を所定単位数に加算

する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を

算定している場合においては、次に掲げるそ

の他の加算は算定しない。なお、当該加算

は、支給限度額管理の対象外の算定項目とす

る。 

ア 介護職員処遇改善加算（Ⅰ）  の単位    

 数に利用回数を乗じて得た単位数の１００ 

 ０分の１３７に相当する単位数 

イ 介護職員処遇改善加算（Ⅱ）  の単位 

数に利用回数を乗じて得た単位数の１００ 

０分の１００に相当する単位数 

   ウ 介護職員処遇改善加算（Ⅲ）  の単位 

    数に利用回数を乗じて得た単位数の１００ 

    ０分の５５に相当する単位数 

エ 介護職員処遇改善加算（Ⅳ） ウにより

算定した単位数の１００分の９０に相当す

る単位数 

オ 介護職員処遇改善加算（Ⅴ） ウにより 



 

 算定した単位数の１００分の８０に相当す 

 る単位数   

  ［略］ 

注１ 単位数表１訪問介護費チ介護職員等特定

処遇改善加算注に規定する別に厚生労働大

臣が定める基準を準用し、当該基準に適合

している介護職員等の賃金の改善等を実施

しているものとして市長に届け出た家事支

援型訪問サービス事業所が、利用者に対

し、家事支援型訪問サービスを行った場合

は、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲

げる単位数を所定単位数に加算する。ただ

し、次に掲げるいずれかの加算を算定して

いる場合においては、次に掲げるその他の

加算は算定しない。なお、当該加算は、支

給限度額管理の対象外の算定項目とする。 

  ア・イ ［略］ 

注２ ［略］ 

  ［略］ 

注１ 単位数表１訪問介護費ト介護職員等特定

処遇改善加算注に規定する別に厚生労働大

臣が定める基準を準用し、当該基準に適合

している介護職員等の賃金の改善等を実施

しているものとして市長に届け出た家事支

援型訪問サービス事業所が、利用者に対

し、家事支援型訪問サービスを行った場合

は、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲

げる単位数を所定単位数に加算する。ただ

し、次に掲げるいずれかの加算を算定して

いる場合においては、次に掲げるその他の

加算は算定しない。なお、当該加算は、支

給限度額管理の対象外の算定項目とする。 

  ア・イ ［略］ 

注２ ［略］ 

  介護職員等ベースアップ等支援加算  

  注 単位数表１訪問介護費リ介護職員等ベース

アップ等支援加算注に規定する別に厚生労働

大臣が定める基準を準用し、当該基準に適合

している介護職員等の賃金の改善等を実施し

ているものとして市長に届け出た家事支援型

訪問サービス事業所が、利用者に対し、家事

支援型訪問サービスを行った場合は、 の単

位数に利用回数を乗じて得た単位数の１００

０分の２４に相当する単位数を所定単位数に

加算する。なお、当該加算は、支給限度額管

理の対象外の算定項目とする。 

 

 

３ ［略］ ３ ［略］ 

  ［略］ 

 注１ ［略］ 

  注２ 介護予防通所介護サービス事業所の介護 

    予防通所介護サービス介護従業者（さいた 

    市介護予防通所サービス基準等要綱第６条 

    第１項に規定する介護予防通所介護サービ 

    ス従業者をいう。）が、単位数６通所介護 

    費注７に規定する別に厚生労働大臣が定め 

    る地域で規定する地域に居住している利用 

    者に対して、通常の事業の実施地域（介護 

    予防通所介護サービス基準等要綱第１１条 

    に規定する通常の事業の実施地域をい

う。）を越えて、介護予防通所介護サービ

スを行った場合は、１月につき所定単位数

の１００分の５に相当する単位数を所定単

位数に加算する。なお、当該加算は、支給

限度額管理の対象外の算定項目とする。 

  注３～注５ ［略］ 

   ［略］ 

   ［略］ 

  注 次に掲げるいずれの基準にも適合している 

 ［略］ 

注１ ［略］ 

  注２ 介護予防通所介護サービス事業所の介護 

    予防通所介護サービス介護従業者（さいた 

    市介護予防通所サービス基準等要綱第６条 

    第１項に規定する介護予防通所介護サービ 

    ス従業者をいう。）が、単位数６通所介護 

    費注６に規定する別に厚生労働大臣が定め 

    る地域で規定する地域に居住している利用 

    者に対して、通常の事業の実施地域（介護 

    予防通所介護サービス基準等要綱第１１条 

    に規定する通常の事業の実施地域をい

う。）を越えて、介護予防通所介護サービ

スを行った場合は、１月につき所定単位数

の１００分の５に相当する単位数を所定単

位数に加算する。なお、当該加算は、支給

限度額管理の対象外の算定項目とする。 

  注３～注５ ［略］ 

  ［略］ 

   ［略］ 

  注 次に掲げるいずれの基準にも適合している 



 

   ものとして市長に届け出て、利用者の運動器 

   の機能向上を目的として個別的に実施される 

   機能訓練であって、利用者の心身の状態の維 

   持又は向上に資するものと認められるもの 

   （以下この注及び において「運動器機能向 

   上サービス」という。）を行った場合は、１ 

   月につき所定単位数を加算する。 

   ア～オ ［略］ 

   ［略］ 

   ［略］ 

  注 ［略］ 

   ア ［略］ 

   イ 利用者の栄養状態を利用開始時に把握

し、管理栄養士、看護職員、介護職員、生

活相談員その他の職種の者（以下この注及

び において「管理栄養士等」という。）

が共同して、利用者ごとの摂食・嚥下機能

及び食形態にも配慮した栄養ケア計画を作

成していること。 

   ウ～オ ［略］ 

  ・  ［略］ 

   ものとして市長に届け出て、利用者の運動器 

   の機能向上を目的として個別的に実施される 

   機能訓練であって、利用者の心身の状態の維 

   持又は向上に資するものと認められるもの 

   （以下この注及び において「運動器機能向 

   上サービス」という。）を行った場合は、１ 

   月につき所定単位数を加算する。 

  ア～オ ［略］ 

  ［略］ 

  ［略］ 

  注 ［略］ 

   ア ［略］ 

   イ 利用者の栄養状態を利用開始時に把握

し、管理栄養士、看護職員、介護職員、生

活相談員その他の職種の者（以下この注及

び において「管理栄養士等」という。）

が共同して、利用者ごとの摂食・嚥下機能

及び食形態にも配慮した栄養ケア計画を作

成していること。 

   ウ～オ ［略］ 

 ・  ［略］ 

  ［略］   ［略］ 

  注 予防サービス単位数表５介護予防通所リハ

ビリテーション費チ事業所評価加算注に規定

する別に厚生労働大臣が定める基準を準用

し、当該基準に適合しているものとして市長

に届け出た介護予防通所介護サービス事業所

において、評価対象期間（予防サービス単位

数表５介護予防通所リハビリテーション費チ

事業所評価加算注に規定する別に厚生労働大

臣が定める期間を準用した期間をいう。）の

満了日の属する年度の次の年度内に限り１月

につき所定単位数を加算する。 

  注 予防サービス単位数表５介護予防通所リハ

ビリテーション費ト事業所評価加算注に規定

する別に厚生労働大臣が定める基準を準用

し、当該基準に適合しているものとして市長

に届け出た介護予防通所介護サービス事業所

において、評価対象期間（予防サービス単位

数表５介護予防通所リハビリテーション費チ

事業所評価加算注に規定する別に厚生労働大

臣が定める期間を準用した期間をいう。）の

満了日の属する年度の次の年度内に限り１月

につき所定単位数を加算する。 

 ～  ［略］ 

  ［略］ 

 注 ［略］ 

  ア～ウ ［略］ 

エ 別表２第１号事業費単位数表３ 注１た 

 だし書きで規定する定員超過利用又は人員 

 基準欠如のいずれにも該当しないこと。 

 

 

   ［略］ 

 ～  ［略］ 

  ［略］ 

 注 ［略］ 

  ア～ウ ［略］ 

エ 利用者の数又は看護職員若しくは介護職 

 員の員数が単位数表６通所介護注１５に規 

 定する別に厚生労働大臣が定める基準のい 

 ずれにも該当しない介護予防通所介護サー 

 ビス事業所であること。 

  ［略］ 

   ［略］    ［略］ 

  注 単位数表６通所介護費ホ介護職員処遇改善

加算注に規定する別に厚生労働大臣が定める

基準を準用し、当該基準に適合している介護

職員の賃金の改善等を実施しているものとし

て市長に届け出た介護予防通所介護サービス

事業所が、利用者に対し、介護予防通所介護

サービスを行った場合は、当該基準に掲げる

区分に従い、令和６年３月３１日までの間、

  注 単位数表６通所介護費ホ介護職員処遇改善

加算注に規定する別に厚生労働大臣が定める

基準を準用し、当該基準に適合している介護

職員の賃金の改善等を実施しているものとし

て市長に届け出た介護予防通所介護サービス

事業所が、利用者に対し、介護予防通所介護

サービスを行った場合は、当該基準に掲げる

区分に従い、令和６年３月３１日までの間



 

次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。

ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定し

ている場合においては、次に掲げるその他の

加算は算定しない。なお、当該加算は、支給

限度額管理の対象外の算定項目とする。 

 

 

ア 介護職員処遇改善加算（Ⅰ）  から   

 までにより算定した単位数の１０００分の 

 ５９に相当する単位数 

   イ 介護職員処遇改善加算（Ⅱ）  から  

    までにより算定した単位数の１０００分の 

    ４３に相当する単位数 

   ウ 介護職員処遇改善加算（Ⅲ）  から  

    までにより算定した単位数の１０００分の 

    ２３に相当する単位数 

(エ及びオについては、令和４年３月３１日

までの間）、次に掲げる単位数を所定単位数

に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの

加算を算定している場合においては、次に掲

げるその他の加算は算定しない。なお、当該

加算は、支給限度額管理の対象外の算定項目

とする。 

ア 介護職員処遇改善加算（Ⅰ）  から   

 までにより算定した単位数の１０００分の 

 ５９に相当する単位数 

   イ 介護職員処遇改善加算（Ⅱ）  から  

    までにより算定した単位数の１０００分の 

    ４３に相当する単位数 

   ウ 介護職員処遇改善加算（Ⅲ）  から  

    までにより算定した単位数の１０００分の 

    ２３に相当する単位数 

エ 介護職員処遇改善加算（Ⅳ） ウにより 

 算定した単位数の１００分の９０に相当す 

 る単位数 

オ 介護職員処遇改善加算（Ⅴ） ウにより 

 算定した単位数の１００分の８０に相当す 

 る単位数 

 

  ［略］   ［略］ 

  注１ ［略］   注１ ［略］ 

  注２ 算定にあたっては、介護職員処遇改善加

算（Ⅰ）から（Ⅲ）までのいずれかを算定

していることを要件とする。また、アの算

定に当たっては、サービス提供体制強化加

算（Ⅰ）または（Ⅱ）を算定していること

を要件とする。 

  注２ 算定にあたっては、介護職員処遇改善加

算（Ⅰ）から（Ⅲ）までのいずれかを算定

していることを要件とする。また、アの算

定に当たっては、サービス提供体制強化加

算（Ⅰ）イを算定していることを要件とす

る。 

   介護職員等ベースアップ等支援加算  

  注 単位数表６通所介護費ト介護職員等ベース

アップ等支援加算注に規定する別に厚生労働

大臣が定める基準を準用し、当該基準に適合

している介護職員等の賃金の改善等を実施し

ているものとして市長に届け出た介護予防通

所介護サービス事業所が、利用者に対し、介

護予防通所介護サービスを行った場合は、 

から までにより算定した単位数の１０００

分の１１に相当する単位数を所定単位数に加

算する。なお、当該加算は、支給限度額管理

の対象外の算定項目とする。 

 

４ ［略］ ４ ［略］ 

   ［略］    ［略］ 

   ［略］   ［略］ 

  注 単位数表６通所介護費ホ介護職員処遇改善

加算注に規定する別に厚生労働大臣が定める

基準を準用し、当該基準に適合している介護

職員の賃金の改善等を実施しているものとし

て市長に届け出た交流型通所サービス事業所

が、利用者に対し、交流型通所サービスを

  注 単位数表６通所介護費ホ介護職員処遇改善

加算注に規定する別に厚生労働大臣が定める

基準を準用し、当該基準に適合している介護

職員の賃金の改善等を実施しているものとし

て市長に届け出た交流型通所サービス事業所

が、利用者に対し、交流型通所サービスを



 

行った場合は、当該基準に掲げる区分に従

い、令和６年３月３１日までの間、次に掲げ

る単位数を所定単位数に加算する。ただし、

次に掲げるいずれかの加算を算定している場

合においては、次に掲げるその他の加算は算

定しない。なお、当該加算は、支給限度額管

理の対象外の算定項目とする。 

 

 

ア 介護職員処遇改善加算（Ⅰ）  の単位    

 数に利用回数を乗じて得た単位数の１００ 

 ０分の５９に相当する単位数 

イ 介護職員処遇改善加算（Ⅱ）  の単位 

数に利用回数を乗じて得た単位数の１００ 

０分の４３に相当する単位数 

   ウ 介護職員処遇改善加算（Ⅲ）  の単位 

    数に利用回数を乗じて得た単位数の１００ 

    ０分の２３に相当する単位数 

行った場合は、当該基準に掲げる区分に従

い、令和６年３月３１日までの間(エ及びオ

については、令和４年３月３１日までの

間）、次に掲げる単位数を所定単位数に加算

する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を

算定している場合においては、次に掲げるそ

の他の加算は算定しない。なお、当該加算

は、支給限度額管理の対象外の算定項目とす

る。 

ア 介護職員処遇改善加算（Ⅰ）  の単位    

 数に利用回数を乗じて得た単位数の１００ 

 ０分の５９に相当する単位数 

イ 介護職員処遇改善加算（Ⅱ）  の単位 

数に利用回数を乗じて得た単位数の１００ 

０分の４３に相当する単位数 

   ウ 介護職員処遇改善加算（Ⅲ）  の単位 

    数に利用回数を乗じて得た単位数の１００ 

    ０分の２３に相当する単位数 

エ 介護職員処遇改善加算（Ⅳ） ウにより 

 算定した単位数の１００分の９０に相当す 

 る単位数 

オ 介護職員処遇改善加算（Ⅴ） ウにより 

 算定した単位数の１００分の８０に相当す 

 る単位数 

 

  ［略］    ［略］ 

  注１ ［略］   注１ ［略］ 

  注２ 算定にあたっては、介護職員処遇改善加

算（Ⅰ）から（Ⅲ）までのいずれかを算定

していることを要件とする。また、アの算

定に当たっては、対象事業所が、併設の指

定通所介護事業所又は、地域密着型通所介

護事業所においてサービス提供体制強化加

算（Ⅰ）または（Ⅱ）を算定していること

を要件とする。 

  注２ 算定にあたっては、介護職員処遇改善加

算（Ⅰ）から（Ⅲ）までのいずれかを算定

していることを要件とする。また、アの算

定に当たっては、対象事業所が、併設の指

定通所介護事業所又は、地域密着型通所介

護事業所においてサービス提供体制強化加

算（Ⅰ）イを算定していることを要件とす

る。 

   介護職員等ベースアップ等支援加算  

  注 単位数表６通所介護費ト介護職員等ベース

アップ等支援加算注に規定する別に厚生労働

大臣が定める基準を準用し、当該基準に適合

している介護職員等の賃金の改善等を実施し

ているものとして市長に届け出た交流型通所

サービス事業所が、利用者に対し、交流型通

所サービスを行った場合は、 の単位数に利

用回数を乗じて得た単位数の１０００分の１

１に相当する単位数を所定単位数に加算す

る。なお、当該加算は、支給限度額管理の対

象外の算定項目とする。 

 

５ ［略］ ５ ［略］ 

   ［略］    ［略］ 

   ［略］   ［略］ 

  注 単位数表６通所介護費ホ介護職員処遇改善

加算注に規定する別に厚生労働大臣が定める

  注 単位数表６通所介護費ホ介護職員処遇改善

加算注に規定する別に厚生労働大臣が定める



 

基準を準用し、当該基準に適合している介護

職員の賃金の改善等を実施しているものとし

て市長に届け出た運動型通所サービス事業所

が、利用者に対し、運動型通所サービスを

行った場合は、当該基準に掲げる区分に従

い、令和６年３月３１日までの間、次に掲げ

る単位数を所定単位数に加算する。ただし、

次に掲げるいずれかの加算を算定している場

合においては、次に掲げるその他の加算は算

定しない。なお、当該加算は、支給限度額管

理の対象外の算定項目とする。 

 

 

ア 介護職員処遇改善加算（Ⅰ）  の単位    

 数に利用回数を乗じて得た単位数の１００ 

 ０分の５９に相当する単位数 

イ 介護職員処遇改善加算（Ⅱ）  の単位 

数に利用回数を乗じて得た単位数の１００ 

０分の４３に相当する単位数 

   ウ 介護職員処遇改善加算（Ⅲ）  の単位 

    数に利用回数を乗じて得た単位数の１００ 

    ０分の２３に相当する単位数 

基準を準用し、当該基準に適合している介護

職員の賃金の改善等を実施しているものとし

て市長に届け出た運動型通所サービス事業所

が、利用者に対し、運動型通所サービスを

行った場合は、当該基準に掲げる区分に従

い、令和６年３月３１日までの間(エ及びオ

については、令和４年３月３１日までの

間）、次に掲げる単位数を所定単位数に加算

する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を

算定している場合においては、次に掲げるそ

の他の加算は算定しない。なお、当該加算

は、支給限度額管理の対象外の算定項目とす

る。 

ア 介護職員処遇改善加算（Ⅰ）  の単位    

 数に利用回数を乗じて得た単位数の１００ 

 ０分の５９に相当する単位数 

イ 介護職員処遇改善加算（Ⅱ）  の単位 

数に利用回数を乗じて得た単位数の１００ 

０分の４３に相当する単位数 

   ウ 介護職員処遇改善加算（Ⅲ）  の単位 

    数に利用回数を乗じて得た単位数の１００ 

    ０分の２３に相当する単位数 

エ 介護職員処遇改善加算（Ⅳ） ウにより 

 算定した単位数の１００分の９０に相当す 

 る単位数 

オ 介護職員処遇改善加算（Ⅴ） ウにより 

 算定した単位数の１００分の８０に相当す 

 る単位数 

   ［略］   ［略］ 

  注１ ［略］   注１ ［略］ 

  注２ 算定にあたっては、介護職員処遇改善加

算（Ⅰ）から（Ⅲ）までのいずれかを算定

していることを要件とする。また、アの算

定に当たっては、対象事業所が、併設の指

定通所介護事業所又は、地域密着型通所介

護事業所においてサービス提供体制強化加

算（Ⅰ）または（Ⅱ）を算定していること

を要件とする。 

  注２ 算定にあたっては、介護職員処遇改善加

算（Ⅰ）から（Ⅲ）までのいずれかを算定

していることを要件とする。また、アの算

定に当たっては、対象事業所が、併設の指

定通所介護事業所又は、地域密着型通所介

護事業所においてサービス提供体制強化加

算（Ⅰ）イを算定していることを要件とす

る。 

   介護職員等ベースアップ等支援加算  

  注 単位数表６通所介護費ト介護職員等ベース

アップ等支援加算注に規定する別に厚生労働

大臣が定める基準を準用し、当該基準に適合

している介護職員等の賃金の改善等を実施し

ているものとして市長に届け出た運動型通所

サービス事業所が、利用者に対し、運動型通

所サービスを行った場合は、 の単位数に利

用回数を乗じて得た単位数の１０００分の１

１に相当する単位数を所定単位数に加算す

る。なお、当該加算は、支給限度額管理の対

象外の算定項目とする。 

 

６ ［略］ ６ ［略］ 



 

 

附 則 

（施行期日） 
１ この告示は、令和４年１０月１日から施行する。 

 

（経過措置） 

２ この告示による改正後のさいたま市第１号事業に要する費用の額の算定に関する

基準の規定は、この告示の施行の日以後の居宅要支援被保険者等が受けた第１号事

業費の支給について適用し、同日前の居宅要支援被保険者等が受けた第１号事業費

の支給については、なお従前の例による。 



さいたま市告示一覧（令和４年９月１６日から同月３０日まで） 
 

さいたま市告示第１４１２号 
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第６条第１項の規定により、次のとおり大規模

小売店舗の変更の届出があったので、その概要等を同法第６条第３項の規定において準用する同法第

５条第３項の規定に基づき公告します。 
令和４年９月２０日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 届出の概要 

⑴ 大規模小売店舗の名称及び所在地 
名   称 岩城屋ビル 
所 在 地 さいたま市見沼区南中丸５１１－１ 外 

⑵ 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名 
名   称 株式会社八幡コーポレーション 

代 表 者 代表取締役 矢部 誠一 

住   所 さいたま市大宮区浅間町一丁目１９番地１ 
⑶ 変更した事項 

ア 大規模小売店舗を設置する者の住所 
（変更前）さいたま市見沼区南中丸３１３番地１ 
（変更後）さいたま市大宮区浅間町一丁目１９番地１ 

イ 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代

表者の氏名 
（変更前） 

 名   称：株式会社ヤマダ電機 

 代表者氏名：代表取締役 山田 昇 

 住   所：群馬県高崎市栄町１番１号 

（変更後） 

名   称：株式会社ヤマダデンキ 

代表者氏名：代表取締役 上野 善紀 

住   所：群馬県高崎市栄町１番１号 

⑷ 変更の年月日 
ア 平成３０年１２月１６日 
イ 令和２年１０月１日 

⑸ 変更する理由 
設置者の住所変更及び小売業者に変更が生じたため 

２ 届出年月日 

 令和４年９月８日 
３ 届出及び添付書類の縦覧期間 

 令和４年９月２０日から令和５年１月２０日まで。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除く。 

４ 届出及び添付書類の縦覧場所 
⑴ さいたま市役所経済局商工観光部商業振興課 



さいたま市告示一覧（令和４年９月１６日から同月３０日まで） 
 

住所 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

電話 ０４８（８２９）１３６４ 
FAX ０４８（８２９）１９４４ 

⑵ 大宮区役所区民生活部地域商工室 
住所 さいたま市大宮区吉敷町一丁目１２４番地１ 

電話 ０４８（６４６）３０９３ 
FAX ０４８（６４６）３１５１ 

５ この公告に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべ

き事項について意見を有する者は、この公告の日から４箇月以内に、さいたま市長に対し、意見書

の提出によりこれを述べることができます。 
⑴ 意見書の提出期間 

令和４年９月２０日から令和５年１月２０日まで。 
⑵ 意見書の提出先 

さいたま市役所経済局商工観光部商業振興課 
郵便番号 ３３０－９５８８ 
住所 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

電話 ０４８（８２９）１３６４ 
FAX ０４８（８２９）１９４４ 

  



さいたま市告示一覧（令和４年９月１６日から同月３０日まで） 
 

さいたま市告示第１４１３号 
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第６条第２項の規定により、次のとおり大規模

小売店舗の変更の届出があったので、その概要等を同法第６条第３項の規定において準用する同法第

５条第３項の規定に基づき公告します。 
令和４年９月２０日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 届出の概要 

⑴ 大規模小売店舗の名称及び所在地 
 名 称 岩城屋ビル 
 所在地 さいたま市見沼区南中丸５１１－１ 外 

⑵ 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名 
名   称 株式会社八幡コーポレーション 

代表者氏名 代表取締役 矢部 誠一 

住   所 さいたま市大宮区浅間町一丁目１９番地１ 
⑶ 変更しようとする事項 

ア 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項 

 （ア）駐車場の位置及び収容台数 

（変更前） 

位置 収容台数 

店舗屋上駐車場 １３０台 

第２駐車場 １０５台 

合計 ２３５台 

（変更後） 

位置 収容台数 

店舗屋上駐車場 ８３台 

合計 ８３台 

  イ 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項 

   （ア）駐車場の自動車の出入口の数及び位置 

（変更前） 

区分 出入口の数 

入口 ２箇所 

出口 ２箇所 

合計 ４箇所 

    （変更後） 

区分 出入口の数 

入口 １箇所 



さいたま市告示一覧（令和４年９月１６日から同月３０日まで） 
 

出口 １箇所 

合計 ２箇所 

⑷ 変更する年月日 
令和５年５月９日 

⑸ 変更する理由 
区画整理事業における換地計画に伴い駐車場敷地の変更に伴い暫定の計画ではあるが、駐車場

の形状に変更が生じたため。 
２ 届出年月日 

 令和４年９月８日 
３ 届出及び添付書類の縦覧期間 

 令和４年９月２０日から令和５年１２月２０日まで。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除く。 
４ 届出及び添付書類の縦覧場所 

⑴ さいたま市役所経済局商工観光部商業振興課 

 住所 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

 電話 ０４８（８２９）１３６４ 
 FAX ０４８（８２９）１９６６ 

⑵ 大宮区役所区民生活部地域商工室 
 住所 さいたま市大宮区吉敷町一丁目１２４番地１ 

 電話 ０４８（６４６）３０９３ 
  FAX ０４８（６４６）３１５１ 

５ この公告に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべ

き事項について意見を有する者は、この公告の日から４箇月以内に、さいたま市長に対し、意見書

の提出によりこれを述べることができます。 
⑴ 意見書の提出期間 

令和４年９月２０日から令和５年１２月２０日まで。 
⑵ 意見書の提出先 

 さいたま市役所経済局商工観光部商業振興課 

郵便番号 ３３０－９５８８ 
 住所 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

 電話 ０４８（８２９）１３６４ 
 FAX ０４８（８２９）１９６６ 
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さいたま市告示第１４１４号 
土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号）第５８条第１項の規定により、令和４年１０月１６ 

日に実施するさいたま都市計画事業岩槻駅西口土地区画整理審議会委員選挙の選挙人名簿について、 
令和４年８月１６日から同年８月２９日まで公衆の縦覧に供したところ、土地区画整理法施行令（昭 
和３０年政令第４７号）第２１条第３項の規定に基づく異議の申出がなかったので、同令第２２条第 
１項の規定により公告するとともに、この選挙において選挙すべき委員の数を次のとおり定めたので、

同令第２２条第４項の規定により告示する。 
令和４年９月２０日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 宅地所有者が選挙すべき委員の数 

８人 
２ 宅地所有者から選挙される委員についての予備委員の数 
  ４人 
３ 連絡先 

⑴ 担当 さいたま市役所都市局まちづくり推進部岩槻まちづくり事務所管理係 
⑵ 電話 ０４８（７９０）０２３４ 
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さいたま市告示第１４１５号 
地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２及びさいたま市市税条例（平成１３年さいた

ま市条例第６７号）第７条の規定により、次のとおり公示送達をする。 
令和４年９月２０日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 送達をする書類 

・市県民税 督促状 
・固定資産税・都市計画税 督促状 
・軽自動車税 督促状 
・国民健康保険税 督促状 

２ 送達を受ける者の氏名・名称 
別紙のとおり（別紙省略） 

３ その他 
⑴ 送達をする書類はさいたま市長が保管し、送達を受ける者が請求したときはいつでも交付する。 
⑵ 公示をした日から起算して７日を経過したときは、書類の送達があったものとみなす。 

４ 連絡先 
⑴ 担当 さいたま市役所 財政局 南部市税事務所 納税課 
⑵ 電話 ０４８（８２９）１７３２～１７３４ 

  



さいたま市告示第１４１６号 

 令和４年さいたま市議会９月定例会において議決された次の補正予算を地方自治法（昭和２２年法

律第６７号）第２１９条第２項の規定により、別紙のとおり公表する。 

令和４年９月２０日 
さいたま市長 清 水 勇 人   

 

１ 令和４年度さいたま市一般会計補正予算（第６号） 
 



 

議案第１１４号 

 

令 和 ４ 年 度 さ い た ま 市 一 般 会 計 補 正 予 算 （ 第 ６ 号 ） 
 

 令和４年度さいたま市一般会計補正予算（第６号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ５１４，８００千円を追加し、歳入歳出予算の総額を

歳入歳出それぞれ６５３，１４７，９２２千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、

「別表 歳入歳出予算補正」による。 

 

  令和４年９月７日提出 

 

                                 さ い た ま 市 長  清  水  勇  人 
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   別　　表      歳 入 歳 出 予 算 補 正

    歳　入　　                                                                     （単位　千円）
┏━━━━━━━━━━┯━━━━━━━━━━┯━━━━━━━━┯━━━━━━━━┯━━━━━━━━┓
┃         款         │         項         │   補正前の額   │   補　正　額   │       計       ┃
┠──────────┼──────────┼────────┼────────┼────────┨
┃18  国庫支出金      │                    │     140,816,686│         514,800│     141,331,486┃
┃                    ├──────────┼────────┼────────┼────────┨
┃                    │ 2  国庫補助金      │      41,488,531│         514,800│      42,003,331┃
┠──────────┴──────────┼────────┼────────┼────────┨
┃　　　　歳　　　入　　　合　　　計　　　　│     652,633,122│         514,800│     653,147,922┃
┗━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━┷━━━━━━━━┷━━━━━━━━┷━━━━━━━━┛
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さいたま市告示第１４１７号 
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。 
令和４年９月２２日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 開発区域に含まれる地域の名称 

さいたま市岩槻区本丸一丁目 
７０９０番２、７０９０番５、７０９０番６、７０９０番７ 
さいたま市岩槻区本町五丁目 
２５５４番３０、２５５４番４６、２５５４番４７、２５５４番４８ 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 
  東京都武蔵野市境二丁目２番２号 
  株式会社飯田産業 代表取締役 築地 重彦 
３ 許可番号 
  令 和 ４ 年 ７ 月 ２ ０ 日  
  第変‐Ｎ２０２１１５７号 
４ 検査済証番号 
  令 和 ４ 年 ９ 月 ２ １ 日 
  第完‐Ｎ２０２１１５７号 
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さいたま市告示第１４１８号 
 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。 
令和４年９月２２日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 開発区域に含まれる地域の名称 

さいたま市浦和区大東二丁目７６０番１６、７６０番１８、７６１番３、７６１番２２、７６

１番２３、７６１番２４、７６１番２５ 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 
（省略） 

３ 許可番号 
 令和４年８月２９日 
 第 変‐Ｓ２０２２０２７ 号 

４ 検査済証番号 
 令和４年９月２１日 
 第 完‐Ｓ２０２２０２７ 号 
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さいたま市告示第１４１９号 
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。 
令和４年９月２２日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 開発区域に含まれる地域の名称 

さいたま市北区今羽町 
５７番６、５７番７、５７番８、５７番９、５８番２、５８番３、５８番４、５８番６ 
（第一工区） 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 
 越谷市南越谷一丁目２９０５番地３ 
 中央グリーン開発株式会社 代表取締役 中内 慶太郎 
３ 許可番号 
 令 和 ４ 年 ５ 月 ２ ４ 日 
 第開－Ｎ２０２２０１６号  
４ 検査済証番号 
 令和４年 ９月２１日 
 第完１Ｎ２０２２０１６号  
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さいたま市告示第１４２０号 
次のとおり所有者の判明しない動物を収容しておりますので、さいたま市動物の愛護及び管理に関する

条例第１１条第１項及び同条第４項の規定に基づき公示します。飼い主は、令和４年９月２７日までに返

還の手続きをしてください。返還の手続きがない場合には処分します。 
令和４年９月２２日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
・ 次の表のとおり 

収容日 種類 収容場所 品種 性別 毛色 年齢  

（推定） 
首輪の

有無 特  徴 

９月 
１７日 猫 岩槻区宮町 雑種 メス ｷｼﾞﾄﾗ ３～６歳 無 負傷動物 

連絡先 
⑴  担当  さいたま市役所保健福祉局保健部動物愛護ふれあいセンター 
⑵ 電話  ０４８（８４０）４１５０ 
⑶ ＦＡＸ ０４８（８４０）４１５９ 
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さいたま市告示第１４２１号 
さいたま市被保護者保健指導等業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施 

行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき告示する。 
令和４年９月２６日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 
さいたま市被保護者保健指導等業務 

⑵ 履行場所 
さいたま市浦和区常盤６－４－４外 

⑶ 業務概要 
仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 
契約締結日から令和５年３月２２日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 
本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（

以下「名簿」という。）に業務「その他」で登載されている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 
ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 
イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 
⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 過去２年の間に、地方公共団体において、国民健康保険の特定保健指導事業等の保健指導業務

の実績を有する者であること。 

３ 入札説明書の交付 
本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市保健福祉局福祉部生活福祉課 

担当 保護係 電話 ０４８（８２９）１８４５ 

⑵ 交付期間 
告示の日から令和４年１０月２４日（月）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 
⑶ 交付費用 
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無償 
４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 
⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 
イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 
３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 
３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 
持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 
確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 
３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 
令和４年１０月２８日（金）午前９時から午後４時まで 

⑶ その他 
郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 
６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 
総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当す

る金額を入札書に記載すること。 
⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 
令和４年１１月７日（月）午前１０時００分 

イ 場所 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所西会議棟１階第６会議室 

⑶ 入札保証金 
見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 
⑷ 開札の日時及び場所 
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ア 日時 
令和４年１１月７日（月）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 
６⑵イに同じ 

⑸ 落札者の決定方法 
さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 
⑹ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市保健福祉局福祉部福祉総務課 
電話 ０４８（８２９）１２５３ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９６１ 

⑻ 業務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市保健福祉局福祉部生活福祉課 
電話 ０４８（８２９）１８４５ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９６１ 

７ 契約手続等 
⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 
⑵ 契約書作成の要否 

要 
⑶ 議決の要否 

否 
８ その他 

⑴ 契約条項等は、さいたま市保健福祉局福祉部生活福祉課及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/003/index.html 

⑵ 詳細は、入札説明書による。 

  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/003/index.html
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さいたま市告示第１４２２号 

さいたま市の発注する「岩槻駅西口土地区画整理事業 道路改良工事（Ｒ４）」ほか１８件の一般

競争入札について、次のとおり公告する。 

令和４年９月２６日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 入札参加資格 

⑴ 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格者名

簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が工事ごとに別に定める

参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする工事ごとに参加申請が必要なため、工事ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

ウ 本公告日から開札日において、さいたま市建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平成１３

年さいたま市制定）に基づく入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団

排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けてい

ないこと。 

エ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

オ 工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種に係る技術者の資格を有する者を、建設 

業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、

専任を要する主任技術者、専任の監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、

参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であること。 

カ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一工事に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

キ 本公告日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保

険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）に基づく雇用保険（以下「社会保険等」という。）に、事業主として加入しているもの

であること。ただし、当該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者はこの

限りでない。 

ク 本公告日から入札書提出期間の末日までの期間において、同一入札に参加しようとする者の

間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 本公告日から落札者決定までの期間において、国、都道府県及び埼玉県内市町村から工事成

績不良の事由による入札参加停止の措置を２回以上受けていない者であること。 
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コ 本公告日において、工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種について、有効な建

設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

サ アからコまでに掲げるもののほか、本公告日において、工事ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

⑵ 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、⑴で定める事項を満たす者をそ

の構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一工事における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一工事に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

ク 構成員は、それぞれ⑴オに定める技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、監理技

術者の資格を要する工事においては、監理技術者は代表構成員が配置すること。 

２ 入札参加資格の確認 

⑴ 開札後、工事ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格」

という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格（さいたま市建

設工事等最低制限価格取扱要綱（平成１９年さいたま市制定。以下「最低制限価格取扱要綱」と

いう。）第４条に規定する最低制限価格をいう。以下同じ。）を定めている場合は、入札書比較

価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低制限比較価格」とい

う。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者）を落札候

補者として通知し、落札を保留する。 

⑵ ⑴において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を決

定する。 

⑶ 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める条

例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当たる

場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を財政局契約管理部契約課（以下

「契約課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 工事に配置予定の技術者が、資格を有することを証する書類（技術検定等合格証明書等又は

監理技術者資格者証の表面、裏面及び監理技術者講習修了証）の写し又は実務経験を証明する

書類 

ウ 工事に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し（専任を要する主任技術者、専任の

監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、参加申請日以前に恒常的に３箇

月以上の雇用関係を証明できること。なお、イに掲げる監理技術者資格証の写しをもって確認

できる場合は、これを省略できる。） 

エ 工事ごとに別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、施工実績として規定する工

事の契約書の写し及び工事概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン
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ターが提供する「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事

概要の記載されているもの）の写し（共同企業体（乙型）としての実績の場合は、自社の施工

実績が分かる資料の写しも添付すること。） 

オ 本公告日において有効かつ最新の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」（以下

「経審結果」という。）の写し 

カ 社会保険等に全て加入している場合は、社会保険等の加入に関する誓約書又は社会保険等の

全部若しくは一部について法令で適用が除外されている場合には、社会保険等の適用除外に関

する誓約書（経審結果に記載の社会保険等の加入状況について、本公告日時点で変更が生じて

いる場合は、社会保険等の加入状況を確認できる書類を併せて添付すること。） 

キ 資本関係又は人的関係確認書 

ク 入札参加停止措置に関する誓約書 

ケ アからクまでに掲げるもののほか、工事ごとに別に定める書類 

⑷ 落札候補者が特定共同企業体である場合には、⑶に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる書

類を契約課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員の割

印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書（さいたま市建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１３

年さいたま市制定。以下「共同企業体取扱要綱」という。）様式第１号） 

イ 共同企業体協定書（共同企業体取扱要綱様式第２号。共同企業体協定書第８条に基づく協定

書（共同企業体取扱要綱様式第３号）を含む。） 

ウ 委任状（共同企業体取扱要綱様式第４号） 

３ 落札者の決定 

⑴ 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除く。

）に、２⑶及び⑷において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札候補者

が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、入札書

比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって

入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制限

比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を行っ

た者）を新たに落札候補者とする。 

⑵ ⑴において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以上あ

るときは、電子くじによりこれを決定する。 

⑶ 市長は、⑴の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれを通知する。 

⑷ 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者がさいたま市建設工事等請 

負業者入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契約 

からの暴力団排除措置に関する要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法に 

基づき更生手続開始の申立て若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合は、

その者を落札者とせず、入札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外 

の者のうち最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較 

価格の制限の範囲内で最低制限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち 

最低の価格をもって入札を行った者）を新たに落札候補者とする。 
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４ 調査基準価格を定めている場合の低入札価格調査 

⑴ 調査基準価格（さいたま市建設工事等低入札価格取扱要綱（平成１３年さいたま市制定。以下

「低入札価格取扱要綱」という。）第３条に規定する調査基準価格をいう。以下同じ。）を定め

ている場合において、開札の結果、入札書比較価格の制限の範囲内で入札を行った者の入札価格

が調査基準価格の１１０分の１００の価格を下回る価格であった場合は、落札を保留し、当該入

札を行った者（以下「低価格入札者」という。）について、低入札価格調査を行う。 

⑵ 失格基準（低入札価格取扱要綱第５条に規定する失格基準をいう。以下同じ。）を定めている 

場合において、低価格入札者について提出された入札金額見積内訳書の直接工事費、共通仮設費、

現場管理費及び一般管理費の総額である入札金額が、失格基準を下回った場合は、この者がした 

入札を失格とする。 

⑶ 低価格入札者（失格基準による低入札価格調査を行った場合は、これにより失格とならなかっ

た低価格入札者）は、落札保留の通知をした日の翌日（その日が休日に当たる場合は、その翌日

）の午後３時までに２⑶及び⑷に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる書類を契約課に提出し

なければならない。 

ア 低入札価格調査に係る書類の提出について（低入札価格取扱要綱様式第１号） 

イ 当該価格で入札した理由（低入札価格取扱要綱様式第２号） 

ウ 直接工事費に係る内訳書（低入札価格取扱要綱様式第３号） 

エ 共通仮設費に係る内訳書（低入札価格取扱要綱様式第４号） 

オ 下請予定業者等一覧表（低入札価格取扱要綱様式第５号） 

カ 配置予定技術者名簿（低入札価格取扱要綱様式第６号） 

キ 手持ち工事の状況（対象工事現場付近）（低入札価格取扱要綱様式第７号） 

ク 手持ち工事の状況（対象工事関連）（低入札価格取扱要綱様式第８号） 

ケ 契約対象工事箇所と入札者の事務所、倉庫等との関係（低入札価格取扱要綱様式第９号） 

コ 手持ち資材の状況（低入札価格取扱要綱様式第１０号） 

サ 資材購入予定先一覧（低入札価格取扱要綱様式第１１号） 

シ 手持ち機械の状況（低入札価格取扱要綱様式第１２号） 

ス 機械リース元一覧（低入札価格取扱要綱様式第１３号） 

セ 過去に施工した同種の公共工事名及び発注者（低入札価格取扱要綱様式第１４号） 

ソ 誓約書（低入札価格取扱要綱様式第１５号） 

タ 社会保険等への加入状況届（低入札価格取扱要綱様式第１６号） 

⑷ 失格基準を定めている場合における再度入札の低価格入札者は、落札保留の通知をした日の翌

日（その日が休日に当たる場合は、その翌日）の午後３時までに再度入札に係る入札金額見積内

訳書を契約課に提出しなければならない。この場合において、失格とならなかった低価格入札者

の前項に掲げる書類の提出は、再度入札に係る入札金額見積内訳書を提出した日の翌日（その日

が休日に当たる場合は、その翌日）の午後３時までとする。 

⑸ 落札者の決定は、落札保留の通知をした日の翌日から起算して２１日以内に、⑶において提出

された書類に基づく低入札価格調査及び入札参加資格の確認を経て行う。低入札価格調査におい

て、当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認められた場合は、その者がした

入札を失格とする。また、入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした
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入札を無効とする。 

５ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

⑴ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は工事ご

とに別に定める。 

⑵ 設計図書等の閲覧等を工事担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、設

計図書等貸出申請書を工事担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共同

企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

⑶ 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図書

公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

⑷ 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によっては

書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は工事ごとに別に定める。 

⑸ やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない場

合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は契約課窓口において

書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

６ 入札保証金及び契約保証金 

⑴ 入札保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さいた

ま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条第１項の規定による。 

⑵ 契約保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いにつ

いては、さいたま市契約規則第２９条の規定による。 

７ 契約金の支払方法 

⑴ 前金払及び部分払の有無については工事ごとに別に定める。 

⑵ 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の４以内（継続費等の２年以上にわたる

契約にあっては、その年度の支払限度額の１０分の４以内）とする。この場合において１万円未

満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、工事ごとに別に定める。 

⑶ 部分払をする場合には、３箇月ごとに出来形部分の１０分の９に相当する額を限度として行う

こととする。 

⑷ 契約金額が５００万円以上で、かつ、工期が２月を超える工事は、中間前金払をすることがで

きる。この場合において、部分払の適用のある工事については、中間前金払と部分払は選択制と

し、契約締結時に選択するものとする。ただし、継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、

中間前金払を選択した場合であっても、当該年度末の部分払を行うことができる。 

⑸ 中間前金払をする場合の中間前払金の額は、当該工事の材料費等に相当する額として契約金額

の１０分の２以内（継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、その年度の支払限度額の１０

分の２以内）とする。この場合において１万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

８ 入札の無効 

さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市制定）第１６条第１項

各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

９ その他 

⑴ 本公告の写しは、市のホームページに掲載し、契約課にて閲覧に供する。 
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⑵ 本公告に係る入札に用いる書類は、市のホームページからダウンロードして使用すること。 

⑶ 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

⑷ 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数制

限を行う。 

⑸ 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届出

書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を契約課に提出す

ること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号）

を提出すること。 

⑹ 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合は、

その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行わな

い。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札を行 

った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

⑺ 本市発注の建設工事を初めて請負うことになる落札候補者等（以下｢調査対象者｣という。）は、

必要に応じて行う事業所の所在地等の調査に協力すること。ただし、調査対象者が特定共同企業 

体である場合を除く。 

⑻ 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該工事に配置する

こと。 

⑼ 本公告に定めのない事項は、さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得、さいたま市建 

設工事等事後審査型一般競争入札取扱要綱（平成１９年さいたま市制定）、低入札価格取扱要綱、

最低制限価格取扱要綱、さいたま市電子入札運用基準、さいたま市競争入札参加資格業者実態調 

査実施要領（平成２４年さいたま市制定）及び特例監理技術者等の配置に係る取扱要領（令和３ 

年さいたま市制定）の定めるところによる。 

契約整理番号 ０４－３２９２－８ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 岩槻駅西口土地区画整理事業 道路改良工事（Ｒ４） 

工事場所 さいたま市岩槻区大字加倉地内外 

履行期間 契約確定の日から令和５年３月１０日まで 

概要 道路改良工事 深層混合処理工 26 本 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和４年１０月５日（水）午前９時から 

令和４年１０月７日（金）午後５時まで 

入札書提出期間 令和４年１０月１１日（火）午前９時から 

令和４年１０月１２日（水）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１０月１３日（木）午前１０時２０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ａ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市西区、北区、大宮区、見沼区、岩槻区、桜区又は緑区に、本店を有し

ていること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 

施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って
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いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 

電子配布 

令和４年９月２６日（月）から 

質問受付期間 令和４年 ９月２６日（月）午前９時から 

令和４年１０月 ４日（火）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１０月７日（金） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 

・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 

工事担当課 さいたま市岩槻区本町３丁目２番５号 

さいたま市都市局まちづくり推進部岩槻まちづくり事務所 

電話 ０４８－７９０－０２３４ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 

電話 ０４８－８２９－１１８０ 

契約整理番号 ０４－４４５６－３０ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 歩道整備工事（市道Ｇ５４８号線外１路線） 
工事場所 さいたま市浦和区大原４丁目地内外 
履行期間 契約確定の日から令和５年３月１０日まで 
概要 延長 330m 道路土工一式 排水構造物工 縁石工 歩車道境界ブロック 310m 

地先境界ブロック 2m 側溝工 長尺Ｕ型側溝 52m 安全施設工一式 構造物撤去

工一式 舗装工一式 車道舗装工 93 ㎡ 歩道舗装工 503 ㎡ 区画線工一式 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和４年１０月５日（水）午前９時から 

令和４年１０月７日（金）午後５時まで 
入札書提出期間 令和４年１０月１１日（火）午前９時から 

令和４年１０月１２日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１０月１３日（木）午前１１時１０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｂ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市南部建設事務所の所管区域内（中央区、桜区、浦和区、南区及び緑区

）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 
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設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和４年９月２６日（月）から 

質問受付期間 令和４年 ９月２６日（月）午前９時から 
令和４年１０月 ４日（火）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１０月７日（金） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ
る。 
・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当
する。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 

工事担当課 さいたま市中央区下落合５丁目７番１０号 
さいたま市建設局南部建設事務所道路安全対策課 
電話 ０４８－８４０－６２０６ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

契約整理番号 ０４－４４６５－３５ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 スマイルロード整備工事（Ｒ４市道Ｆ－１４８号線） 
工事場所 さいたま市浦和区岸町１丁目地内外 
履行期間 契約確定の日から令和５年２月２８日まで 
概要 概算数量発注方式による発注 延長 145.8m 幅員 5.8～11.4m 舗装打換工 舗

装版破砕 858 ㎡ 基層 858 ㎡ 表層 858 ㎡ 区画線工一式 道路付属施設工一式 

付帯工一式 交通管理工一式 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和４年１０月５日（水）午前９時から 

令和４年１０月７日（金）午後５時まで 
入札書提出期間 令和４年１０月１１日（火）午前９時から 

令和４年１０月１２日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１０月１３日（木）午前１１時２０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 舗装工事業 Ｃ級 
本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下
「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ
と。 

所在地区分 さいたま市南部建設事務所の所管区域内（中央区、桜区、浦和区、南区及び緑区

）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 次の⑴及び⑵の要件を満たしていること。 

⑴ 本公告日において、平成２４年度以降、国、地方公共団体等が発注した、請

負代金額が５００万円以上の土木工事又は舗装工事を元請として完成させた

実績があること。 

⑵ 本市発注の舗装工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工

事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を

下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日

を基準とする。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和４年９月２６日（月）から 

質問受付期間 令和４年 ９月２６日（月）午前９時から 
令和４年１０月 ４日（火）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１０月７日（金） 
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保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 
・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 
工事担当課 さいたま市中央区下落合５丁目７番１０号 

さいたま市建設局南部建設事務所道路維持課 
電話 ０４８－８４０－６２２４ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

契約整理番号 ０４－４４６５－３６ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 道路修繕工事（Ｒ４一般県道大谷本郷さいたま線） 
工事場所 さいたま市桜区田島４丁目地内 
履行期間 契約確定の日から令和５年２月１０日まで 
概要 概算数量発注方式による発注 延長 114.9m 幅員 5.9～8.6m 舗装工 路面切削

108 ㎡ 切削オーバーレイ 604 ㎡ 基層 604 ㎡ 表層 712 ㎡ 区画線工一式 付

帯工一式 交通管理工一式 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和４年１０月５日（水）午前９時から 

令和４年１０月７日（金）午後５時まで 
入札書提出期間 令和４年１０月１１日（火）午前９時から 

令和４年１０月１２日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１０月１３日（木）午前１１時３０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 舗装工事業 Ｃ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市南部建設事務所の所管区域内（中央区、桜区、浦和区、南区及び緑区

）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 次の⑴及び⑵の要件を満たしていること。 

⑴ 本公告日において、平成２４年度以降、国、地方公共団体等が発注した、請

負代金額が５００万円以上の土木工事又は舗装工事を元請として完成させた

実績があること。 

⑵ 本市発注の舗装工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工

事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を

下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日

を基準とする。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和４年９月２６日（月）から 

質問受付期間 令和４年 ９月２６日（月）午前９時から 
令和４年１０月 ４日（火）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１０月７日（金） 
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保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 
・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 
工事担当課 さいたま市中央区下落合５丁目７番１０号 

さいたま市建設局南部建設事務所道路維持課 
電話 ０４８－８４０－６２２４ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

契約整理番号 ０４－４３６５－８９ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 道路修繕工事（Ｒ４一般国道１２２号） 

工事場所 さいたま市岩槻区大字馬込地内 

履行期間 契約確定の日から令和５年３月３日まで 

概要 概算数量発注方式による発注 延長 525.0m 幅員 2.4～9.5m 舗装工【夜間】 

路面切削（平均切削厚 t＝5 ㎝）9 ㎡ 切削オーバーレイ（平均切削厚 t＝12

㎝、再生粗粒度 As、t＝7 ㎝）3170 ㎡ 表層（改質Ⅱ型密粒度 As、t＝5 ㎝）

3170 ㎡ 付帯工【夜間】一式 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和４年１０月５日（水）午前９時から 

令和４年１０月７日（金）午後５時まで 

入札書提出期間 令和４年１０月１１日（火）午前９時から 

令和４年１０月１２日（水）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１０月１３日（木）午後２時００分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 舗装工事業 Ａ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 

施工実績等 本市発注の舗装工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 

電子配布 

令和４年９月２６日（月）から 

質問受付期間 令和４年 ９月２６日（月）午前９時から 

令和４年１０月 ４日（火）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１０月７日（金） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 

・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の



さいたま市告示一覧（令和４年９月１６日から同月３０日まで） 
 

対象案件である。 

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路維持課 

電話 ０４８－６４６－３２２３ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 

電話 ０４８－８２９－１１８０ 

契約整理番号 ０４－４３６５－９９ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 スマイルロード整備工事（Ｒ４市道１０８７７号線） 

工事場所 さいたま市北区今羽町地内 

履行期間 契約確定の日から令和５年２月１７日まで 

概要 概算数量発注方式による発注 延長 474m 幅員 2.3～5.8m 舗装工【夜間】 路

面切削工（平均切削深さ 5 ㎝）19 ㎡ 切削オーバーレイ工（再生粗粒度 As-20、

平均切削深さ 12 ㎝、t＝7 ㎝）2310 ㎡ 表層工（改質Ⅱ型密粒度 As-20、t＝5 ㎝

）2330 ㎡ 付帯工【夜間】一式 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和４年１０月５日（水）午前９時から 

令和４年１０月７日（金）午後５時まで 

入札書提出期間 令和４年１０月１１日（火）午前９時から 

令和４年１０月１２日（水）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１０月１３日（木）午後２時１０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 舗装工事業 Ａ級又はＢ級。ただし、Ｂ級については、当該業種で令和２年度又

は令和３年度のさいたま市優秀建設工事業者表彰を受賞していること又は令和２

年１月１日から令和３年１２月３１日までの間に工事完成検査を受けた当該業種

の「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」の１件以

上の平均点が７６点以上であること（該当者については、本工事の入札情報公開

システムに掲載する「令和４年度建設工事の発注標準及び発注標準優秀施工者に

ついて」を参照すること。）。 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 

施工実績等 本市発注の舗装工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 

電子配布 

令和４年９月２６日（月）から 

質問受付期間 令和４年 ９月２６日（月）午前９時から 

令和４年１０月 ４日（火）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１０月７日（金） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 

・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 
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契約整理番号 ０４－３２７１－１５ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 浦和東部第一特定土地区画整理事業 区画道路築造工事（Ｒ３－４）（補） 
工事場所 さいたま市緑区大字中野田地内 
履行期間 契約確定の日から令和５年３月１０日まで 
概要 道路土工一式 地盤改良工 置換工 630 ㎥ 舗装工 アスファルト舗装工 2302

㎡ 透水性舗装工 450 ㎡ ブロック舗装工 68 ㎡ 排水構造物工 側溝工 152m 

集水桝・マンホール工 9 基 縁石工 歩車道境界ブロック 226m 地先境界ブロ

ック 229m 道路付属施設工一式 構造物撤去工一式 仮設工一式 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和４年１０月５日（水）午前９時から 

令和４年１０月７日（金）午後５時まで 
入札書提出期間 令和４年１０月１１日（火）午前９時から 

令和４年１０月１２日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１０月１３日（木）午後２時２０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ａ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市中央区、桜区、浦和区、南区、緑区、西区又は大宮区に、本店を有し

ていること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和４年９月２６日（月）から 

質問受付期間 令和４年 ９月２６日（月）午前９時から 
令和４年１０月 ４日（火）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１０月７日（金） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「ＩＣＴ活用工事（土工）（受注者希望型）」の対象案件である。 

工事担当課 さいたま市緑区大字大門２５６４番地６ 

さいたま市都市局まちづくり推進部浦和東部まちづくり事務所 

電話 ０４８－８７８－５１４０ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路維持課 

電話 ０４８－６４６－３２２３ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 

電話 ０４８－８２９－１１８０ 
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契約整理番号 ０４－４３５６－９０ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 西本郷歩道橋外２橋補修工事 

工事場所 さいたま市北区本郷町地内外 

履行期間 契約確定の日から令和５年３月１０日まで 

概要 塗替塗装工 231.6 ㎡ ノンスリップタイル交換 45 ㎡ ひび割れ補修工（低圧注

入工法）2 構造物 断面修復工（左官工法）1 構造物 表面含浸工 50 ㎡ 伸縮装

置取替 8.4m 仮設工一式 

予定価格（税込） ３６，３２２，０００円 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和４年１０月５日（水）午前９時から 

令和４年１０月７日（金）午後５時まで 

入札書提出期間 令和４年１０月１１日（火）午前９時から 

令和４年１０月１２日（水）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１０月１３日（木）午後２時３０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ａ級又はＢ級。ただし、Ｂ級については、当該業種で令和２年度又

は令和３年度のさいたま市優秀建設工事業者表彰を受賞していること又は令和２

年１月１日から令和３年１２月３１日までの間に工事完成検査を受けた当該業種

の「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」の２件以

上の平均点が７５点以上であること（該当者については、本工事の入札情報公開

システムに掲載する「令和４年度建設工事の発注標準及び発注標準優秀施工者に

ついて」を参照すること。）。 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市西区、北区、大宮区、見沼区、岩槻区、南区又は緑区に、本店を有し

ていること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 

施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 

電子配布 

令和４年９月２６日（月）から 

質問受付期間 令和４年 ９月２６日（月）午前９時から 

令和４年１０月 ４日（火）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１０月７日（金） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（発注者指定型）」の対象案件であ

る。 

・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路安全対策課 

電話 ０４８－６４６－３２０５ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 

電話 ０４８－８２９－１１８０ 
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契約整理番号 ０４－４３６５－１０１ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 スマイルロード整備工事（Ｒ４市道イワ２３７号線） 

工事場所 さいたま市岩槻区大字長宮地内 

履行期間 契約確定の日から令和５年３月１０日まで 

概要 概算数量発注方式による発注 延長 342.5m 幅員 6.2～6.8m 道路土工一式 排

水構造物工 長尺 U 形側溝 （300×300、車道用）354m （300×300、横断用 Z

付）7m 角型集水ます（□500×H600）7 基 横断暗渠（300×240）7m 塩ビ管

（φ250）1m 舗装工 上層路盤（RM-40、t=23 ㎝）114 ㎡ 下層路盤 （RC-

40、t＝22 ㎝）108 ㎡ （RC-40、t＝24 ㎝）6 ㎡ 表層（再生密粒度 As-20、t＝

5 ㎝）2070 ㎡ 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和４年１０月５日（水）午前９時から 

令和４年１０月７日（金）午後５時まで 

入札書提出期間 令和４年１０月１１日（火）午前９時から 

令和４年１０月１２日（水）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１０月１３日（木）午後２時４０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ａ級又はＢ級。ただし、Ｂ級については、当該業種で令和２年度又

は令和３年度のさいたま市優秀建設工事業者表彰を受賞していること又は令和２

年１月１日から令和３年１２月３１日までの間に工事完成検査を受けた当該業種

の「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」の２件以

上の平均点が７５点以上であること（該当者については、本工事の入札情報公開

システムに掲載する「令和４年度建設工事の発注標準及び発注標準優秀施工者に

ついて」を参照すること。）。 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市西区、北区、大宮区、見沼区、岩槻区、中央区又は浦和区に、本店を

有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 

施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 

電子配布 

令和４年９月２６日（月）から 

質問受付期間 令和４年 ９月２６日（月）午前９時から 

令和４年１０月 ４日（火）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１０月７日（金） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 

・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 

・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 



さいたま市告示一覧（令和４年９月１６日から同月３０日まで） 
 

契約整理番号 ０４－４４８７－２４ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 浦和第１処理分区下水道工事（南建－Ｒ４－１００９） 
工事場所 さいたま市緑区大字大門地内 
履行期間 契約確定の日から令和５年３月１０日まで 
概要 延長 150.70m 開削（管径 200mm、硬質塩ビ管）107.90m 低耐荷力管推進（管径

200mm、塩ビ管）42.80m マンホール工 組立 1 号マンホール 7 箇所 現場打ち

1 号マンホール 1 箇所 立坑工一式 取付管 16 箇所 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和４年１０月５日（水）午前９時から 

令和４年１０月７日（金）午後５時まで 
入札書提出期間 令和４年１０月１１日（火）午前９時から 

令和４年１０月１２日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１０月１３日（木）午後３時５０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｂ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市南部建設事務所の所管区域内（中央区、桜区、浦和区、南区及び緑区

）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において通知した「工事完成

検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回ってい

ないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とする。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和４年９月２６日（月）から 

質問受付期間 令和４年 ９月２６日（月）午前９時から 
令和４年１０月 ４日（火）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１０月７日（金） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（発注者指定型）」の対象案件であ

る。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 
工事担当課 さいたま市中央区下落合５丁目７番１０号 

さいたま市建設局南部建設事務所下水道建設課 

電話 ０４８－８４０－６２６２ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

契約整理番号 ０４－４３５６－８７ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路維持課 

電話 ０４８－６４６－３２２３ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 

電話 ０４８－８２９－１１８０ 
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参加形態 単体企業 

工事名 ゾーン３０対策工事（北区宮原町１丁目外地区） 

工事場所 さいたま市北区宮原町１丁目地内外 

履行期間 契約確定の日から令和５年３月１０日まで 

概要 工事面積 27ha 区画線設置 実線（15 ㎝）9950m ゼブラ（15 ㎝）25m 破線（

30 ㎝）210m 矢印・記号・文字 15 ㎝換算 1408m 緑色 2083 ㎡ 赤色 39 ㎡ 区

画線消去 削取り式 1589m ウォータージェット式一式 舗装工一式 縁石工一

式 道路付属物工一式 仮設工一式 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和４年１０月５日（水）午前９時から 

令和４年１０月７日（金）午後５時まで 

入札書提出期間 令和４年１０月１１日（火）午前９時から 

令和４年１０月１２日（水）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１０月１３日（木）午後４時００分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 塗装工事業 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種で登載された者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 

施工実績等 本市発注の塗装工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 

電子配布 

令和４年９月２６日（月）から 

質問受付期間 令和４年 ９月２６日（月）午前９時から 

令和４年１０月 ４日（火）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１０月７日（金） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（発注者指定型）」の対象案件であ

る。 

・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路安全対策課 

電話 ０４８－６４６－３２０７ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 

電話 ０４８－８２９－１１８０ 

契約整理番号 ０４－４３５６－８８ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 ゾーン３０対策工事（岩槻区美園東１丁目外地区） 

工事場所 さいたま市岩槻区美園東１丁目地内外 

履行期間 契約確定の日から令和５年３月１０日まで 

概要 工事面積 32ha 区画線設置 実線（15 ㎝）12100m ゼブラ（45 ㎝）13m 破線
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（45 ㎝）12m 矢印・記号・文字 15 ㎝換算 1080m 緑色 240 ㎡ 赤色 11 ㎡ 区

画線消去 12283m 道路付属物工一式 仮設工一式 

予定価格（税込） ３４，４４１，０００円 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和４年１０月５日（水）午前９時から 

令和４年１０月７日（金）午後５時まで 

入札書提出期間 令和４年１０月１１日（火）午前９時から 

令和４年１０月１２日（水）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１０月１３日（木）午後４時１０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 塗装工事業 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種で登載された者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 

施工実績等 本市発注の塗装工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 

電子配布 

令和４年９月２６日（月）から 

質問受付期間 令和４年 ９月２６日（月）午前９時から 

令和４年１０月 ４日（火）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１０月７日（金） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（発注者指定型）」の対象案件であ

る。 

・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路安全対策課 

電話 ０４８－６４６－３２０７ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 

電話 ０４８－８２９－１１８０ 

契約整理番号 ０４－４３５６－８９ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 ゾーン３０対策工事（見沼区深作１丁目外地区） 

工事場所 さいたま市見沼区深作１丁目地内外 

履行期間 契約確定の日から令和５年３月１０日まで 

概要 工事面積 36ha 区画線設置 実線（15 ㎝）12180m ゼブラ（45 ㎝）84m 破線 

（30 ㎝）89m （45 ㎝）22m 矢印・記号・文字 15 ㎝換算 1566m 緑色 942 ㎡ 

赤色 11 ㎡ 区画線消去 2068m 道路付属物工一式 仮設工一式 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和４年１０月５日（水）午前９時から 

令和４年１０月７日（金）午後５時まで 
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入札書提出期間 令和４年１０月１１日（火）午前９時から 

令和４年１０月１２日（水）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１０月１３日（木）午後４時２０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 塗装工事業 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種で登載された者であること。 

所在地区分 さいたま市北部建設事務所の所管区域内（西区、北区、大宮区、見沼区及び岩槻

区）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 

施工実績等 本市発注の塗装工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 

電子配布 

令和４年９月２６日（月）から 

質問受付期間 令和４年 ９月２６日（月）午前９時から 

令和４年１０月 ４日（火）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１０月７日（金） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（発注者指定型）」の対象案件であ

る。 

・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路安全対策課 

電話 ０４８－６４６－３２０７ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 

電話 ０４８－８２９－１１８０ 

契約整理番号 ０４－４３６５－１０３ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 道路修繕工事（Ｒ４一般県道新方須賀さいたま線） 

工事場所 さいたま市大宮区堀の内町１丁目地内外 

履行期間 契約確定の日から令和５年２月２８日まで 

概要 概算数量発注方式による発注 延長 215.0m 幅員 4.5m～9.0m 舗装工 切削オ

ーバーレイ（平均切削厚 12 ㎝、再生粗粒度 As-20、t＝7 ㎝）1500 ㎡ 表層（車

道）（改質Ⅱ型密粒度 As-20、t＝5 ㎝）1500 ㎡ 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和４年１０月５日（水）午前９時から 

令和４年１０月７日（金）午後５時まで 

入札書提出期間 令和４年１０月１１日（火）午前９時から 

令和４年１０月１２日（水）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１０月１３日（木）午後４時３０分 



さいたま市告示一覧（令和４年９月１６日から同月３０日まで） 
 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 舗装工事業 Ｂ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市北部建設事務所の所管区域内（西区、北区、大宮区、見沼区及び岩槻

区）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 

施工実績等 本市発注の舗装工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 

電子配布 

令和４年９月２６日（月）から 

質問受付期間 令和４年 ９月２６日（月）午前９時から 

令和４年１０月 ４日（火）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１０月７日（金） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 

・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路維持課 

電話 ０４８－６４６－３２２４ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 

電話 ０４８－８２９－１１８０ 

契約整理番号 ０４－４７６２－１４ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 岩槻消防署笹久保出張所中規模修繕（建築）工事 
工事場所 さいたま市岩槻区大字笹久保１３２８番地 
履行期間 契約確定の日から令和５年６月３０日まで 
概要 屋上防水改修工事 外壁改修工事 建具改修工事 内装仕上改修工事 便所改修

工事 外 

予定価格（税込） １３８，３８０，０００円 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和４年１０月１３日（木）午前９時から 

令和４年１０月１７日（月）午後５時まで 
入札書提出期間 令和４年１０月１８日（火）午前９時から 

令和４年１０月１９日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１０月２０日（木）午後１時３０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 建築工事業 Ｓ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 



さいたま市告示一覧（令和４年９月１６日から同月３０日まで） 
 

施工実績等 本市発注の建築工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和４年９月２６日（月）から 

質問受付期間 令和４年 ９月２６日（月）午前９時から 
令和４年１０月１２日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１０月１７日（月） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・「岩槻消防署笹久保出張所中規模修繕（機械設備）工事」の落札候補者が決ま

らないときは、開札後であっても本件入札を中止する。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市建設局建築部保全管理課 
電話 ０４８－８２９－１５１０ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

契約整理番号 ０４－４７６２－１５ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 岩槻消防署笹久保出張所中規模修繕（機械設備）工事 
工事場所 さいたま市岩槻区大字笹久保１３２８番地 
履行期間 契約確定の日から令和５年６月３０日まで 
概要 空気調和設備工事一式 換気設備工事一式 衛生器具設備工事一式 給水設備工

事一式 排水設備工事一式 給湯設備工事一式 ガス設備工事一式 電灯設備工

事一式 動力設備工事一式 構内交換設備工事一式 拡声設備工事一式 誘導支

援設備工事一式 テレビ共同受信設備工事一式 自動火災報知設備工事一式 既

存設備撤去工事一式 

予定価格（税込） ６１，２５９，０００円 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和４年１０月１３日（木）午前９時から 

令和４年１０月１７日（月）午後５時まで 
入札書提出期間 令和４年１０月１８日（火）午前９時から 

令和４年１０月１９日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１０月２０日（木）午後１時４０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 管工事業 Ａ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の管工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完成

検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回ってい

ないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とする。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 



さいたま市告示一覧（令和４年９月１６日から同月３０日まで） 
 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和４年９月２６日（月）から 

質問受付期間 令和４年 ９月２６日（月）午前９時から 
令和４年１０月１２日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１０月１７日（月） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・「岩槻消防署笹久保出張所中規模修繕（建築）工事」の落札候補者が決まらな

いときは、本件入札に関する開札を延期又は中止する場合がある。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市建設局建築部設備課 
電話 ０４８－８２９－１８３９ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

契約整理番号 ０４－３１６８－１ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 北与野駅北口地下駐車場平面化改修工事（第２期） 
工事場所 さいたま市中央区上落合２丁目３番１０号 
履行期間 契約確定の日から令和５年３月２４日まで 
概要 駐車機械解体工事一式 ピット部砕石埋戻工事一式 サイン工事一式 泡消火設

備改修工事一式 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和４年１０月１３日（木）午前９時から 

令和４年１０月１７日（月）午後５時まで 
入札書提出期間 令和４年１０月１８日（火）午前９時から 

令和４年１０月１９日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１０月２０日（木）午後１時５０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 建築工事業 Ｓ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の建築工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和４年９月２６日（月）から 

質問受付期間 令和４年 ９月２６日（月）午前９時から 
令和４年１０月１２日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１０月１７日（月） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 － 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
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さいたま市都市局都市計画部自転車まちづくり推進課 
電話 ０４８－８２９－１３９９ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

契約整理番号 ０４－４４８４－２０ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 鴨川第４０処理分区下水道工事（南再－Ｒ４－４０４） 
工事場所 さいたま市中央区鈴谷９丁目地内外 
履行期間 契約確定の日から令和５年３月１０日まで 
概要 耐震化工 管きょ更生工（既設管径 800mm）368.6m 耐震継手設置工（既設管径

800mm）16 箇所 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和４年１０月１３日（木）午前９時から 

令和４年１０月１７日（月）午後５時まで 
入札書提出期間 令和４年１０月１８日（火）午前９時から 

令和４年１０月１９日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１０月２０日（木）午後３時００分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｓ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 次の⑴又は⑵の要件を満たし、かつ、⑶の要件を満たしていること。 

⑴ 本公告日において、平成２４年度以降、下水管（函）渠更生工事を元請とし

て完成させた実績があること（共同企業体の構成員としての実績の場合は、

出資比率が２０％以上のものに限る。）。 

⑵ 本公告日において、公益財団法人日本下水道新技術機構の技術審査証明を受

けた形成工法、反転工法、鞘管工法又は製管工法の協会等に加入しているこ

と。 

⑶ 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において通知した「工事

完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下

回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を

基準とする。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

施工実績等に規定する⑵の場合については、協会等に加入していることを証明す

る書類の写し、及び建設技術審査証明書の写し 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和４年９月２６日（月）から 

質問受付期間 令和４年 ９月２６日（月）午前９時から 
令和４年１０月１２日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１０月１７日（月） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 

工事担当課 さいたま市中央区下落合５丁目７番１０号 

さいたま市建設局南部建設事務所下水道再整備課 

電話 ０４８－８４０－６２５５ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 
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契約整理番号 ０４－４３５６－８１ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 歩道整備工事（主要地方道さいたま春日部線・桜木町工区） 

工事場所 さいたま市大宮区桜木町４丁目地内外 

履行期間 契約確定の日から令和５年３月２４日まで 

概要 延長 218m 土工一式 舗装工 車道舗装 2477 ㎡ 歩道舗装 （一般部）841 ㎡ 

（乗入部）109 ㎡ 路面排水工 街渠工 51m 歩車道境界ブロック 388m BOX 側

溝 387m BOX 側溝用集水桝 13 箇所 集水桝 2 箇所 道路付属施設工一式 撤去

工一式 

予定価格（税込） １１７，８１０，０００円 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和４年１０月１３日（木）午前９時から 

令和４年１０月１７日（月）午後５時まで 

入札書提出期間 令和４年１０月１８日（火）午前９時から 

令和４年１０月１９日（水）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１０月２０日（木）午後３時１０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｓ級又はＡ級。ただし、Ａ級については、当該業種で令和２年度又

は令和３年度のさいたま市優秀建設工事業者表彰を受賞していること又は令和２

年１月１日から令和３年１２月３１日までの間に工事完成検査を受けた当該業種

の「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」の２件以

上の平均点が７６点以上であること（該当者については、本工事の入札情報公開

システムに掲載する「令和４年度建設工事の発注標準及び発注標準優秀施工者に

ついて」を参照すること。）。 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 

施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 

電子配布 

令和４年９月２６日（月）から 

質問受付期間 令和４年 ９月２６日（月）午前９時から 

令和４年１０月１２日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１０月１７日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 

・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 

・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路安全対策課 

電話 ０４８－６４６－３２０７ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 

電話 ０４８－８２９－１１８０ 
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さいたま市告示第１４２３号 

さいたま市の発注する「芝川第７処理分区外下水道工事（北再－Ｒ４－４０５）」ほか１件の特別

簡易型総合評価方式一般競争入札について、次のとおり公告する。 

令和４年９月２６日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 入札参加資格 

⑴ 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格者名

簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が工事ごとに別に定める

参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする工事ごとに参加申請が必要なため、工事ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

ウ 本公告日から開札日において、さいたま市建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平成１３

年さいたま市制定）に基づく入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団

排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けてい

ないこと。 

エ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

オ 工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種に係る技術者の資格を有する者を、建設 

業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、

専任を要する主任技術者、専任の監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、

参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であること。 

カ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一工事に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

キ 本公告日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保

険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）に基づく雇用保険（以下「社会保険等」という。）に、事業主として加入しているもの

であること。ただし、当該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者はこの

限りでない。 

ク 本公告日から入札書提出期間の末日までの期間において、同一入札に参加しようとする者の

間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 本公告日から落札者決定までの期間において、国、都道府県及び埼玉県内市町村から工事成

績不良の事由による入札参加停止の措置を２回以上受けていない者であること。 
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コ 本公告日において、工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種について、有効な建

設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

サ アからコまでに掲げるもののほか、本公告日において、工事ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

⑵ 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、⑴で定める事項を満たす者をそ

の構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一工事における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一工事に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

ク 構成員は、それぞれ⑴オに定める技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、監理技

術者の資格を要する工事においては、監理技術者は代表構成員が配置すること。 

２ 総合評価方式に関する事項 

 総合評価方式については次のとおりである。なお、落札者決定基準の詳細及び総合評価方式の実施

については、「さいたま市総合評価方式活用ガイドライン」（以下「総合評価方式ガイドライン」と

いう。）及び「総合評価方式に係る入札説明書」（以下「入札説明書」という。）による。 

 ⑴ 方式 

  特別簡易型 

 ⑵ 評価値の算出方法 

  除算方式 

３ 技術資料の提出及び審査 

⑴ 自己採点申請書の技術評価点及び入札書に記載された金額を総合的に評価した評価値が最も高 

い者（以下「第一順位者」という。）は工事ごとに定める入札説明書に基づき技術資料を作成し、

財政局契約管理部契約課（以下「契約課」という。）に提出すること。 

⑵ ⑴において、第一順位者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより第一順位者を決

定する。 

⑶ 自己採点申請書及び技術資料の提出方法及び提出期間は、入札説明書に明記する。 

⑷ 技術資料の審査及び技術評価点の算出は、入札説明書に基づき行い、第一順位者の順位に変動

が生じないときは、その者を落札候補者として通知する。 

⑸ 工事ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格」という。

）の制限の範囲を超えた価格をもって入札を行った者については、総合評価は行わない。また、

６に規定する低入札価格調査の結果、契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認め

られた者については、総合評価は行わない。 

４ 入札参加資格の確認 

⑴ 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める条

例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当たる
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場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を契約課に提出しなければならな

い。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 工事に配置予定の技術者が、資格を有することを証する書類（技術検定等合格証明書等又は

監理技術者資格者証の表面、裏面及び監理技術者講習修了証）の写し又は実務経験を証明する

書類 

ウ 工事に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し（専任を要する主任技術者、専任の

監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、参加申請日以前に恒常的に３箇

月以上の雇用関係を証明できること。なお、イに掲げる監理技術者資格証の写しをもって確認

できる場合は、これを省略できる。） 

エ 工事ごとに別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、施工実績として規定する工

事の契約書の写し及び工事概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン

ターが提供する「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事

概要の記載されているもの）の写し（共同企業体（乙型）としての実績の場合は、自社の施工

実績が分かる資料の写しも添付すること。） 

オ 本公告日において有効かつ最新の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」（以下

「経審結果」という。）の写し 

カ 社会保険等に全て加入している場合は、社会保険等の加入に関する誓約書又は社会保険等の

全部若しくは一部について法令で適用が除外されている場合には、社会保険等の適用除外に関

する誓約書（経審結果に記載の社会保険等の加入状況について、本公告日時点で変更が生じて

いる場合は、社会保険等の加入状況を確認できる書類を併せて添付すること。） 

キ 資本関係又は人的関係確認書 

ク 入札参加停止措置に関する誓約書 

ケ アからクまでに掲げるもののほか、工事ごとに別に定める書類 

⑵ 落札候補者が特定共同企業体である場合には、⑴に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる書

類を契約課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員の割

印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書（さいたま市建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１３

年さいたま市制定。以下「共同企業体取扱要綱」という。）様式第１号） 

イ 共同企業体協定書（共同企業体取扱要綱様式第２号。共同企業体協定書第８条に基づく協定

書（共同企業体取扱要綱様式第３号）を含む。） 

ウ 委任状（共同企業体取扱要綱様式第４号） 

５ 落札者の決定 

⑴ 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除く。

）に、４⑴及び⑵において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札候補者

が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、新たな

第一順位者から技術資料の提出を求め、審査及び技術評価点を算出し、順位に変動がなければ、

その者を新たに落札候補者とする。 

⑵ 市長は、⑴の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれを通知する。 
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⑶ 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者がさいたま市建設工事等請 

負業者入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契約 

からの暴力団排除措置に関する要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法に 

基づき更生手続開始の申立て若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合は、

その者を落札者とせず、新たな第一順位者から技術資料の提出を求め、審査及び技術評価点を算 

出し、順位に変動がなければ、その者を新たに落札候補者とする。 

６ 調査基準価格を定めている場合の低入札価格調査 

⑴ 調査基準価格（さいたま市建設工事低入札価格取扱要綱（平成１３年さいたま市制定。以下「

低入札価格取扱要綱」という。）第３条に規定する調査基準価格をいう。以下同じ。）を定めて

いる場合において、開札の結果、入札書比較価格の制限の範囲内で入札を行った者の入札価格が

調査基準価格の１１０分の１００の価格を下回る価格であった場合は、落札を保留し、当該入札

を行った者（以下「低価格入札者」という。）について、低入札価格取扱要綱に基づく低入札価

格調査を行う。 

⑵ 失格基準（低入札価格取扱要綱第５条に規定する失格基準をいう。以下同じ。）を定めている 

場合において、低価格入札者について提出された入札金額見積内訳書の直接工事費、共通仮設費、

現場管理費及び一般管理費の総額である入札金額が、失格基準を下回った場合は、この者がした 

入札を失格とする。 

⑶ 低価格入札者（失格基準による低入札価格調査を行った場合は、これにより失格とならなかっ

た低価格入札者）は、第一順位者決定の通知をした日の翌日（その日が休日に当たる場合は、そ

の翌日）の午後３時までに３⑴に掲げる技術資料並びに４⑴及び⑵に掲げる資格確認書類と併せ

て次に掲げる書類を契約課に提出しなければならない。 

ア 低入札価格調査に係る書類の提出について（低入札価格取扱要綱様式第１号） 

イ 当該価格で入札した理由（低入札価格取扱要綱様式第２号） 

ウ 直接工事費に係る内訳書（低入札価格取扱要綱様式第３号） 

エ 共通仮設費に係る内訳書（低入札価格取扱要綱様式第４号） 

オ 下請予定業者等一覧表（低入札価格取扱要綱様式第５号） 

カ 配置予定技術者名簿（低入札価格取扱要綱様式第６号） 

キ 手持ち工事の状況（対象工事現場付近）（低入札価格取扱要綱様式第７号） 

ク 手持ち工事の状況（対象工事関連）（低入札価格取扱要綱様式第８号） 

ケ 契約対象工事箇所と入札者の事務所、倉庫等との関係（低入札価格取扱要綱様式第９号） 

コ 手持ち資材の状況（低入札価格取扱要綱様式第１０号） 

サ 資材購入予定先一覧（低入札価格取扱要綱様式第１１号） 

シ 手持ち機械の状況（低入札価格取扱要綱様式第１２号） 

ス 機械リース元一覧（低入札価格取扱要綱様式第１３号） 

セ 過去に施工した同種の公共工事名及び発注者（低入札価格取扱要綱様式第１４号） 

ソ 誓約書（低入札価格取扱要綱様式第１５号） 

タ 社会保険等への加入状況届（低入札価格取扱要綱様式第１６号） 

⑷ 失格基準を定めている場合における再度入札の低価格入札者は、落札保留の通知をした日の翌

日（その日が休日に当たる場合は、その翌日）の午後３時までに再度入札に係る入札金額見積内
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訳書を契約課に提出しなければならない。この場合において、失格とならなかった低価格入札者

の前項に掲げる書類の提出は、再度入札に係る入札金額見積内訳書を提出した日の翌日（その日

が休日に当たる場合は、その翌日）の午後３時までとする。 

⑸ 落札者の決定は、第一順位者決定の通知をした日の翌日から起算して２１日以内に、⑶におい

て提出された書類に基づく低入札価格調査、技術資料の審査及び技術評価点の算出及び入札参加

資格の確認を経て行う。低入札価格調査において、当該契約の内容に適合した履行がされないお

それがあると認められた場合は、その者がした入札を失格とし総合評価を行わない。また、入札

参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とする。 

７ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布及び入札説明書の配布 

⑴ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布及び入札説明書の配布（以下「設計図書等の閲覧等」とい

う。）の方法は工事ごとに別に定める。 

⑵ 設計図書等の閲覧等を工事担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、設

計図書等貸出申請書を工事担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共同

企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

⑶ 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図書

公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

⑷ 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によっては

書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は工事ごとに別に定める。 

⑸ やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない場

合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は契約課窓口において

書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

８ 入札保証金及び契約保証金 

⑴ 入札保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さいた

ま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条第１項の規定による。 

⑵ 契約保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いにつ

いては、さいたま市契約規則第２９条の規定による。 

９ 契約金の支払方法 

⑴ 前金払及び部分払の有無については工事ごとに別に定める。 

⑵ 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の４以内（継続費等の２年以上にわたる

契約にあっては、その年度の支払限度額の１０分の４以内）とする。この場合において１万円未

満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、工事ごとに別に定める。 

⑶ 部分払をする場合には、３箇月ごとに出来形部分の１０分の９に相当する額を限度として行う

こととする。 

⑷ 契約金額が５００万円以上で、かつ、工期が２月を超える工事は、中間前金払をすることがで

きる。この場合において、部分払の適用のある工事については、中間前金払と部分払は選択制と

し、契約締結時に選択するものとする。ただし、継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、

中間前金払を選択した場合であっても、当該年度末の部分払を行うことができる。 

⑸ 中間前金払をする場合の中間前払金の額は、当該工事の材料費等に相当する額として契約金額
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の１０分の２以内（継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、その年度の支払限度額の１０

分の２以内）とする。この場合において１万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

１０ 入札の無効 

⑴ さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市制定）第１６条第１

項各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

⑵ 自己採点申請書及び技術資料の提出をしない者が行った入札は無効とする。 

１１ その他 

⑴ 本公告の写しは、市のホームページに掲載し、契約課にて閲覧に供する。 

⑵ 本公告に係る入札に用いる書類は、市のホームページからダウンロードして使用すること。 

⑶ 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

⑷ 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数制

限を行う。 

⑸ 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届出

書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を契約課に提出す

ること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号）

を提出すること。 

⑹ 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合は、

その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行わな

い。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札を行 

った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

⑺ 技術資料及び一般競争入札参加資格等確認資料に記載する配置予定技術者は同一の者とする。 

⑻ 本市発注の建設工事を初めて請負うことになる落札候補者等（以下｢調査対象者｣という。）は、 

必要に応じて行う事業所の所在地等の調査に協力すること。ただし、調査対象者が特定共同企業 

体である場合を除く。 

⑼ 落札者は、技術資料及び一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該工

事に配置すること。 

⑽ 本公告に定めのない事項は、さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得、さいたま市建 

設工事等事後審査型一般競争入札取扱要綱（平成１９年さいたま市制定）、低入札価格取扱要綱、

さいたま市建設工事等最低制限価格取扱要綱（平成１９年さいたま市制定）、さいたま市建設工 

事総合評価方式試行要綱（平成１８年さいたま市制定）、総合評価方式ガイドライン、さいたま 

市総合評価方式実施マニュアル（入札参加者用）、さいたま市電子入札運用基準、さいたま市競 

争入札参加資格業者実態調査実施要領（平成２４年さいたま市制定）及び特例監理技術者等の配 

置に係る取扱要領（令和３年さいたま市制定）の定めるところによる。 

契約整理番号 ０４－４３８４－２５ 
入札方法 一般競争入札（電子・特別簡易型総合評価方式） 
参加形態 単体企業 
工事名 芝川第７処理分区外下水道工事（北再－Ｒ４－４０５） 
工事場所 さいたま市見沼区東大宮３丁目地内外 
履行期間 契約確定の日から令和５年３月１０日まで 
概要 延長 147.4m 管きょ更生工（既設管径 600～1000mm）147.4m 耐震継手設置工（

既設管径 600～1000mm）8 箇所 

予定価格（税込） 事後公表 
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契約整理番号 ０４－３２８３－８ 
入札方法 一般競争入札（電子・特別簡易型総合評価方式） 
参加形態 単体企業 
工事名 東浦和第二土地区画整理事業 道路整備工事（区９－３号線外１路線） 
工事場所 さいたま市緑区大字中尾地内 

調査基準価格 設定する（失格基準有） 
参加申請受付期間 令和４年１０月５日（水）午前９時から 

令和４年１０月７日（金）午後５時まで 
入札書提出期間 令和４年１０月１１日（火）午前９時から 

令和４年１０月１２日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１０月１３日（木）午後１時４０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｓ級、Ａ級又はＢ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 次の⑴又は⑵の要件を満たし、かつ、⑶の要件を満たしていること。 

⑴ 本公告日において、平成２４年度以降、下水管（函）渠更生工事を元請とし

て完成させた実績があること（共同企業体の構成員としての実績の場合は、

出資比率が２０％以上のものに限る。）。 

⑵ 本公告日において、公益財団法人日本下水道新技術機構の技術審査証明を受

けた形成工法、反転工法、鞘管工法又は製管工法の協会等に加入しているこ

と。 

⑶ 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において通知した「工事

完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下

回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を

基準とする。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

施工実績等に規定する⑵の場合については、協会等に加入していることを証明す

る書類の写し、及び建設技術審査証明書の写し 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和４年９月２６日（月）から 
入札説明書については、入札情報公開システムに掲載する「入札説明書（芝川第

７処理分区外下水道工事（北再－Ｒ４－４０５））.pdf」ファイルを参照するこ

と。 
質問受付期間 令和４年 ９月２６日（月）午前９時から 

令和４年１０月 ４日（火）午後５時まで 
質問回答期日 令和４年１０月７日（金） 

保証金及び支払方法 入 札

保 証

金 

免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 
工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所下水道再整備課 

電話 ０４８－６４６－３２５５ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 
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履行期間 契約確定の日から令和５年３月１０日まで 
概要 延長 （区９－３号線）58m （歩４－２号線）17m 道路土工一式 舗装工（車

道） 上層路盤（RM40）267 ㎡ 下層路盤（RC40）264 ㎡ 表層（再生密粒 As）

481 ㎡ 舗装工（歩道）フィルター層 152 ㎡ 路盤（RC40）152 ㎡ 表層（透水

性 As）146 ㎡ （透水性平板）27 ㎡ 排水構造物工一式 構造物撤去工一式 

予定価格（税込） 事後公表 
調査基準価格 設定する（失格基準有） 
参加申請受付期間 令和４年１０月５日（水）午前９時から 

令和４年１０月７日（金）午後５時まで 
入札書提出期間 令和４年１０月１１日（火）午前９時から 

令和４年１０月１２日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１０月１３日（木）午後１時５０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｂ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和４年９月２６日（月）から 
入札説明書については、入札情報公開システムに掲載する「入札説明書（東浦和

第二土地区画整理事業 道路整備工事（区９－３号線外１路線））.pdf」ファイ

ルを参照すること。 
質問受付期間 令和４年 ９月２６日（月）午前９時から 

令和４年１０月 ４日（火）午後５時まで 
質問回答期日 令和４年１０月７日（金） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（発注者指定型）」の対象案件であ

る。 
・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 

工事担当課 さいたま市緑区東浦和８丁目１９番地１ 

さいたま市都市局まちづくり推進部東浦和まちづくり事務所 

電話 ０４８－８７３－４２０１ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 
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さいたま市告示第１４２４号 

さいたま市の発注する「別所公園トイレ改修工事」ほか２件の一般競争入札について、次のとおり

公告する。 

令和４年９月２６日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 入札参加資格 

⑴ 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格者名

簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が工事ごとに別に定める

参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする工事ごとに参加申請が必要なため、工事ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

ウ 本公告日から開札日において、さいたま市建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平成１３

年さいたま市制定）に基づく入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団

排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けてい

ないこと。 

エ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

オ 工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種に係る技術者の資格を有する者を、建設 

業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、

専任を要する主任技術者、専任の監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、

参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であること。 

カ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一工事に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

キ 本公告日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保

険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）に基づく雇用保険（以下「社会保険等」という。）に、事業主として加入しているもの

であること。ただし、当該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者はこの

限りでない。 

ク 本公告日から入札書提出期間の末日までの期間において、同一入札に参加しようとする者の

間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 本公告日から落札者決定までの期間において、国、都道府県及び埼玉県内市町村から工事成

績不良の事由による入札参加停止の措置を２回以上受けていない者であること。 
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コ 本公告日において、工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種について、有効な建

設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

サ アからコまでに掲げるもののほか、本公告日において、工事ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

⑵ 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、⑴で定める事項を満たす者をそ

の構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一工事における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一工事に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

ク 構成員は、それぞれ⑴オに定める技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、監理技

術者の資格を要する工事においては、監理技術者は代表構成員が配置すること。 

２ 入札参加資格の確認 

⑴ 開札後、工事ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格」

という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格（さいたま市建

設工事等最低制限価格取扱要綱（平成１９年さいたま市制定。以下「最低制限価格取扱要綱」と

いう。）第４条に規定する最低制限価格をいう。以下同じ。）を定めている場合は、入札書比較

価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低制限比較価格」とい

う。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者）を落札候

補者として通知し、落札を保留する。 

⑵ ⑴において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を決

定する。 

⑶ 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める条

例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当たる

場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を財政局契約管理部契約課（以下

「契約課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 工事に配置予定の技術者が、資格を有することを証する書類（技術検定等合格証明書等又は

監理技術者資格者証の表面、裏面及び監理技術者講習修了証）の写し又は実務経験を証明する

書類 

ウ 工事に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し（専任を要する主任技術者、専任の

監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、参加申請日以前に恒常的に３箇

月以上の雇用関係を証明できること。なお、イに掲げる監理技術者資格証の写しをもって確認

できる場合は、これを省略できる。） 

エ 工事ごとに別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、施工実績として規定する工

事の契約書の写し及び工事概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン
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ターが提供する「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事

概要の記載されているもの）の写し（共同企業体（乙型）としての実績の場合は、自社の施工

実績が分かる資料の写しも添付すること。） 

オ 本公告日において有効かつ最新の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」（以下

「経審結果」という。）の写し 

カ 社会保険等に全て加入している場合は、社会保険等の加入に関する誓約書又は社会保険等の

全部若しくは一部について法令で適用が除外されている場合には、社会保険等の適用除外に関

する誓約書（経審結果に記載の社会保険等の加入状況について、本公告日時点で変更が生じて

いる場合は、社会保険等の加入状況を確認できる書類を併せて添付すること。） 

キ 資本関係又は人的関係確認書 

ク 入札参加停止措置に関する誓約書 

ケ アからクまでに掲げるもののほか、工事ごとに別に定める書類 

⑷ 落札候補者が特定共同企業体である場合には、⑶に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる書

類を契約課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員の割

印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書（さいたま市建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１３

年さいたま市制定。以下「共同企業体取扱要綱」という。）様式第１号） 

イ 共同企業体協定書（共同企業体取扱要綱様式第２号。共同企業体協定書第８条に基づく協定

書（共同企業体取扱要綱様式第３号）含む。） 

ウ 委任状（共同企業体取扱要綱様式第４号） 

３ 落札者の決定 

⑴ 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除く。

）に、２⑶及び⑷において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札候補者

が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、入札書

比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって

入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制限

比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を行っ

た者）を新たに落札候補者とする。 

⑵ ⑴において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以上あ

るときは、電子くじによりこれを決定する。 

⑶ 市長は、⑴の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれを通知する。 

⑷ 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者がさいたま市建設工事等請 

負業者入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契約 

からの暴力団排除措置に関する要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法に 

基づき更生手続開始の申立て若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合は、

その者を落札者とせず、入札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外 

の者のうち最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較 

価格の制限の範囲内で最低制限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち 

最低の価格をもって入札を行った者）を新たに落札候補者とする。 
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⑸ 本公告に係る入札は、一抜け方式により実施する。 

ア 一抜け方式の対象工事については別表により定める。 

イ 一つの対象工事の落札候補者（ただし、⑴後段又は⑷における新たな落札候補者を除く。）

がした当該対象工事の後に開札される他の対象工事の入札は無効とし、辞退したものとして取

扱う。 

ウ 一つの対象工事の落札候補者となった者は、⑴後段又は⑷における新たな落札候補者としな

い。 

４ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

⑴ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は工事ご

とに別に定める。 

⑵ 設計図書等の閲覧等を工事担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、設

計図書等貸出申請書を工事担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共同

企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

⑶ 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図書

公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

⑷ 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によっては

書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は工事ごとに別に定める。 

⑸ やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない場 

合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は契約課窓口において 

書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

５ 入札保証金及び契約保証金 

⑴ 入札保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さいた

ま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条第１項の規定による。 

⑵ 契約保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いにつ

いては、さいたま市契約規則第２９条の規定による。 

６ 契約金の支払方法 

⑴ 前金払及び部分払の有無については工事ごとに別に定める。 

⑵ 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の４以内（継続費等の２年以上にわたる

契約にあっては、その年度の支払限度額の１０分の４以内）とする。この場合において１万円未

満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、工事ごとに別に定める。 

⑶ 部分払をする場合には、３箇月ごとに出来形部分の１０分の９に相当する額を限度として行う

こととする。 

⑷ 契約金額が５００万円以上で、かつ、工期が２月を超える工事は、中間前金払をすることがで

きる。この場合において、部分払の適用のある工事については、中間前金払と部分払は選択制と

し、契約締結時に選択するものとする。ただし、継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、

中間前金払を選択した場合であっても、当該年度末の部分払を行うことができる。 

⑸ 中間前金払をする場合の中間前払金の額は、当該工事の材料費等に相当する額として契約金額

の１０分の２以内（継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、その年度の支払限度額の１０
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分の２以内）とする。この場合において１万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

７ 入札の無効 

さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市制定）第１６条第１項

各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

８ その他 

⑴ 本公告の写しは、市のホームページに掲載し、契約課にて閲覧に供する。 

⑵ 本公告に係る入札に用いる書類は、市のホームページからダウンロードして使用すること。 

⑶ 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

⑷ 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数制

限を行う。 

⑸ 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届出

書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を契約課に提出す

ること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号）

を提出すること。 

⑹ 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合は、

その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行わな

い。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札を行 

った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

⑺ 本市発注の建設工事を初めて請負うことになる落札候補者等（以下｢調査対象者｣という。）は、

必要に応じて行う事業所の所在地等の調査に協力すること。ただし、調査対象者が特定共同企業 

体である場合を除く。 

⑻ 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該工事に配置する

こと。 

⑼ 本公告に定めのない事項は、さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得、さいたま市建

設工事等事後審査型一般競争入札取扱要綱（平成１９年さいたま市制定）、最低制限価格取扱要

綱、さいたま市電子入札運用基準、さいたま市競争入札参加資格業者実態調査実施要領（平成２

４年さいたま市制定）及び特例監理技術者等の配置に係る取扱要領（令和３年さいたま市制定）

の定めるところによる。 

別表 
対象工事 ア 別所公園トイレ改修工事 

イ 大北公園外２公園遊具再設置工事 

ウ 御嶽公園外１公園遊具再設置工事 

概要 ・対象工事アの落札候補者が行った対象工事イ及びウの入札は無効とする。 

・対象工事イの落札候補者が行った対象工事ウの入札は無効とする。 

契約整理番号 ０４－９８５８－１５ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 別所公園トイレ改修工事 
工事場所 さいたま市北区別所町地内 
履行期間 契約確定の日から令和５年３月１０日まで 
概要 撤去工一式 公園土工一式 給水設備工一式 雨水排水設備工一式 汚水排水設

備工一式 園路広場整備工一式 施設整備工一式 仮設工一式 

予定価格（税込） ３９，９１９，０００円 
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最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和４年１０月５日（水）午前９時から 

令和４年１０月７日（金）午後５時まで 
入札書提出期間 令和４年１０月１１日（火）午前９時から 

令和４年１０月１２日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１０月１３日（木）午前１０時３０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 造園工事業 Ａ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の造園工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和４年９月２６日（月）から 

質問受付期間 令和４年 ９月２６日（月）午前９時から 
令和４年１０月 ４日（火）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１０月７日（金） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（発注者指定型）」の対象案件であ

る。 
・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施する。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市都市局みどり公園推進部北部公園整備課 

電話 ０４８－６４６－３１７９ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

契約整理番号 ０４－９８５９－１３ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 大北公園外２公園遊具再設置工事 
工事場所 さいたま市緑区東浦和３丁目地内外 
履行期間 契約確定の日から令和５年３月１０日まで 
概要 施設撤去工一式 敷地造成工一式 防草シート敷設 59 ㎡ 植生シート敷設 32 ㎡ 

人工芝敷設 28 ㎡ 土留工一式 斜面遊具設置 1 基 中型複合遊具設置 1 基 小

型複合遊具設置 2 基 ロッキング遊具設置 2 基 ダスト舗装工 109 ㎡ ゴムチッ

プ舗装工 20 ㎡ 

予定価格（税込） ２８，８８６，０００円 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和４年１０月５日（水）午前９時から 

令和４年１０月７日（金）午後５時まで 

入札書提出期間 令和４年１０月１１日（火）午前９時から 
令和４年１０月１２日（水）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 
令和４年１０月１３日（木）午前１０時４０分 
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参
加
資
格 

名簿登載業種等 造園工事業 Ａ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の造園工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和４年９月２６日（月）から 

質問受付期間 令和４年 ９月２６日（月）午前９時から 
令和４年１０月 ４日（火）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１０月７日（金） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 
・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 
・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施する。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 

工事担当課 さいたま市中央区下落合５丁目７番１０号 

さいたま市都市局みどり公園推進部南部公園整備課 

電話 ０４８－８４０－６１７７ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

契約整理番号 ０４－９８５９－１０ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 御嶽公園外１公園遊具再設置工事 
工事場所 さいたま市南区南浦和２丁目地内外 
履行期間 契約確定の日から令和５年３月１０日まで 
概要 敷地造成工一式 作業土工一式 ダスト舗装工 57 ㎡ ゴムチップ舗装工 5 ㎡ 

人工芝 26 ㎡ 遊具基礎工一式 大型滑り台設置 1 基 中型複合遊具設置 1 基 

撤去工一式 

予定価格（税込） ２８，６３３，０００円 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和４年１０月５日（水）午前９時から 

令和４年１０月７日（金）午後５時まで 
入札書提出期間 令和４年１０月１１日（火）午前９時から 

令和４年１０月１２日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１０月１３日（木）午前１０時５０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 造園工事業 Ａ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
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施工実績等 本市発注の造園工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和４年９月２６日（月）から 

質問受付期間 令和４年 ９月２６日（月）午前９時から 
令和４年１０月 ４日（火）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１０月７日（金） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 
・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 
・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施する。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 

工事担当課 さいたま市中央区下落合５丁目７番１０号 

さいたま市都市局みどり公園推進部南部公園整備課 

電話 ０４８－８４０－６１７７ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 
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さいたま市告示第１４２５号 

さいたま市の発注する「道場三室線２工区街路整備工事（Ｒ４－２）（２債）」ほか２件の一般競

争入札について、次のとおり公告する。 

令和４年９月２６日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 入札参加資格 

⑴ 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格者名

簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が工事ごとに別に定める

参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする工事ごとに参加申請が必要なため、工事ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

ウ 本公告日から開札日において、さいたま市建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平成１３

年さいたま市制定）に基づく入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団

排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けてい

ないこと。 

エ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

オ 工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種に係る技術者の資格を有する者を、建設 

業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、

専任を要する主任技術者、専任の監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、

参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であること。 

カ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一工事に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

キ 本公告日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保

険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）に基づく雇用保険（以下「社会保険等」という。）に、事業主として加入しているもの

であること。ただし、当該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者はこの

限りでない。 

ク 本公告日から入札書提出期間の末日までの期間において、同一入札に参加しようとする者の

間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 本公告日から落札者決定までの期間において、国、都道府県及び埼玉県内市町村から工事成

績不良の事由による入札参加停止の措置を２回以上受けていない者であること。 
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コ 本公告日において、工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種について、有効な建

設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

サ アからコまでに掲げるもののほか、本公告日において、工事ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

⑵ 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、⑴で定める事項を満たす者をそ

の構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一工事における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一工事に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

ク 構成員は、それぞれ⑴オに定める技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、監理技

術者の資格を要する工事においては、監理技術者は代表構成員が配置すること。 

２ 入札参加資格の確認 

⑴ 開札後、工事ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格」

という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格（さいたま市建

設工事等最低制限価格取扱要綱（平成１９年さいたま市制定。以下「最低制限価格取扱要綱」と

いう。）第４条に規定する最低制限価格をいう。以下同じ。）を定めている場合は、入札書比較

価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低制限比較価格」とい

う。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者）を落札候

補者として通知し、落札を保留する。 

⑵ ⑴において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を決

定する。 

⑶ 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める条

例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当たる

場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を財政局契約管理部契約課（以下

「契約課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 工事に配置予定の技術者が、資格を有することを証する書類（技術検定等合格証明書等又は

監理技術者資格者証の表面、裏面及び監理技術者講習修了証）の写し又は実務経験を証明する

書類 

ウ 工事に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し（専任を要する主任技術者、専任の

監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、参加申請日以前に恒常的に３箇

月以上の雇用関係を証明できること。なお、イに掲げる監理技術者資格証の写しをもって確認

できる場合は、これを省略できる。） 

エ 工事ごとに別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、施工実績として規定する工

事の契約書の写し及び工事概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン
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ターが提供する「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事

概要の記載されているもの）の写し（共同企業体（乙型）としての実績の場合は、自社の施工

実績が分かる資料の写しも添付すること。） 

オ 本公告日において有効かつ最新の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」（以下

「経審結果」という。）の写し 

カ 社会保険等に全て加入している場合は、社会保険等の加入に関する誓約書又は社会保険等の

全部若しくは一部について法令で適用が除外されている場合には、社会保険等の適用除外に関

する誓約書（経審結果に記載の社会保険等の加入状況について、本公告日時点で変更が生じて

いる場合は、社会保険等の加入状況を確認できる書類を併せて添付すること。） 

キ 資本関係又は人的関係確認書 

ク 入札参加停止措置に関する誓約書 

ケ アからクまでに掲げるもののほか、工事ごとに別に定める書類 

⑷ 落札候補者が特定共同企業体である場合には、⑶に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる書

類を契約課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員の割

印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書（さいたま市建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１３

年さいたま市制定。以下「共同企業体取扱要綱」という。）様式第１号） 

イ 共同企業体協定書（共同企業体取扱要綱様式第２号。共同企業体協定書第８条に基づく協定

書（共同企業体取扱要綱様式第３号）含む。） 

ウ 委任状（共同企業体取扱要綱様式第４号） 

３ 落札者の決定 

⑴ 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除く。

）に、２⑶及び⑷において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札候補者

が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、入札書

比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって

入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制限

比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を行っ

た者）を新たに落札候補者とする。 

⑵ ⑴において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以上あ

るときは、電子くじによりこれを決定する。 

⑶ 市長は、⑴の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれを通知する。 

⑷ 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者がさいたま市建設工事等請 

負業者入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契約 

からの暴力団排除措置に関する要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法に 

基づき更生手続開始の申立て若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合は、

その者を落札者とせず、入札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外 

の者のうち最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較 

価格の制限の範囲内で最低制限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち 

最低の価格をもって入札を行った者）を新たに落札候補者とする。 
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⑸ 本公告に係る入札は、一抜け方式により実施する。 

ア 一抜け方式の対象工事については別表により定める。 

イ 一つの対象工事の落札候補者（ただし、⑴後段又は⑷における新たな落札候補者を除く。）

がした当該対象工事の後に開札される他の対象工事の入札は無効とし、辞退したものとして取

扱う。 

ウ 一つの対象工事の落札候補者となった者は、⑴後段又は⑷における新たな落札候補者としな

い。 

４ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

⑴ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は工事ご

とに別に定める。 

⑵ 設計図書等の閲覧等を工事担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、設

計図書等貸出申請書を工事担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共同

企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

⑶ 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図書

公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

⑷ 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によっては

書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は工事ごとに別に定める。 

⑸ やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない場 

合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は契約課窓口において 

書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

５ 入札保証金及び契約保証金 

⑴ 入札保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さいた

ま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条第１項の規定による。 

⑵ 契約保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いにつ

いては、さいたま市契約規則第２９条の規定による。 

６ 契約金の支払方法 

⑴ 前金払及び部分払の有無については工事ごとに別に定める。 

⑵ 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の４以内（継続費等の２年以上にわたる

契約にあっては、その年度の支払限度額の１０分の４以内）とする。この場合において１万円未

満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、工事ごとに別に定める。 

⑶ 部分払をする場合には、３箇月ごとに出来形部分の１０分の９に相当する額を限度として行う

こととする。 

⑷ 契約金額が５００万円以上で、かつ、工期が２月を超える工事は、中間前金払をすることがで

きる。この場合において、部分払の適用のある工事については、中間前金払と部分払は選択制と

し、契約締結時に選択するものとする。ただし、継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、

中間前金払を選択した場合であっても、当該年度末の部分払を行うことができる。 

⑸ 中間前金払をする場合の中間前払金の額は、当該工事の材料費等に相当する額として契約金額

の１０分の２以内（継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、その年度の支払限度額の１０
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分の２以内）とする。この場合において１万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

７ 入札の無効 

さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市制定）第１６条第１項

各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

８ その他 

⑴ 本公告の写しは、市のホームページに掲載し、契約課にて閲覧に供する。 

⑵ 本公告に係る入札に用いる書類は、市のホームページからダウンロードして使用すること。 

⑶ 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

⑷ 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数制

限を行う。 

⑸ 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届出

書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を契約課に提出す

ること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号）

を提出すること。 

⑹ 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合は、

その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行わな

い。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札を行 

った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

⑺ 本市発注の建設工事を初めて請負うことになる落札候補者等（以下｢調査対象者｣という。）は、

必要に応じて行う事業所の所在地等の調査に協力すること。ただし、調査対象者が特定共同企業 

体である場合を除く。 

⑻ 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該工事に配置する

こと。 

⑼ 本公告に定めのない事項は、さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得、さいたま市建

設工事等事後審査型一般競争入札取扱要綱（平成１９年さいたま市制定）、最低制限価格取扱要

綱、さいたま市電子入札運用基準、さいたま市競争入札参加資格業者実態調査実施要領（平成２

４年さいたま市制定）及び特例監理技術者等の配置に係る取扱要領（令和３年さいたま市制定）

の定めるところによる。 

別表 
対象工事 ア 道場三室線２工区街路整備工事（Ｒ４－２）（２債） 

イ 大谷口排水区下水道工事（南建－Ｒ４－２００４） 

ウ 産業道路原山工区雨水貯留施設整備工事（Ｒ４）（２債） 

概要 ・対象工事アの落札候補者が行った対象工事イ及びウの入札は無効とする。 

・対象工事イの落札候補者が行った対象工事ウの入札は無効とする。 

契約整理番号 ０４－４４５９－１５ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 道場三室線２工区街路整備工事（Ｒ４－２）（２債） 
工事場所 さいたま市桜区中島１丁目地内外 
履行期間 契約確定の日から令和６年３月８日まで 
概要 延長 260m 幅員 30～37.5m 道路改良一式 道路土工 2560 ㎥ 地盤改良工 2500

㎥ 排水構造物工 690m 安全施設工 310m 縁石工 600m 舗装 6800 ㎡ 電線共

同溝（区間延長）180m 
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予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和４年１０月１３日（木）午前９時から 

令和４年１０月１７日（月）午後５時まで 
入札書提出期間 令和４年１０月１８日（火）午前９時から 

令和４年１０月１９日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１０月２０日（木）午後２時００分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｓ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 

施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和４年９月２６日（月）から 

質問受付期間 令和４年 ９月２６日（月）午前９時から 
令和４年１０月１２日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１０月１７日（月） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 
・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施する。 
・本工事は債務負担行為該当案件である。また、本工事における前払金等は契約

日以降に請求できる。 

・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 
工事担当課 さいたま市中央区下落合５丁目７番１０号 

さいたま市建設局南部建設事務所道路建設課 
電話 ０４８－８４０－６２１２ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

契約整理番号 ０４－４４８７－２６ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 大谷口排水区下水道工事（南建－Ｒ４－２００４） 
工事場所 さいたま市南区大字大谷口地内 
履行期間 契約確定の日から令和５年３月１０日まで 
概要 延長 120.80m 管きょ工 推進（管径 1350mm、鉄筋コンクリート管）107.36m 

矩形人孔設置工 2 箇所 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和４年１０月１３日（木）午前９時から 
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令和４年１０月１７日（月）午後５時まで 
入札書提出期間 令和４年１０月１８日（火）午前９時から 

令和４年１０月１９日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１０月２０日（木）午後２時１０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｓ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において通知した「工事完成

検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回ってい
ないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とする。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和４年９月２６日（月）から 

質問受付期間 令和４年 ９月２６日（月）午前９時から 
令和４年１０月１２日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１０月１７日（月） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（発注者指定型）」の対象案件であ
る。 
・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、別表に掲げる対象工事
アの落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を延期又は中止する
場合がある。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 

工事担当課 さいたま市中央区下落合５丁目７番１０号 

さいたま市建設局南部建設事務所下水道建設課 

電話 ０４８－８４０－６２６３ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

契約整理番号 ０４－４４５９－１６ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 産業道路原山工区雨水貯留施設整備工事（Ｒ４）（２債） 
工事場所 さいたま市緑区太田窪３丁目地内 
履行期間 契約確定の日から令和５年７月３１日まで 
概要 延長 85.1m 管きょ工 開削（φ2400、鉄筋コンクリート管）74.2m 圧入二工

程推進（φ300、低耐荷力）10.9m マンホール工 矩形組み立てマンホール 2 箇

所 舗装工一式 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和４年１０月１３日（木）午前９時から 

令和４年１０月１７日（月）午後５時まで 
入札書提出期間 令和４年１０月１８日（火）午前９時から 

令和４年１０月１９日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１０月２０日（木）午後２時２０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｓ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 
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本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 

施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和４年９月２６日（月）から 

質問受付期間 令和４年 ９月２６日（月）午前９時から 
令和４年１０月１２日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１０月１７日（月） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 
・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、別表に掲げる対象工事

ア又はイの落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を延期又は中

止する場合がある。 
・本工事は債務負担行為該当案件である。また、本工事における前払金等は契約

日以降に請求できる。 

・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 
工事担当課 さいたま市中央区下落合５丁目７番１０号 

さいたま市建設局南部建設事務所道路建設課 
電話 ０４８－８４０－６２１２ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 
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さいたま市告示第１４２６号 

さいたま市の発注する「電線共同溝整備工事（一般県道鴻巣桶川さいたま線・Ｒ４宮町工区）」ほ

か２件の一般競争入札について、次のとおり公告する。 

令和４年９月２６日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 入札参加資格 

⑴ 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格者名

簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が工事ごとに別に定める

参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする工事ごとに参加申請が必要なため、工事ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

ウ 本公告日から開札日において、さいたま市建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平成１３

年さいたま市制定）に基づく入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団

排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けてい

ないこと。 

エ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

オ 工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種に係る技術者の資格を有する者を、建設 

業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、

専任を要する主任技術者、専任の監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、

参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であること。 

カ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一工事に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

キ 本公告日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保

険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）に基づく雇用保険（以下「社会保険等」という。）に、事業主として加入しているもの

であること。ただし、当該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者はこの

限りでない。 

ク 本公告日から入札書提出期間の末日までの期間において、同一入札に参加しようとする者の

間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 本公告日から落札者決定までの期間において、国、都道府県及び埼玉県内市町村から工事成

績不良の事由による入札参加停止の措置を２回以上受けていない者であること。 
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コ 本公告日において、工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種について、有効な建

設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

サ アからコまでに掲げるもののほか、本公告日において、工事ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

⑵ 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、⑴で定める事項を満たす者をそ

の構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一工事における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一工事に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

ク 構成員は、それぞれ⑴オに定める技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、監理技

術者の資格を要する工事においては、監理技術者は代表構成員が配置すること。 

２ 入札参加資格の確認 

⑴ 開札後、工事ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格」

という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格（さいたま市建

設工事等最低制限価格取扱要綱（平成１９年さいたま市制定。以下「最低制限価格取扱要綱」と

いう。）第４条に規定する最低制限価格をいう。以下同じ。）を定めている場合は、入札書比較

価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低制限比較価格」とい

う。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者）を落札候

補者として通知し、落札を保留する。 

⑵ ⑴において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を決

定する。 

⑶ 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める条

例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当たる

場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を財政局契約管理部契約課（以下

「契約課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 工事に配置予定の技術者が、資格を有することを証する書類（技術検定等合格証明書等又は

監理技術者資格者証の表面、裏面及び監理技術者講習修了証）の写し又は実務経験を証明する

書類 

ウ 工事に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し（専任を要する主任技術者、専任の

監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、参加申請日以前に恒常的に３箇

月以上の雇用関係を証明できること。なお、イに掲げる監理技術者資格証の写しをもって確認

できる場合は、これを省略できる。） 

エ 工事ごとに別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、施工実績として規定する工

事の契約書の写し及び工事概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン
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ターが提供する「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事

概要の記載されているもの）の写し（共同企業体（乙型）としての実績の場合は、自社の施工

実績が分かる資料の写しも添付すること。） 

オ 本公告日において有効かつ最新の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」（以下

「経審結果」という。）の写し 

カ 社会保険等に全て加入している場合は、社会保険等の加入に関する誓約書又は社会保険等の

全部若しくは一部について法令で適用が除外されている場合には、社会保険等の適用除外に関

する誓約書（経審結果に記載の社会保険等の加入状況について、本公告日時点で変更が生じて

いる場合は、社会保険等の加入状況を確認できる書類を併せて添付すること。） 

キ 資本関係又は人的関係確認書 

ク 入札参加停止措置に関する誓約書 

ケ アからクまでに掲げるもののほか、工事ごとに別に定める書類 

⑷ 落札候補者が特定共同企業体である場合には、⑶に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる書

類を契約課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員の割

印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書（さいたま市建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１３

年さいたま市制定。以下「共同企業体取扱要綱」という。）様式第１号） 

イ 共同企業体協定書（共同企業体取扱要綱様式第２号。共同企業体協定書第８条に基づく協定

書（共同企業体取扱要綱様式第３号）含む。） 

ウ 委任状（共同企業体取扱要綱様式第４号） 

３ 落札者の決定 

⑴ 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除く。

）に、２⑶及び⑷において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札候補者

が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、入札書

比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって

入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制限

比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を行っ

た者）を新たに落札候補者とする。 

⑵ ⑴において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以上あ

るときは、電子くじによりこれを決定する。 

⑶ 市長は、⑴の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれを通知する。 

⑷ 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者がさいたま市建設工事等請 

負業者入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契約 

からの暴力団排除措置に関する要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法に 

基づき更生手続開始の申立て若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合は、

その者を落札者とせず、入札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外 

の者のうち最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較 

価格の制限の範囲内で最低制限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち 

最低の価格をもって入札を行った者）を新たに落札候補者とする。 
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⑸ 本公告に係る入札は、一抜け方式により実施する。 

ア 一抜け方式の対象工事については別表により定める。 

イ 一つの対象工事の落札候補者（ただし、⑴後段又は⑷における新たな落札候補者を除く。）

がした当該対象工事の後に開札される他の対象工事の入札は無効とし、辞退したものとして取

扱う。 

ウ 一つの対象工事の落札候補者となった者は、⑴後段又は⑷における新たな落札候補者としな

い。 

４ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

⑴ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は工事ご

とに別に定める。 

⑵ 設計図書等の閲覧等を工事担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、設

計図書等貸出申請書を工事担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共同

企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

⑶ 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図書

公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

⑷ 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によっては

書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は工事ごとに別に定める。 

⑸ やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない場 

合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は契約課窓口において 

書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

５ 入札保証金及び契約保証金 

⑴ 入札保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さいた

ま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条第１項の規定による。 

⑵ 契約保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いにつ

いては、さいたま市契約規則第２９条の規定による。 

６ 契約金の支払方法 

⑴ 前金払及び部分払の有無については工事ごとに別に定める。 

⑵ 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の４以内（継続費等の２年以上にわたる

契約にあっては、その年度の支払限度額の１０分の４以内）とする。この場合において１万円未

満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、工事ごとに別に定める。 

⑶ 部分払をする場合には、３箇月ごとに出来形部分の１０分の９に相当する額を限度として行う

こととする。 

⑷ 契約金額が５００万円以上で、かつ、工期が２月を超える工事は、中間前金払をすることがで

きる。この場合において、部分払の適用のある工事については、中間前金払と部分払は選択制と

し、契約締結時に選択するものとする。ただし、継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、

中間前金払を選択した場合であっても、当該年度末の部分払を行うことができる。 

⑸ 中間前金払をする場合の中間前払金の額は、当該工事の材料費等に相当する額として契約金額

の１０分の２以内（継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、その年度の支払限度額の１０
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分の２以内）とする。この場合において１万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

７ 入札の無効 

さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市制定）第１６条第１項

各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

８ その他 

⑴ 本公告の写しは、市のホームページに掲載し、契約課にて閲覧に供する。 

⑵ 本公告に係る入札に用いる書類は、市のホームページからダウンロードして使用すること。 

⑶ 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

⑷ 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数制

限を行う。 

⑸ 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届出

書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を契約課に提出す

ること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号）

を提出すること。 

⑹ 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合は、

その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行わな

い。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札を行 

った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

⑺ 本市発注の建設工事を初めて請負うことになる落札候補者等（以下｢調査対象者｣という。）は、

必要に応じて行う事業所の所在地等の調査に協力すること。ただし、調査対象者が特定共同企業 

体である場合を除く。 

⑻ 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該工事に配置する

こと。 

⑼ 本公告に定めのない事項は、さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得、さいたま市建

設工事等事後審査型一般競争入札取扱要綱（平成１９年さいたま市制定）、最低制限価格取扱要

綱、さいたま市電子入札運用基準、さいたま市競争入札参加資格業者実態調査実施要領（平成２

４年さいたま市制定）及び特例監理技術者等の配置に係る取扱要領（令和３年さいたま市制定）

の定めるところによる。 

別表 
対象工事 ア 電線共同溝整備工事（一般県道鴻巣桶川さいたま線・Ｒ４宮町工区） 

イ 主要地方道さいたま春日部線岩槻橋仮設道路整備工事（Ｒ４） 

ウ 江川土地区画整理事業 調整池排水機場築造工事（Ｒ４） 

概要 ・対象工事アの落札候補者が行った対象工事イ及びウの入札は無効とする。 

・対象工事イの落札候補者が行った対象工事ウの入札は無効とする。 

契約整理番号 ０４－４３５６－８２ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 電線共同溝整備工事（一般県道鴻巣桶川さいたま線・Ｒ４宮町工区） 

工事場所 さいたま市大宮区宮町２丁目地内外 

履行期間 契約確定の日から令和５年３月２４日まで 

概要 延長 348m 土工一式 管路工 （通信 FAφ150）312m （通信ボディφ150）

134m （通信ボディφ200）161m （電力φ130）544m （電力φ100）716m 特

殊部 7 箇所 地上機器桝・通信接続桝・分岐桝 18 箇所 舗装工一式 仮設工一
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式 

予定価格（税込） １１１，４５２，０００円 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和４年１０月１３日（木）午前９時から 

令和４年１０月１７日（月）午後５時まで 

入札書提出期間 令和４年１０月１８日（火）午前９時から 

令和４年１０月１９日（水）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１０月２０日（木）午後２時３０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｓ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 

施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 

電子配布 

令和４年９月２６日（月）から 

質問受付期間 令和４年 ９月２６日（月）午前９時から 

令和４年１０月１２日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１０月１７日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 

・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施する。 

・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路安全対策課 

電話 ０４８－６４６－３２０７ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 

電話 ０４８－８２９－１１８０ 

契約整理番号 ０４－４３５９－１８ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 主要地方道さいたま春日部線岩槻橋仮設道路整備工事（Ｒ４） 

工事場所 さいたま市岩槻区南平野３丁目地内外 

履行期間 契約確定の日から令和５年３月２４日まで 

概要 延長 （本線部）230.6m （市道部）83.6m 土工一式 法面工 290 ㎡ 排水構

造物工 189m 舗装工 3002 ㎡ 防護柵設置工 546m 照明工 33 基 交通信号工一

式 区画線工 1621m 構造物撤去工一式 作業ヤード整備工一式 仮設工一式 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和４年１０月１３日（木）午前９時から 
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令和４年１０月１７日（月）午後５時まで 

入札書提出期間 令和４年１０月１８日（火）午前９時から 

令和４年１０月１９日（水）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１０月２０日（木）午後２時４０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｓ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 

施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 

電子配布 

令和４年９月２６日（月）から 

質問受付期間 令和４年 ９月２６日（月）午前９時から 

令和４年１０月１２日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１０月１７日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施する。 

・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路建設課 

電話 ０４８－６４６－３２１１ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 

電話 ０４８－８２９－１１８０ 

契約整理番号 ０４－３２９２－９ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 江川土地区画整理事業 調整池排水機場築造工事（Ｒ４） 
工事場所 さいたま市岩槻区宮町１丁目地内 
履行期間 契約確定の日から令和５年３月１０日まで 
概要 土工 盛土工 340 ㎥ 仮設工 鋼矢板設置工 （VL 型、L＝24.5）24 枚 地盤改

良工 高圧噴射撹拌工 （φ2500、L＝24.0）8 本 （φ2500、L＝13.0）2 本 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和４年１０月１３日（木）午前９時から 

令和４年１０月１７日（月）午後５時まで 
入札書提出期間 令和４年１０月１８日（火）午前９時から 

令和４年１０月１９日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１０月２０日（木）午後２時５０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｓ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 



さいたま市告示一覧（令和４年９月１６日から同月３０日まで） 
 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 

施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和４年９月２６日（月）から 

質問受付期間 令和４年 ９月２６日（月）午前９時から 
令和４年１０月１２日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１０月１７日（月） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、別表に掲げる対象工事イ

の落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を延期又は中止する場

合がある。 
工事担当課 さいたま市岩槻区本町３丁目２番５号 

さいたま市都市局まちづくり推進部岩槻まちづくり事務所 

電話 ０４８－７９０－０２３４ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 
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さいたま市告示第１４２７号 

さいたま市の発注する「芝川第９－１処理分区下水道工事（北建－Ｒ４－１００５）」ほか２件の

一般競争入札について、次のとおり公告する。 

令和４年９月２６日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 入札参加資格 

⑴ 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格者名

簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が工事ごとに別に定める

参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする工事ごとに参加申請が必要なため、工事ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

ウ 本公告日から開札日において、さいたま市建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平成１３

年さいたま市制定）に基づく入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団

排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けてい

ないこと。 

エ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

オ 工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種に係る技術者の資格を有する者を、建設 

業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、

専任を要する主任技術者、専任の監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、

参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であること。 

カ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一工事に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

キ 本公告日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保

険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）に基づく雇用保険（以下「社会保険等」という。）に、事業主として加入しているもの

であること。ただし、当該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者はこの

限りでない。 

ク 本公告日から入札書提出期間の末日までの期間において、同一入札に参加しようとする者の

間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 本公告日から落札者決定までの期間において、国、都道府県及び埼玉県内市町村から工事成

績不良の事由による入札参加停止の措置を２回以上受けていない者であること。 
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コ 本公告日において、工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種について、有効な建

設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

サ アからコまでに掲げるもののほか、本公告日において、工事ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

⑵ 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、⑴で定める事項を満たす者をそ

の構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一工事における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一工事に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

ク 構成員は、それぞれ⑴オに定める技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、監理技

術者の資格を要する工事においては、監理技術者は代表構成員が配置すること。 

２ 入札参加資格の確認 

⑴ 開札後、工事ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格」

という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格（さいたま市建

設工事等最低制限価格取扱要綱（平成１９年さいたま市制定。以下「最低制限価格取扱要綱」と

いう。）第４条に規定する最低制限価格をいう。以下同じ。）を定めている場合は、入札書比較

価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低制限比較価格」とい

う。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者）を落札候

補者として通知し、落札を保留する。 

⑵ ⑴において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を決

定する。 

⑶ 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める条

例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当たる

場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を財政局契約管理部契約課（以下

「契約課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 工事に配置予定の技術者が、資格を有することを証する書類（技術検定等合格証明書等又は

監理技術者資格者証の表面、裏面及び監理技術者講習修了証）の写し又は実務経験を証明する

書類 

ウ 工事に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し（専任を要する主任技術者、専任の

監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、参加申請日以前に恒常的に３箇

月以上の雇用関係を証明できること。なお、イに掲げる監理技術者資格証の写しをもって確認

できる場合は、これを省略できる。） 

エ 工事ごとに別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、施工実績として規定する工

事の契約書の写し及び工事概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン
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ターが提供する「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事

概要の記載されているもの）の写し（共同企業体（乙型）としての実績の場合は、自社の施工

実績が分かる資料の写しも添付すること。） 

オ 本公告日において有効かつ最新の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」（以下

「経審結果」という。）の写し 

カ 社会保険等に全て加入している場合は、社会保険等の加入に関する誓約書又は社会保険等の

全部若しくは一部について法令で適用が除外されている場合には、社会保険等の適用除外に関

する誓約書（経審結果に記載の社会保険等の加入状況について、本公告日時点で変更が生じて

いる場合は、社会保険等の加入状況を確認できる書類を併せて添付すること。） 

キ 資本関係又は人的関係確認書 

ク 入札参加停止措置に関する誓約書 

ケ アからクまでに掲げるもののほか、工事ごとに別に定める書類 

⑷ 落札候補者が特定共同企業体である場合には、⑶に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる書

類を契約課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員の割

印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書（さいたま市建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１３

年さいたま市制定。以下「共同企業体取扱要綱」という。）様式第１号） 

イ 共同企業体協定書（共同企業体取扱要綱様式第２号。共同企業体協定書第８条に基づく協定

書（共同企業体取扱要綱様式第３号）含む。） 

ウ 委任状（共同企業体取扱要綱様式第４号） 

３ 落札者の決定 

⑴ 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除く。

）に、２⑶及び⑷において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札候補者

が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、入札書

比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって

入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制限

比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を行っ

た者）を新たに落札候補者とする。 

⑵ ⑴において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以上あ

るときは、電子くじによりこれを決定する。 

⑶ 市長は、⑴の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれを通知する。 

⑷ 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者がさいたま市建設工事等請 

負業者入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契約 

からの暴力団排除措置に関する要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法に 

基づき更生手続開始の申立て若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合は、

その者を落札者とせず、入札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外 

の者のうち最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較 

価格の制限の範囲内で最低制限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち 

最低の価格をもって入札を行った者）を新たに落札候補者とする。 
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⑸ 本公告に係る入札は、一抜け方式により実施する。 

ア 一抜け方式の対象工事については別表により定める。 

イ 一つの対象工事の落札候補者（ただし、⑴後段又は⑷における新たな落札候補者を除く。）

がした当該対象工事の後に開札される他の対象工事の入札は無効とし、辞退したものとして取

扱う。 

ウ 一つの対象工事の落札候補者となった者は、⑴後段又は⑷における新たな落札候補者としな

い。 

４ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

⑴ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は工事ご

とに別に定める。 

⑵ 設計図書等の閲覧等を工事担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、設

計図書等貸出申請書を工事担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共同

企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

⑶ 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図書

公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

⑷ 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によっては

書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は工事ごとに別に定める。 

⑸ やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない場 

合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は契約課窓口において 

書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

５ 入札保証金及び契約保証金 

⑴ 入札保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さいた

ま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条第１項の規定による。 

⑵ 契約保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いにつ

いては、さいたま市契約規則第２９条の規定による。 

６ 契約金の支払方法 

⑴ 前金払及び部分払の有無については工事ごとに別に定める。 

⑵ 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の４以内（継続費等の２年以上にわたる

契約にあっては、その年度の支払限度額の１０分の４以内）とする。この場合において１万円未

満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、工事ごとに別に定める。 

⑶ 部分払をする場合には、３箇月ごとに出来形部分の１０分の９に相当する額を限度として行う

こととする。 

⑷ 契約金額が５００万円以上で、かつ、工期が２月を超える工事は、中間前金払をすることがで

きる。この場合において、部分払の適用のある工事については、中間前金払と部分払は選択制と

し、契約締結時に選択するものとする。ただし、継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、

中間前金払を選択した場合であっても、当該年度末の部分払を行うことができる。 

⑸ 中間前金払をする場合の中間前払金の額は、当該工事の材料費等に相当する額として契約金額

の１０分の２以内（継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、その年度の支払限度額の１０
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分の２以内）とする。この場合において１万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

７ 入札の無効 

さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市制定）第１６条第１項

各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

８ その他 

⑴ 本公告の写しは、市のホームページに掲載し、契約課にて閲覧に供する。 

⑵ 本公告に係る入札に用いる書類は、市のホームページからダウンロードして使用すること。 

⑶ 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

⑷ 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数制

限を行う。 

⑸ 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届出

書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を契約課に提出す

ること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号）

を提出すること。 

⑹ 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合は、

その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行わな

い。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札を行 

った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

⑺ 本市発注の建設工事を初めて請負うことになる落札候補者等（以下｢調査対象者｣という。）は、

必要に応じて行う事業所の所在地等の調査に協力すること。ただし、調査対象者が特定共同企業 

体である場合を除く。 

⑻ 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該工事に配置する

こと。 

⑼ 本公告に定めのない事項は、さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得、さいたま市建

設工事等事後審査型一般競争入札取扱要綱（平成１９年さいたま市制定）、最低制限価格取扱要

綱、さいたま市電子入札運用基準、さいたま市競争入札参加資格業者実態調査実施要領（平成２

４年さいたま市制定）及び特例監理技術者等の配置に係る取扱要領（令和３年さいたま市制定）

の定めるところによる。 

別表 
対象工事 ア 芝川第９－１処理分区下水道工事（北建－Ｒ４－１００５） 

イ スマイルロード整備工事（Ｒ４市道３０５０２号線外） 

ウ スマイルロード整備工事（Ｒ４市道１０７７９号線外） 

概要 ・対象工事アの落札候補者が行った対象工事イ及びウの入札は無効とする。 

・対象工事イの落札候補者が行った対象工事ウの入札は無効とする。 

契約整理番号 ０４－４３８７－３６ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 芝川第９－１処理分区下水道工事（北建－Ｒ４－１００５） 
工事場所 さいたま市見沼区大字御蔵地内 
履行期間 契約確定の日から令和５年３月１０日まで 
概要 延長 311.5m 管きょ工 開削（φ200、硬質塩ビ管）311.5m マンホール工 組

立０号マンホール 4 箇所 組立１号マンホール 8 箇所 小型マンホール 2 箇所 

取付管工 取付管 35 箇所 付帯工一式 
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予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和４年１０月５日（水）午前９時から 

令和４年１０月７日（金）午後５時まで 
入札書提出期間 令和４年１０月１１日（火）午前９時から 

令和４年１０月１２日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１０月１３日（木）午後２時５０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｂ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市北部建設事務所の所管区域内（西区、北区、大宮区、見沼区及び岩槻

区）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和４年９月２６日（月）から 

質問受付期間 令和４年 ９月２６日（月）午前９時から 
令和４年１０月 ４日（火）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１０月７日（金） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 
・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施する。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 
工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所下水道建設課 
電話 ０４８－６４６－３２６３ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 
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契約整理番号 ０４－４３６５－９８ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 スマイルロード整備工事（Ｒ４市道３０５０２号線外） 

工事場所 さいたま市北区吉野町２丁目地内 

履行期間 契約確定の日から令和５年３月１０日まで 

概要 概算数量発注方式による発注 延長 413.9m 幅員 6.0～7.0m 道路土工一式 排

水構造物工 L 形側溝（300）436m L 形集水桝 25 箇所 舗装工 表層（再生密

粒度 As-20、t＝5cm）1860 ㎡ 上層路盤（RM-40、15cm）137 ㎡ 下層路盤（RC-

40、t＝9cm、19cm）138 ㎡ 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和４年１０月５日（水）午前９時から 

令和４年１０月７日（金）午後５時まで 

入札書提出期間 令和４年１０月１１日（火）午前９時から 

令和４年１０月１２日（水）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１０月１３日（木）午後３時００分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｂ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市北部建設事務所の所管区域内（西区、北区、大宮区、見沼区及び岩槻

区）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 

施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 

電子配布 

令和４年９月２６日（月）から 

質問受付期間 令和４年 ９月２６日（月）午前９時から 

令和４年１０月 ４日（火）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１０月７日（金） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 

・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 

・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、別表に掲げる対象工事

アの落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を延期又は中止する

場合がある。 

・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路維持課 

電話 ０４８－６４６－３２２３ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 

電話 ０４８－８２９－１１８０ 

契約整理番号 ０４－４３６５－１００ 
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入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 スマイルロード整備工事（Ｒ４市道１０７７９号線外） 

工事場所 さいたま市北区吉野町１丁目地内 

履行期間 契約確定の日から令和５年２月２４日まで 

概要 概算数量発注方式による発注 延長 283.5m 幅員 5.5～6.0m 道路土工一式 排

水構造物工 長尺 U 形側溝（深 300）167m 舗装工 表層（透水性 As（樹脂・消

石灰入り）、t＝5cm）629 ㎡ 上層路盤（C-30、14cm）50 ㎡ 下層路盤（RC-

40、26cm）50 ㎡ 路面切削工（平均切削深さ 5cm）【夜間】19 ㎡ 切削オーバ

ーレイ工（再生粗粒度 As-20、平均切削深さ 12cm、t＝7cm）【夜間】864 ㎡ 表

層工（改質Ⅱ型密粒度 As-20、t＝5cm）【夜間】883 ㎡ 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和４年１０月５日（水）午前９時から 

令和４年１０月７日（金）午後５時まで 

入札書提出期間 令和４年１０月１１日（火）午前９時から 

令和４年１０月１２日（水）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１０月１３日（木）午後３時１０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｂ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市北部建設事務所の所管区域内（西区、北区、大宮区、見沼区及び岩槻

区）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 

施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 

電子配布 

令和４年９月２６日（月）から 

質問受付期間 令和４年 ９月２６日（月）午前９時から 

令和４年１０月 ４日（火）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１０月７日（金） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 

・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 

・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、別表に掲げる対象工事

ア又はイの落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を延期又は中

止する場合がある。 

・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路維持課 

電話 ０４８－６４６－３２２３ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 

電話 ０４８－８２９－１１８０ 
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さいたま市告示第１４２８号 
さいたま市の発注する「スマイルロード整備工事（Ｒ４市道２３６５号線外）」ほか２件の一般競

争入札について、次のとおり公告する。 

令和４年９月２６日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 入札参加資格 

⑴ 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格者名

簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が工事ごとに別に定める

参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする工事ごとに参加申請が必要なため、工事ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

ウ 本公告日から開札日において、さいたま市建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平成１３

年さいたま市制定）に基づく入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団

排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けてい

ないこと。 

エ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

オ 工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種に係る技術者の資格を有する者を、建設 

業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、

専任を要する主任技術者、専任の監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、

参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であること。 

カ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一工事に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

キ 本公告日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保

険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）に基づく雇用保険（以下「社会保険等」という。）に、事業主として加入しているもの

であること。ただし、当該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者はこの

限りでない。 

ク 本公告日から入札書提出期間の末日までの期間において、同一入札に参加しようとする者の

間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 本公告日から落札者決定までの期間において、国、都道府県及び埼玉県内市町村から工事成

績不良の事由による入札参加停止の措置を２回以上受けていない者であること。 
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コ 本公告日において、工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種について、有効な建

設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

サ アからコまでに掲げるもののほか、本公告日において、工事ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

⑵ 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、⑴で定める事項を満たす者をそ

の構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一工事における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一工事に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

ク 構成員は、それぞれ⑴オに定める技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、監理技

術者の資格を要する工事においては、監理技術者は代表構成員が配置すること。 

２ 入札参加資格の確認 

⑴ 開札後、工事ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格」

という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格（さいたま市建

設工事等最低制限価格取扱要綱（平成１９年さいたま市制定。以下「最低制限価格取扱要綱」と

いう。）第４条に規定する最低制限価格をいう。以下同じ。）を定めている場合は、入札書比較

価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低制限比較価格」とい

う。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者）を落札候

補者として通知し、落札を保留する。 

⑵ ⑴において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を決

定する。 

⑶ 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める条

例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当たる

場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を財政局契約管理部契約課（以下

「契約課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 工事に配置予定の技術者が、資格を有することを証する書類（技術検定等合格証明書等又は

監理技術者資格者証の表面、裏面及び監理技術者講習修了証）の写し又は実務経験を証明する

書類 

ウ 工事に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し（専任を要する主任技術者、専任の

監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、参加申請日以前に恒常的に３箇

月以上の雇用関係を証明できること。なお、イに掲げる監理技術者資格証の写しをもって確認

できる場合は、これを省略できる。） 

エ 工事ごとに別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、施工実績として規定する工

事の契約書の写し及び工事概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン
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ターが提供する「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事

概要の記載されているもの）の写し（共同企業体（乙型）としての実績の場合は、自社の施工

実績が分かる資料の写しも添付すること。） 

オ 本公告日において有効かつ最新の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」（以下

「経審結果」という。）の写し 

カ 社会保険等に全て加入している場合は、社会保険等の加入に関する誓約書又は社会保険等の

全部若しくは一部について法令で適用が除外されている場合には、社会保険等の適用除外に関

する誓約書（経審結果に記載の社会保険等の加入状況について、本公告日時点で変更が生じて

いる場合は、社会保険等の加入状況を確認できる書類を併せて添付すること。） 

キ 資本関係又は人的関係確認書 

ク 入札参加停止措置に関する誓約書 

ケ アからクまでに掲げるもののほか、工事ごとに別に定める書類 

⑷ 落札候補者が特定共同企業体である場合には、⑶に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる書

類を契約課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員の割

印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書（さいたま市建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１３

年さいたま市制定。以下「共同企業体取扱要綱」という。）様式第１号） 

イ 共同企業体協定書（共同企業体取扱要綱様式第２号。共同企業体協定書第８条に基づく協定

書（共同企業体取扱要綱様式第３号）含む。） 

ウ 委任状（共同企業体取扱要綱様式第４号） 

３ 落札者の決定 

⑴ 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除く。

）に、２⑶及び⑷において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札候補者

が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、入札書

比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって

入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制限

比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を行っ

た者）を新たに落札候補者とする。 

⑵ ⑴において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以上あ

るときは、電子くじによりこれを決定する。 

⑶ 市長は、⑴の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれを通知する。 

⑷ 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者がさいたま市建設工事等請 

負業者入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契約 

からの暴力団排除措置に関する要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法に 

基づき更生手続開始の申立て若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合は、

その者を落札者とせず、入札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外 

の者のうち最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較 

価格の制限の範囲内で最低制限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち 

最低の価格をもって入札を行った者）を新たに落札候補者とする。 
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⑸ 本公告に係る入札は、一抜け方式により実施する。 

ア 一抜け方式の対象工事については別表により定める。 

イ 一つの対象工事の落札候補者（ただし、⑴後段又は⑷における新たな落札候補者を除く。）

がした当該対象工事の後に開札される他の対象工事の入札は無効とし、辞退したものとして取

扱う。 

ウ 一つの対象工事の落札候補者となった者は、⑴後段又は⑷における新たな落札候補者としな

い。 

４ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

⑴ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は工事ご

とに別に定める。 

⑵ 設計図書等の閲覧等を工事担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、設

計図書等貸出申請書を工事担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共同

企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

⑶ 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図書

公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

⑷ 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によっては

書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は工事ごとに別に定める。 

⑸ やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない場 

合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は契約課窓口において 

書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

５ 入札保証金及び契約保証金 

⑴ 入札保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さいた

ま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条第１項の規定による。 

⑵ 契約保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いにつ

いては、さいたま市契約規則第２９条の規定による。 

６ 契約金の支払方法 

⑴ 前金払及び部分払の有無については工事ごとに別に定める。 

⑵ 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の４以内（継続費等の２年以上にわたる

契約にあっては、その年度の支払限度額の１０分の４以内）とする。この場合において１万円未

満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、工事ごとに別に定める。 

⑶ 部分払をする場合には、３箇月ごとに出来形部分の１０分の９に相当する額を限度として行う

こととする。 

⑷ 契約金額が５００万円以上で、かつ、工期が２月を超える工事は、中間前金払をすることがで

きる。この場合において、部分払の適用のある工事については、中間前金払と部分払は選択制と

し、契約締結時に選択するものとする。ただし、継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、

中間前金払を選択した場合であっても、当該年度末の部分払を行うことができる。 

⑸ 中間前金払をする場合の中間前払金の額は、当該工事の材料費等に相当する額として契約金額

の１０分の２以内（継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、その年度の支払限度額の１０
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分の２以内）とする。この場合において１万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

７ 入札の無効 

さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市制定）第１６条第１項

各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

８ その他 

⑴ 本公告の写しは、市のホームページに掲載し、契約課にて閲覧に供する。 

⑵ 本公告に係る入札に用いる書類は、市のホームページからダウンロードして使用すること。 

⑶ 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

⑷ 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数制

限を行う。 

⑸ 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届出

書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を契約課に提出す

ること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号）

を提出すること。 

⑹ 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合は、

その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行わな

い。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札を行 

った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

⑺ 本市発注の建設工事を初めて請負うことになる落札候補者等（以下｢調査対象者｣という。）は、

必要に応じて行う事業所の所在地等の調査に協力すること。ただし、調査対象者が特定共同企業 

体である場合を除く。 

⑻ 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該工事に配置する

こと。 

⑼ 本公告に定めのない事項は、さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得、さいたま市建

設工事等事後審査型一般競争入札取扱要綱（平成１９年さいたま市制定）、最低制限価格取扱要

綱、さいたま市電子入札運用基準、さいたま市競争入札参加資格業者実態調査実施要領（平成２

４年さいたま市制定）及び特例監理技術者等の配置に係る取扱要領（令和３年さいたま市制定）

の定めるところによる。 

別表 
対象工事 ア スマイルロード整備工事（Ｒ４市道２３６５号線外） 

イ スマイルロード整備工事（Ｒ４市道１０３１３号線外） 

ウ 岩槻区高曽根地区用排水路整備工事（末田８８） 

概要 ・対象工事アの落札候補者が行った対象工事イ及びウの入札は無効とする。 

・対象工事イの落札候補者が行った対象工事ウの入札は無効とする。 
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契約整理番号 ０４－４３６５－１０２ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 スマイルロード整備工事（Ｒ４市道２３６５号線外） 

工事場所 さいたま市岩槻区大字平林寺地内外 

履行期間 契約確定の日から令和５年３月１０日まで 

概要 概算数量発注方式による発注 延長 192.0m 幅員 4.0m～6.0m 道路土工一式 

排水構造物工 長尺 U 形側溝（深 300）372m 角形集水桝（□500、深 550）4 箇

所 横断暗渠（300×240）8m 舗装工 下層路盤（RC-40）117 ㎡ 上層路盤（

C-30）117 ㎡ 表層 （透水性 As-13（樹脂・消石灰入）、t=5cm）799 ㎡ （再

生密粒度 As-20、t=5cm）25 ㎡ 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和４年１０月５日（水）午前９時から 

令和４年１０月７日（金）午後５時まで 

入札書提出期間 令和４年１０月１１日（火）午前９時から 

令和４年１０月１２日（水）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１０月１３日（木）午後３時２０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｂ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市北部建設事務所の所管区域内（西区、北区、大宮区、見沼区及び岩槻

区）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 

施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 

電子配布 

令和４年９月２６日（月）から 

質問受付期間 令和４年 ９月２６日（月）午前９時から 

令和４年１０月 ４日（火）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１０月７日（金） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（発注者指定型）」の対象案件であ

る。 

・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 

・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施する。 

・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路維持課 

電話 ０４８－６４６－３２２３ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 

電話 ０４８－８２９－１１８０ 
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契約整理番号 ０４－４３６５－９７ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 スマイルロード整備工事（Ｒ４市道１０３１３号線外） 

工事場所 さいたま市北区植竹町２丁目地内外 

履行期間 契約確定の日から令和５年２月２８日まで 

概要 概算数量発注方式による発注 延長 452.0m 幅員 4.1m、5.5m～8.0m 道路土工

一式 排水構造物工 長尺 U 形側溝（300 型）235m 角形集水桝（□500、深 550

）4 箇所 横断暗渠（300×240）5m 切回し側溝（逃げ 400、逃げ 600）5 箇所 

撤去工、舗装工 下層路盤（RC-40、t＝15 ㎝）81 ㎡ 上層路盤（C-30、t＝10

㎝）81 ㎡ 表層（透水性 As-13（樹脂・消石灰入り）、t＝5 ㎝）408 ㎡ 路面切

削（平均切削深 t＝5 ㎝）1920 ㎡ 表層（再生密粒度 As-20、t＝5 ㎝）1920 ㎡ 

付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和４年１０月５日（水）午前９時から 

令和４年１０月７日（金）午後５時まで 

入札書提出期間 令和４年１０月１１日（火）午前９時から 

令和４年１０月１２日（水）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１０月１３日（木）午後３時３０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｂ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市北部建設事務所の所管区域内（西区、北区、大宮区、見沼区及び岩槻

区）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 

施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 

電子配布 

令和４年９月２６日（月）から 

質問受付期間 令和４年 ９月２６日（月）午前９時から 

令和４年１０月 ４日（火）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１０月７日（金） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 

・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 

・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、別表に掲げる対象工事

アの落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を延期又は中止する

場合がある。 

・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路維持課 

電話 ０４８－６４６－３２２３ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
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契約整理番号 ０４－４６５６－１０ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 岩槻区高曽根地区用排水路整備工事（末田８８） 
工事場所 さいたま市岩槻区大字高曽根地内 
履行期間 契約確定の日から令和５年３月１０日まで 
概要 延長 333m 土工一式 水路工 333m 舗装工一式 撤去工一式 仮設工一式 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和４年１０月５日（水）午前９時から 

令和４年１０月７日（金）午後５時まで 
入札書提出期間 令和４年１０月１１日（火）午前９時から 

令和４年１０月１２日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１０月１３日（木）午後３時４０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｂ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市北部建設事務所の所管区域内（西区、北区、大宮区、見沼区及び岩槻

区）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和４年９月２６日（月）から 

質問受付期間 令和４年 ９月２６日（月）午前９時から 
令和４年１０月 ４日（火）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１０月７日（金） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 
・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、別表に掲げる対象工事

ア又はイの落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を延期又は中

止する場合がある。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市経済局農業政策部農業環境整備課 

電話 ０４８－８２９－１３７９ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

 
  

さいたま市財政局契約管理部契約課 

電話 ０４８－８２９－１１８０ 
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さいたま市告示第１４２９号 
さいたま市の発注する「道路詳細設計業務（一般県道新方須賀さいたま線（片柳東））」の一般競

争入札について、次のとおり公告する。 

令和４年９月２６日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 入札参加資格 

⑴ 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格者名

簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が業務ごとに別に定める

参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 業務ごとに別に定める参加資格に建設コンサルタント登録規程（昭和５２年４月１５日建設

省告示第７１７号。以下「登録規程」という。）の登録部門を定めている場合は、本公告日に

おいて、当該登録部門について登録規程に基づく登録があること。 

ウ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする業務ごとに参加申請が必要なため、業務ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

エ 本公告日から開札日において、さいたま市建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平成１３

年さいたま市制定）に基づく入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団

排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けてい

ないこと。 

オ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

カ 管理技術者及び照査技術者（照査技術者にあっては、設計図書等に定めのある場合に限る。

）を当該業務に配置できること。なお、配置する技術者は、直接的かつ恒常的な雇用関係にあ

る者とし、管理技術者と照査技術者の兼任はできないものとする。 

キ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一業務に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

ク アからキまでに掲げるもののほか、本公告日において、業務ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

⑵ 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、⑴で定める事項を満たす者をそ

の構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一業務における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一業務に単体企業として参加していないこと。 
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エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

２ 入札参加資格の確認 

⑴ 開札後、業務ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格」

という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格（さいたま市建

設工事等最低制限価格取扱要綱（平成１９年さいたま市制定。以下「最低制限価格取扱要綱」と

いう。）第５条に規定する最低制限価格をいう。以下同じ。）を定めている場合は、入札書比較

価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低制限比較価格」とい

う。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者）を落札候

補者として通知し、落札を保留する。 

⑵ ⑴において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を決

定する。 

⑶ 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める条

例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当たる

場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を財政局契約管理部契約課（以下

「契約課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 業務ごとに別に定める参加資格に登録部門を定めている場合は、当該登録部門について登録

規程に基づき登録されていることを証する書類の写し 

ウ 業務に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し 

エ 業務ごとに別に定める参加資格に業務実績を求めている場合は、業務実績として規定する業

務の契約書の写し及び業務概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン

ターが提供する「測量調査設計業務実績情報システム（ＴＥＣＲＩＳ）」の業務カルテ（業務

概要の記載されているもの）の写し 

オ アからエまでに掲げるもののほか、業務ごとに別に定める書類 

⑷ 落札候補者が特定共同企業体である場合には、⑶に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる書

類を契約課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員の割

印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書（さいたま市建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１３

年さいたま市制定。以下「共同企業体取扱要綱」という。）様式第１号） 

イ 共同企業体協定書（共同企業体取扱要綱様式第２号。共同企業体協定書第８条に基づく協定

書（共同企業体取扱要綱様式第３号）を含む。） 

ウ 委任状（共同企業体取扱要綱様式第４号） 

３ 落札者の決定 

⑴ 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除く。

）に、２⑶及び⑷において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札候補者

が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、入札書
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比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって

入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制限

比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を行っ

た者）を新たに落札候補者とする。 

⑵ ⑴において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以上あ

るときは、電子くじによりこれを決定する。 

⑶ 市長は、⑴の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれを通知する。 

⑷ 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者がさいたま市建設工事等請 

負業者入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契約 

からの暴力団排除措置に関する要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法に 

基づき更生手続開始の申立て若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合は、

その者を落札者とせず、入札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外 

の者のうち最低の価格をもって入札を行った者を新たに落札候補者とする。 

４ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

⑴ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は業務ご

とに別に定める。 

⑵ 設計図書等の閲覧等を業務担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、設

計図書等貸出申請書を業務担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共同

企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

⑶ 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図書

公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

⑷ 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によっては

書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は業務ごとに別に定める。 

⑸ やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない場 

合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は契約課窓口において 

書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

５ 入札保証金及び契約保証金 

⑴ 入札保証金の取扱いについては業務ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さいた

ま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条第１項の規定による。 

⑵ 契約保証金の取扱いについては業務ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いにつ

いては、さいたま市契約規則第２９条の規定による。 

６ 契約金の支払方法 

⑴ 前金払の有無については業務ごとに別に定める。 

⑵ 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の３以内とする。この場合において１万

円未満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、業務ごとに別に定める。 

７ 入札の無効 

さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市制定）第１６条第１項

各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 
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８ その他 

⑴ 本公告の写しは、市のホームページに掲載し、契約課にて閲覧に供する。 

⑵ 本公告に係る入札に用いる書類は、市のホームページからダウンロードして使用すること。 

⑶ 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

⑷ 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数制

限を行う。 

⑸ 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届出

書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を契約課に提出す

ること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号）

を提出すること。 

⑹ 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合は、

その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行わな

い。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札を行 

った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

⑺ 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該業務に配置する

こと。 

⑻ 本公告に定めのない事項は、さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得、さいたま市建

設工事等事後審査型一般競争入札取扱要綱（平成１９年さいたま市制定）、最低制限価格取扱要

綱及びさいたま市電子入札運用基準の定めるところによる。 

契約整理番号 ０４－４３５６－８３ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

業務名 道路詳細設計業務（一般県道新方須賀さいたま線（片柳東）） 

業務場所 さいたま市見沼区片柳東地内外 

履行期間 契約確定の日から令和５年３月１７日まで 

概要 歩道詳細設計 0.21 ㎞ L 型擁壁詳細設計 1 箇所 中野橋側道橋詳細設計 側道

橋（仮設橋）詳細設計 1 橋 締切橋側道橋詳細設計 側道橋詳細設計 1 橋 橋台

工（逆 T 式橋台）1.7 基 橋台基礎工（既製杭）1.7 基 仮設構造物詳細設計

1.55 基 路線測量 0.21 ㎞ 現地測量一式 

予定価格（税込） ２３，７８２，０００円 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和４年１０月５日（水）午前９時から 

令和４年１０月７日（金）午後５時まで 

入札書提出期間 令和４年１０月１１日（火）午前９時から 

令和４年１０月１２日（水）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１０月１３日（木）午前１１時００分 

参
加
資
格 

名簿登載業務 建設コンサルタント／道路 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業務で登載された者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記の要件を

満たすこと。 

登録部門 本公告日において、建設コンサルタント登録規程に基づく「道路部門」の登録が

あること。 

業務実績等 － 

２に掲げるもの以 － 
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外に提出を要する

書類 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 

電子配布 

令和４年９月２６日（月）から 

質問受付期間 令和４年 ９月２６日（月）午前９時から 

令和４年１０月 ４日（火）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１０月７日（金） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

免除 前金払 有  

その他 設計図書等により、配置予定の技術者の資格を定めている場合については、当該

資格を有していることを確認できる書類の写しを資格審査書類提出時に併せて提

出すること。 

業務担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路安全対策課 

電話 ０４８－６４６－３２０７ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 

電話 ０４８－８２９－１１８０ 

 
  


